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ＩＴＵ－Ｔ部会審議状況報告 

 

１ 任 務 

ＩＴＵ－Ｔ部会は、「国際電気通信連合電気通信標準化部門（ＩＴＵ－Ｔ）の活動への

対処について」（情報通信審議会に引き継がれた電気通信技術審議会諮問第２号）の審議

を任務としており、世界電気通信標準化総会（ＷＴＳＡ）、ＩＴＵ－Ｔの各研究委員会（Ｓ

Ｇ）及び電気通信標準化アドバイザリグループ（ＴＳＡＧ）等の会合に提出される寄書、

勧告案及び研究課題案に対する評価、対処方針等について調査審議を行っている。 

 

２ 審議状況 

(1)  ＩＴＵ－Ｔ ＳＧの活動状況等 

平成１６年１０月に開催された世界電気通信標準化総会（ＷＴＳＡ－０４）において、

ＩＴＵ－Ｔの今研究会期（平成１６年～平成２０年）における構成及び研究対象等が決

定された。今研究会期における研究体制は、別紙１のとおりである。 

本年度においては、複数のＳＧに跨るような研究課題の取り扱いについて盛んに議論

がなされたことが特徴的であった。 

複数のＳＧに広く関連する研究課題への対応が重要であることはＷＴＳＡ－０４の際

に既に十分に認識されていた。特にＮＧＮについては、今研究会期の前半である今年ま

でを期限として、ＴＳＡＧ会合において必要に応じて関連するＳＧ構成の見直しについ

て検討を行うこととされていた。平成１８年７月に開催されたＴＳＡＧ会合では、今研

究会期中については現状のＳＧ構成を維持することが確認された一方で、平成２０年に

開催予定であるＷＴＳＡ－０８での議論に向けて来研究会期のＳＧ構成についての検討

をすぐに開始することが合意された。 

また、Ｎ-ＩＤ、ＩＰＴＶ、ホームネットワーク等の研究課題については、複数のＳＧ

に跨るために、フォーカスグループ、ＪＣＡ(Joint Coordination Activity)等により検討が

進められた。特に、ＩＰＴＶについては、ＴＳＢ局長の主導により平成１８年４月にフ

ォーカスグループが設立された。ＩＰＴＶのフォーカスグループは、勧告 A.7（フォーカ

スグループの作業方法及び手続き）に基づき、ＴＳＢ局長の主導により設立されたフォ

ーカスグループの最初の例となった。 

なお、各ＳＧにおいても研究活動が鋭意進められた結果として、平成１８年１月から

平成１９年２月において、承認された勧告数は、全部で２５７件となっている。また早

くも検討が終了した課題が３件、検討範囲に変更が加えられた課題が３件、新たにＳＧ

で研究を開始することとされた課題が３件、それぞれあった。（別紙７） 
 

(2) 審議体制 

ＩＴＵ－Ｔ部会では、ＩＴＵ－ＴのＳＧ、ＴＳＡＧ等の会合（以下「ＳＧ等会合」）へ

我が国から提出する寄書、承認手続きに付される勧告案及び研究課題案に対する評価、



対処方針等についての調査を適切かつ効率的に行うため、ＩＴＵ－Ｔの組織構成に対応

し、１０の委員会を設置している。 

さらに委員会は必要に応じてワーキング・グループを設置して調査を行っている。特

に、Ｎ-ＩＤ、ＩＰＴＶ及びホームネットワークについては、ＩＴＵ－Ｔにおいてフォー

カスグループあるいはＪＣＡという複数のＳＧに跨る形態で検討が進められていること

から、ＩＴＵ－Ｔ部会においてもこれに対応する形で、複数の委員会の下に合同でワー

キング・グループを設置して、検討を進めている。 

ＩＴＵ－Ｔ部会の構成員を別紙２、ＩＴＵ－Ｔ部会の構成を別紙３に示す。 

 

(3) 審議概要 

 ア 会合の開催状況 

  ＩＴＵ－Ｔ部会は、平成１８年度に次のとおり３回の会合を開催した。 

 ・第９回会合 平成１８年１２月１９日

   ＩＴＵ－Ｔでの最近の動向を踏まえて、ＩＰＴＶ、ホームネットワーク、次世代ネ

ットワーク（ＮＧＮ）、ネットワークＩＤの標準化動向並びにこれらに対する今後の取

り組みについて審議を行った。 

 ・第１０回会合 平成１９年１月９日

   部会長の選出及び部会長代理の指名を行った。 

・第１１回会合 平成１９年３月２６日

   平成１８年１月以降のＩＴＵ－Ｔ部会各委員会における活動状況報告、ＩＴＵ－Ｔ

部会審議状況報告（案）等についての審議を行った。 

 

   また、ＩＴＵ－Ｔ部会の下に設置されている１０の委員会は、平成１８年１月以降、

合計で４０回の会合を開催し、ＳＧ等会合への対処等について審議を行った。 

 

イ 勧告案の審議 

ＩＴＵ－Ｔにおける標準化作業に対して、我が国は勧告作成に向けて多数の寄書を

提出し、ＳＧ会合等に多数の専門家が出席するとともに、２名のＳＧ議長及び８名の

ＳＧ副議長をはじめ数多くの役職を引き受けるなど積極的に貢献している。これらの

状況を各々別紙４、５及び６に示す。 

ＩＴＵ－Ｔにおいて平成１８年１月から平成１９年２月までに承認された勧告の状

況及び課題の変更を別紙７に示す。 

 

ウ 委員会における審議状況 

   ＩＴＵ－Ｔ部会では、委員会毎に担当するＩＴＵ－Ｔの各ＳＧへの対処等について

審議を行い、我が国として積極的に貢献を行っている。各委員会の審議状況について

以下に示す。 



 

（ア） サービス・ネットワーク運用委員会（担当：ＳＧ２） 

ＳＧ２では、「サービス提供、ネットワーク及び性能の運用側面」に関する課題を研

究対象とし、番号の越境利用、国際公衆電気通信番号計画、ＥＮＵＭ関連などについ

て検討を行っており、当委員会ではこれらへの対処を検討している。 

 

（イ）網管理システム・保守委員会（担当：ＳＧ４） 

ＳＧ４では、「電気通信管理」に関する課題を研究対象とし、ＴＭＮフレームワー

クを用いた設備およびネットワーク等の管理、保守・運用手続き及び試験・測定技術

について検討を行っており、当委員会ではこれらへの対処を検討している。 

 

（ウ）電磁防護・屋外設備委員会（担当：ＳＧ５、ＳＧ６） 

   ＳＧ５では、「電磁的環境影響に対する防護」を研究対象とし、通信施設の電磁防

護に関する検討を行っており、雷防護、電力線誘導、エミッション、イミュニティ及

び人体安全に及ぶ幅広いＥＭＣ（電磁的両立性）の問題を扱っている。 

   ＳＧ６では、「屋外設備及び関連屋内装置」を研究対象とし、光ファイバケーブル、

メタリックケーブル及び関連構造物の建設、設置、接続、終端、損傷防護に関する屋

外設備の研究を行っている。また、これらの設備の環境への影響に関しても検討を行

っている。 
  当委員会ではこれらへの対処を検討している。 
 

（エ）ケーブル網・番組伝送委員会（担当：ＳＧ９） 

ＳＧ９では、「統合型広帯域ケーブルネットワーク及び映像・音声伝送」に関する

課題を研究対象とし、ケーブルテレビ網における映像・音声番組配信からＩＰを用い

たサービスや、映像・音声番組の素材伝送等、幅広い標準化作業を行っている。ＳＧ

９の成果は勧告Ｊシリーズ（映像及び音声番組その他マルチメディア信号の伝送）、

勧告Ｎシリーズ（音声番組及び映像の国際伝送回線の管理）及び P.900 シリーズ（会

話品質のマルチメディアサービスの評価方法）としてまとめられている。検討にあた

っては、無線による放送の標準化を担当するＩＴＵ－Ｒ ＳＧ６や、ＩＰに関係する

ＩＴＵ－Ｔ ＳＧ１１、１３、１６等とも互いに連携して活動を進めている。当委員

会ではこれらへの対処を検討している。 

  最近の主な項目としては、次世代ＳＴＢアーキテクチャなどの検討が行われてい

る。（別紙８－１） 

 

（オ） 次世代ネットワーク委員会（担当：ＳＧ１１、ＳＧ１３） 

  ＳＧ１１では、「信号要件及びプロトコル」に関する課題を研究対象とし、次世代

ネットワーク（ＮＧＮ）のプロトコル、ベアラ非依存呼制御（ＢＩＣＣ）等につい



て検討を行っている。 

ＳＧ１３では、「ＮＧＮ－アーキテクチャ、展開及び融合」に関する課題を研究対

象とし、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）に関するアーキテクチャ、既存網からの移

行、将来の統合の観点から、フレームワーク、機能アーキテクチャ、信号要求条件

等の検討を行っている。ＮＧＮの検討には、ＳＧを超えた枠組みでの検討も不可欠

であることから、ＳＧ１３を中心にＳＧ１１など関連ＳＧが同時期に会合を開催す

ることにより、連携して検討を行うこととしており、この体制はＮＧＮ－ＧＳＩ

(Global Standard Initiative)と呼ばれている。（別紙８－２） 

当委員会ではこれらへの対処を検討している。 

 

（カ） 伝達網・品質委員会（担当：ＳＧ１２、ＳＧ１５） 

  ＳＧ１２では、「性能及びサービス品質」に関する課題を研究対象とし、サービス

品質検討に関するリードＳＧとして、広帯域音声の品質評価、自動車ハンズフリー

通信の端末特性、ＩＰネットワーク上でのマルチメディア通信サービス品質の検討

などを行っている。 

ＳＧ１５では、「光及びその他の伝達網」に関する課題を研究対象とし、アクセス

網及び光技術のリードＳＧとして、光その他の伝送網、システム及び設備に関する

研究を行っている。当委員会ではこれらへの対処を検討している。 

最近の主な検討事項としては、ＶＤＳＬ２適用範囲の拡張等の検討などが行われ

ている。（別紙８－３） 

 

（キ） マルチメディア委員会（担当：ＳＧ１６） 

  ＳＧ１６では、「マルチメディア端末、システム及びアプリケーション」に関する

課題を研究対象とし、ＩＴＵ－Ｔにおける「マルチメディア端末、システム及びア

プリケーション」及び「ユビキタスアプリケーション」の審議に関するリードＳＧ

でもある。当委員会ではこれらへの対処を検討している。 

 

（ク） セキュリティ・言語委員会（担当：ＳＧ１７） 

  ＳＧ１７では、「セキュリティ・言語及び電気通信ソフトウェア」に関する課題を

研究対象とし、電気通信セキュリティ並びに言語及び記述技術に関する課題につい

て検討を行っており、当委員会ではこれらへの対処を検討している。 

最近の主な検討項目として、通信事業者用のセキュリティマネジメントの検討な

どが行われている。（別紙８－４） 

 

（ケ） 移動通信ネットワーク委員会（担当：ＳＧ１９） 

ＳＧ１９では、「移動通信ネットワーク」に関する課題を研究対象とし、ＩＴＵ－

ＴにおいてＩＭＴ-２０００及び将来の移動通信並びにＦＭＣ及びモビリティに関す



る検討を行っており、当委員会ではこれらへの対処を検討している。 

 

（コ）作業計画委員会（担当：ＴＳＡＧ） 

ＴＳＡＧは、ＩＴＵ－Ｔにおける標準化活動の優先事項、計画、運営、財政及び戦

略について検討し、ＩＴＵ電気通信標準化局長に助言を行うグループである。 

ＴＳＡＧでは、作業方法、作業計画、電子的作業方法及び外部機関との標準化協力

の４分野のテーマについて検討を行っているほか、必要に応じ様々な新たな課題につ

いて検討を行っている。 

最近では、ＷＴＳＡ－０８に向けた検討が開始されている。（別紙８－５） 

また、ＴＳＢ局長主催のＩＰＲ（知的財産権）アドホックグループにおいて、ＴＳ

ＡＧ会合に先立ち、標準化における特許、ソフトウェア著作権等の取扱い等について

検討が行われている。 

当委員会ではこれらへの対処を検討している。 

 

（サ）Ｎ-ＩＤ合同ワーキング・グループ（担当：ＪＣＡ-ＮＩＤ及びＮ-ＩＤ関連ＳＧ） 

ＩＴＵ－Ｔでは、ネットワーク型電子タグ（Ｎ-ＩＤ）を今後のユビキタスネットワ

ークの重要な技術として認識し、関連ＳＧ間の連携を図り幅広い分野からＮ-ＩＤの

検討を進めるＪＣＡ-ＮＩＤを設置することとなった。（別紙８－６） 

我が国としても、ユビキタスネット社会の実現に向けて、ＩＴＵ－ＴにおけるＮ-

ＩＤ合同ワーキング・グループの標準化に積極的に貢献していくことが重要であると

ともに、Ｎ-ＩＤの標準化項目は多岐にわたることから、平成１８年７月に関係する

次世代ネットワーク委員会、マルチメディア委員会及びセキュリティ・言語委員会の

下に「Ｎ-ＩＤ合同ワーキング・グループ」を設置し、Ｎ-ＩＤに基づき情報が送受さ

れるネットワーク構造の参照モデル、要求条件、今後の標準化作業の進め方（ロード

マップ）等について検討を行っている。 

 

（シ）ＩＰＴＶ合同ワーキング・グループ（担当：ＦＧ-ＩＰＴＶ） 

ＩＴＵ－Ｔでは、動画像をＩＰベースで送受信する技術（ＩＰＴＶ）への関心の高

まりを受け、平成１８年４月にＴＳＢ局長主導の下、IPTV Focus Group（ＦＧ－ＩＰ

ＴＶ）を設立した。（別紙８－７） 

我が国としても、こうした動きに対応して関係者間での情報共有を図るため、平成

１８年１２月にＩＰＴＶに関連するケーブル網・番組伝送委員会、次世代ネットワー

ク委員会及びマルチメディア委員会の各委員会の下に「ＩＰＴＶ合同ワーキング・グ

ループ」を設置し、ＩＰＴＶに対する要求条件、アーキテクチャ、ミドルウェア、Ｉ

ＰＴＶに求められる品質条件（ＱｏＳ）等について検討を行っている。 

 

（ス）ホームネットワーク合同ワーキング・グループ（担当：Home Network 関連ＳＧ） 



ユビキタスネットワーク社会の実現に向け次世代ネットワーク（ＮＧＮ）が積極的

に構築される中で、ホームネットワーク（ＨＮ）は、利用者とユビキタスネットワー

クを結びつける重要な役割を果たすものとして期待されている。 

我が国としても、今後の利用拡大が予想されるホームネットワークに関し、ＩＴＵ

－Ｔにおける標準化に積極的に関与していくことが重要であるとともに、ホームネッ

トワークの標準化項目は多岐にわたることから、平成１８年１２月に関係するＳＧを

所掌するケーブル網・番組伝送委員会、次世代ネットワーク委員会、伝達網・品質委

員会及びマルチメディア委員会の下に「ホームネットワーク合同ワーキング・グルー

プ」を設置し、ホームネットワークの一般的なアーキテクチャ等について検討を行っ

ている。 

 

３ 今後の対応 

(1) ＩＴＵ－Ｔの標準化活動に関わる課題への対応 

ＩＴＵ－Ｔがグローバルな標準化機関として中核的な役割を果たし続けるために、ま

た産業界にとって標準化活動を行うのに有効な場であり続けるために、ＩＴＵ－Ｔでは

民間セクターの参加促進、勧告作成の迅速化等、様々な取組みを行ってきた。特に、来

年度からは今研究会期の後半に入り、ＷＴＳＡ－０８に向けた議論も徐々に本格化して

いくものと考えられる。 

我が国からも、これまでに、プロジェクトに即した作業方法の提案等、作業方法の改

善に係る提案等を行ってきており、今後とも、ＷＴＳＡ－０８での議論をも念頭に置き

つつ、ＩＴＵの効率化・活性化がさらに進められるよう、新たな研究課題にも対応でき

るような検討体制の検討（ＳＧ構成の見直し）、作業方法の改善、新たな標準化課題の提

案、途上国等との標準化活動における協力など、積極的に寄与していく予定である。 

 

(2) ＳＧ、ＷＰ等への対応 

ユビキタスネット社会の基盤となるＮＧＮ、光伝達網、セキュリティ等、様々な標準

化課題について、ＩＴＵ－Ｔ部会各委員会における調査を通して、今後も引き続き各Ｓ

Ｇ、ＷＰ等における審議に積極的に寄与していく予定である。なお、別紙５に示すとお

り、欧米のみならず中韓両国からも多く専門家がＩＴＵ－Ｔでの標準化活動に参加する

ようになってきている。我が国としても、我が国の専門家、特に若手技術者がＩＴＵで

の標準化活動に参加する機会が増えるように、環境を整えていくことが必要である。 

 



ＩＴＵ-Ｔの2005年-2008年研究会期の体制

全権委員会議ＰＰ
最高意思決定機関 ４年毎に開催

世界電気通信標準化総会 WTSA
研究課題設定、勧告の承認 ４年毎に開催

TSAG 電気通信標準化アドバイザリグループ

ITU-Tの活動の作業方法、優先事項、計画について審議･検討

SG2 サービス提供、ネットワーク及び性能の運用側面

サービス定義、ナンバーリング、ルーティング関連

SG4 電気通信管理

ＴＭＮ（電気通信管理網）関連

SG5 電磁的環境影響に対する防護

電磁環境の影響に対する防護関連

SG6 屋外設備及び関連屋内装置

腐蝕及び他の破損からの防護等の屋外設備及び屋内装置関連

SG9 統合型広帯域ケーブルネットワーク及び映像・音声伝送

ケーブルテレビ網による放送・通信サービス並びに有線によるテレビ・音声番組の素材伝
送及び分配関連

SG17 セキュリティ、言語及び電気通信ソフトウェア

電気通信セキュリティ並びに言語及び記述技術関連

SG11 信号要件及びプロトコル

信号及びプロトコル、ＮＧＮプロトコル、ＢＩＣＣ（ベアラ非依存呼制御）関連

SG12 性能及びサービス品質

性能及びサービス品質関連

SG13 ＮＧＮ アーキテクチャ、展開及び融合

ＮＧＮ及び衛星関連

SG15 光及びその他の伝達網

アクセス網及び光技術関連

SG19 移動通信ネットワーク

ＩＭＴ－２０００を含む将来の移動通信及びモビリティ研究関連

SG16 マルチメディア端末、システム及びアプリケーション

マルチメディア端末、システム、プロトコル及び信号処理を含むマルチメディア・サービ
ス及びアプリケーション関連

研究委員会 ＳＧ

SG3 電気通信の経済的及び政策的事項を含む料金と会計原則

計算料金制度改革、清算原則関連

別紙１
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情報通信審議会情報通信技術分科会ＩＴＵ－Ｔ部会名簿 

１．ＩＴＵ－Ｔ部会構成員（順不同･敬称略）            

部会長 委  員 酒井 善則 東京工業大学 大学院 理工学研究科 教授 

部会長代理 委  員 坂内 正夫 国立情報学研究所 所長 

 委  員 荒川 薫 明治大学 理工学部 情報科学科 教授 

 委  員 伊東 晋 東京理科大学 理工学部 電気電子情報工学科 教授 

 委  員 後藤 滋樹 早稲田大学 理工学部 教授 

 委  員 土井 美和子 ㈱東芝 研究開発センター 技監 

 委  員 御手洗 顕 シャープ㈱ 顧問 

 専門委員 秋山 正樹 松下電器産業㈱ 顧問 

 専門委員 今井 朝子 ㈱ユーディット 研究員 

 専門委員 岩田 秀行 日本電信電話㈱第三部門 Ｒ＆Ｄ推進担当 担当部長 

 専門委員 浦野 義頼 早稲田大学大学院 国際情報通信研究科 教授 

 専門委員 工藤 俊一郎 (社)日本民間放送連盟 常務理事 事務局長兼研究所長 

 専門委員 久保田 啓一 日本放送協会 技術局 技術主幹 

 専門委員 久保田 文人 (独)情報通信研究機構 新世代ネットワーク研究センター センター長 

 専門委員 資宗 克行 情報通信ネットワーク産業協会 専務理事 

 専門委員 津田 俊隆 ㈱富士通研究所 常務取締役 

 専門委員 棟上 昭男 東京工科大学 メディア学部 教授（情報処理学会情報規格調査会顧問） 

 専門委員 廣岡 明 通信電線線材協会 専務理事 

 専門委員 藤咲 友宏 (社)日本ＣＡＴＶ技術協会常任副理事長 

 専門委員 堀崎 修宏 (社)情報通信技術委員会 専務理事 

 専門委員 真鍋 尚 日本電気㈱ 政策調査部 エグゼクティブ・エキスパート 

 専門委員 村上 仁己 ＫＤＤＩ㈱ 理事 

 専門委員 村田 敏則 ㈱日立製作所 ユビキタスプラットフォームグループ ＣＴＯ 

兼ユビキタスプラットフォーム開発研究所長 

 専門委員 室田 和昭 三菱電機㈱通信システム事業本部技師長 

 専門委員 山下 孚 (財)日本ＩＴＵ協会 専務理事 

 専門委員 山本 浩治 ㈱NTT ドコモ 研究開発本部 部長 

 専門委員 若尾 正義 (社)電波産業会専務理事 

 
 
 

 

 

 



 
 

情報通信審議会情報通信技術分科会ＩＴＵ－Ｔ部会名簿 

２．ＩＴＵ－Ｔ部会委員会主査（順不同・敬称略）

サービス･ネットワーク運用委員会主査 相田 仁 東京大学大学院 新領域創成科学研究科 教授 

網管理システム･保守委員会主査 加藤 聰彦 電気通信大学 大学院情報システム学研究科 助教授 

電磁防護･屋外設備委員会主査 日髙 邦彦 東京大学大学院 工学系研究科 電気工学専攻教授 

ケーブル網・番組伝送委員会主査 松本 修一 ㈱ＫＤＤＩ研究所 取締役 

次世代ネットワーク委員会主査 淺谷 耕一 工学院大学 工学部 電子工学科 教授 

伝達網･品質委員会主査 三谷 政昭 東京電機大学 工学部 情報通信工学科 教授 

マルチメディア委員会主査 相澤 清晴 東京大学大学院 情報理工学系研究科 教授 

セキュリティ・言語委員会主査 小松 尚久 早稲田大学 理工学部 コンピュータ・ネットワーク工学科 

教授 

移動通信ネットワーク委員会主査 竹中 豊文 日本大学 工学部 教授 

作業計画委員会主査 平松 幸男 大阪工業大学大学院 知的財産研究科 教授 

 

 



2005 年-2008 年研究会期に対するＩＴＵ－Ｔ部会の構成 別紙３ 

（平成１９年３月２６日現在） 

 

 

 

情
報
通
信
技
術
分
科
会 

 

分
科
会
長 

 

宮
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秀
夫 

 
大
阪
大
学
総
長

サービス・ネットワーク運用委員会

網管理システム・保守委員会

電磁防護・屋外設備委員会

伝達網・品質委員会

マルチメディア委員会

セキュリティ・言語委員会

移動通信ネットワーク委員会

作業計画委員会

相田 仁 東京大学教授 

加藤 聰彦 電気通信大学助教授 

日髙 邦彦 東京大学教授 

三谷 政昭 東京電機大学教授 

淺谷 耕一 工学院大学教授 

小松 尚久 早稲田大学教授 

セキュリティＷＧ 

カラードキュメントＷＧ 

平松 幸男 大阪工業大学教授 

竹中 豊文 日本大学教授 

担当：ＴＳＡＧ、ＩＰＲアドホック
作業計画ＷＧ 

N-ID 合同ＷＧ 

伊東 晋 東京理科大学教授 

丹 康雄 北陸先端科学技術大学院大学助教授 

葉原 敬士 工学院大学教授 

合
同
Ｗ
Ｇ 

（ケーブル網・番組伝送委員会、次世代ネットワーク委員会、 
伝達網・品質委員会及びマルチメディア委員会下に設置） 

（ケーブル網・番組伝送委員会、次世代ネットワーク委員会及び

マルチメディア委員会下に設置） 

（次世代ネットワーク委員会、マルチメディア委員会及び 
セキュリティ・言語委員会下に設置）  

IPTV 合同ＷＧ 

ホームネットワーク合同ＷＧ

担当：ＳＧ１９ 

担当：ＳＧ１７ 

担当：ＳＧ１６ 

担当：ＳＧ１２、ＳＧ１５ 

担当：ＳＧ９ 

ＮＧＮ ＷＧ 

通信方式ＷＧ 

番組伝送ＷＧ 

担当：ＳＧ１１、ＳＧ１３ 

次世代ネットワーク委員会

松本 修一 ㈱ＫＤＤＩ研究所取締役 ケーブル網・番組伝送委員会

担当：ＳＧ５、ＳＧ６ 

担当：ＳＧ４ 

担当：ＳＧ２ 

Ｉ
Ｔ
Ｕ
‐
Ｔ
部
会 

 

部
会
長 
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則 

 
東
京
工
業
大
学
教
授

情
報
通
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会 
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庄
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悦
彦 

 

㈱
日
立
製
作
所
代
表
執
行
役
執
行
役
会
長

相澤 清晴 東京大学教授 



寄書提出状況（2006.1～2007.2）

　研究委員会 ＳＧ ＳＧ ＳＧ ＳＧ ＳＧ ＳＧ ＳＧ ＳＧ ＳＧ ＳＧ ＳＧ ＳＧ ＮＧＮ
TSAG 合計

　（ＳＧ） 2 4 5 6 9 11 12 13 15 16 17 19 ＧＳＩ

日本寄書 3 6 1 3 4 15 2 6 40

ＲＯＡ提出寄書

寄 イーアクセス※ 0

ＫＤＤＩ 2 2 2 2 4 12

書 ｱｯｶ･ﾈｯﾄﾜｰｸｽ※ 2 2

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸＢＢ 1 1

の
日本テレコム（現・ソフ
トバンクテレコム） 1 1

NTTドコモ 0

ＳＩＯ提出寄書

件 ＮＴＴ 1 7 6 9 24 42 1 24 114

日本電気 1 17 2 12 32

数 松下電器 1 1

日立製作所 2 8 2 12

（

富士通 4 13 17

富士ｾﾞﾛｯｸｽ※ 0

提 ＣＩＡＪ 7 7

住友電工 1 1

出 NTTコムウェア 2 3 4 9

ＮＩＣＴ 0

元 三菱電機 2 7 3 12

リコー 1 1

電線線材協会 9 9

沖電気工業 9 9

東芝 1 1

ＳＣＡＴ 3 3

提出寄書数 0 8 0 7 5 9 17 64 73 16 15 0 47 7 268

全寄書数 63 20 18 27 27 115 108 582 483 227 141 39 438 34 2322
全寄書数に対する日
本の提出寄書の割合 0.0 40.0 0.0 25.9 18.5 7.8 15.7 11.0 15.1 7.0 10.6 0.0 10.7 20.6 11.5

注１　※は、アソシエートとして参加

注２　複数社の連名により提出した寄書があるため、縦の欄の合計と提出寄書数は一致しない

注３　全寄書数は、2006年７月までは、各国全てのContributionとDelayed Contributionを合計したもの

　　　2006年7月以降は各国全てのContributionを合計したもの
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ＳＧ会合等出席者数 別紙５

全体 日本 全体 日本 全体 日本 全体 日本 全体 日本 全体 日本 全体 日本

ＳＧ２
116 3 88 5 98 3 107 4 409 15 3.7 205 7 3.4

ＳＧ４
57 4 62 5 64 5 46 5 229 19 8.3 110 10 9.1

ＳＧ５
45 4 59 6 46 3 58 7 208 20 9.6 58 7 12.1

ＳＧ６
29 4 32 4 42 5 103 13 12.6 42 5 11.9

ＳＧ９
52 10 69 13 98 47 219 70 32.0 98 47 48.0

ＳＧ11
75 7 70 8 70 7 93 17 88 15 396 54 13.6 181 32 17.7

ＳＧ12
79 4 82 6 77 7 78 7 316 24 7.6 155 14 9.0

ＳＧ13
149 13 185 20 202 19 240 21 261 35 1037 108 10.4 501 56 11.2

ＳＧ15
222 35 259 38 277 44 276 41 1034 158 15.3 553 85 15.4

ＳＧ16
125 10 155 17 146 14 132 13 558 54 9.7 278 27 9.7

ＳＧ17
90 9 114 8 112 15 129 12 445 44 9.9 241 27 11.2

ＳＧ19
40 5 40 5 41 4 39 3 56 4 216 21 9.7 95 7 7.4

ＴＳＡＧ
126 12 135 15 129 15 137 17 527 59 11.2 266 32 12.0

計
1205 120 1350 150 1402 188 1335 147 405 54 5697 659 11.6 2783 356 12.8

第１回
ＳＧ会合

第２回
ＳＧ会合

計
第４回

ＳＧ会合
第５回
ＳＧ会合

H18.1～H19.2
計

H18.1～
H19.2
日本の
比率

日本
の
比率

第３回
ＳＧ会合

0
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600
700
800
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1000

ｱﾒﾘｶ 中国 日本 韓国 ﾄﾞｲﾂ ｵﾗﾝﾀﾞ ﾌﾗﾝｽ ｶﾅﾀﾞ ｲﾀﾘｱ ｼﾘｱ ﾛｼｱ ｽｲｽ ｲｷﾞﾘｽ ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ ｽｳｪｰﾃﾞﾝ

【ＩＴＵ－Ｔ会合への主な国の出席者数】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2004.11-2006.12)
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ＩＴＵ－Ｔ ＳＧ等における日本からの役職者（敬称略） 

 

ＳＧ 
日本からの 

ＳＧ議長/副議長

全役 

職数 

日本からの 

ＷＰ議長/副議長

全役 

職数 

日本からのラポータ/ 

アソシエイトラポータ 

全役

職数

ＳＧ２ 
－－ 議長 ：1 

副議長：5 

－－ 議長 ：2 

副議長：1 

－－ 11

ＳＧ４ 
副：藤井 

（ＮＴＴ） 

議長 ：1 

副議長：4 

WP3議長：藤井 

（ＮＴＴ）

議長 ：3 

副議長：0 

Q.5：石部(ＣＩＡＪ) 9 

ＳＧ５ 

－－ 議長 ：1 

副議長：2 

WP2議長：服部 

（ＮＴＴ） 

議長 ：2 

副議長：1 

Q.1：小林（ＮＴＴ） 

Q.8：小林（ＮＴＴ） 

Q.10：馬杉（ＮＴＴ） 

Q.15：関口（ＮＩＣＴ） 

Q.15：富永（ＮＴＴ） 

17

 

 

 

ＳＧ６ 

－－ 議長 ：1 

副議長：2 

－－ 議長 ：2 

副議長：2 

Q.6：荒木（ＮＴＴ） 

Q.7：冨田（ＮＴＴ） 

Q.8：保苅（ＮＴＴ） 

9 

 

 

ＳＧ９ 

副：松本 

（ＫＤＤＩ） 

議長 ：1 

副議長：3 

－－ 議長  ：0 

副議長：0 

Q.1：酒澤（ＫＤＤＩ） 

Q.5：松本（ＪＣＬ） 

Q.7：松本（ＫＤＤＩ） 

Q.10：中村（ＮＨＫ:ｱｿｼｴｲﾄ）

Q.11：宮地（ＫＤＤＩ） 

Q.12：後藤（ＮＴＴ） 

Q.15：松本（ＫＤＤＩ:ｱｿｼｴｲﾄ）

26

ＳＧ１１ 
議長：平松 

（ＮＴＴ） 

議長 ：1 

副議長：6 

－－ 議長 ：3 

副議長：3 

－－ 11

 

ＳＧ１２ 
－－ 議長 ：1 

副議長：4 

－－ 議長 ：3 

副議長：1 

Q.13：高橋（ＮＴＴ） 26

ＳＧ１３ 
副：森田 

(ＮＴＴ) 

議長  ：1 

副議長：8 

WP3議長：森田 

(ＮＴＴ) 

議長 ：4 

副議長：0 

Q.1：今中（ＮＴＴ） 28

ＳＧ１５ 
議長：前田 

（ＮＴＴ） 

議長 ：1 

副議長：4 

－－ 議長 ：3 

副議長：0 

Q.3：太田（ＮＴＴ） 

Q.8：大橋（ＮＴＴ） 

14

 

ＳＧ１６ 

副：内藤 

（三菱電機） 

議長 ：1 

副議長：3 

WP1議長：内藤 

(三菱電機)

WP2議長：大久保 

(早大） 

議長 ：5 

副議長：0 

Q.4：大久保（早稲田大） 

Q.14：田村（リコー） 

Q.15：内藤（三菱電機） 

 

21

ＳＧ１７ 

副：渡辺 

 （ＫＤＤＩ） 

議長 ：1 

副議長：6 

WP2議長：渡辺 

   （ＫＤＤＩ）

議長 ：3 

副議長：0 

Q.6：武智（横河電機：ｱｿｼｴｲﾄ）

Q.7：中尾（ＫＤＤＩ） 

Q.8：磯部（日立：ｱｿｼｴｲﾄ） 

24

ＳＧ１９ 
副：田村 

（NTTドコモ） 

議長 ：1 

副議長：7 

－－ 議長 ：0 

副議長：0 

－－ 5 

ＴＳＡＧ 
副：岡村 

 （ＳＣＡＴ） 

議長 ：1 

副議長：6 

WP2議長：岡村 

   （ＳＣＡＴ）

議長 ：4 

副議長：0 

－－ 0 

合計 
議長 ：2 

副議長：7 

議長 ：13 

副議長：60 

議長 ：7 

副議長：0 

議長 ：34 

副議長：8 

ラポータ           ：22 

アソシエートラポータ：4 

201

平成１９年３月２６日現在 

 



勧告化状況と課題の変更

(2006.1～2007.2)

区分 ＳＧ会合等により承認された勧告数
削除され

た
勧告数

課題の変更

 ＳＧ 新規 （AAP） 改訂 （AAP） 合計 （AAP） 削除 終了課題 変更課題 新課題

ＳＧ２ 5 (3) 3 (0) 8 (3) 0 0 0 0

ＳＧ４ 4 (4) 2 (2) 6 (6) 0 0 1 0

ＳＧ５ 3 (3) 2 (2) 5 (5) 0 0 0 0

ＳＧ６ 3 (3) 1 (1) 4 (4) 0 0 0 0

ＳＧ９ 21 (21) 1 (1) 22 (22) 0 1 0 0

ＳＧ１１ 2 (2) 17 (6) 19 (8) 0 0 0 0

ＳＧ１２ 3 (3) 5 (5) 8 (8) 0 1 0 0

ＳＧ１３ 19 (19) 1 (1) 20 (20) 0 0 0 1

ＳＧ１５ 16 (16) 54 (54) 70 (70) 7 0 2 0

ＳＧ１６ 23 (23) 37 (37) 60 (60) 0 1 0 0

ＳＧ１７ 11 (11) 17 (17) 28 (28) 0 0 0 2

ＳＧ１９ 2 (2) 0 (0) 2 (2) 0 0 0 0

ＴＳＡＧ 0 (0) 6 (0) 6 (0) 1 0 0 0

合　計 112 (110) 146 (126) 258 (236) 8 3 3 3

別紙



別紙８－１ 

セットトップボックスアーキテクチャ（ＳＧ９） 
 

ア 概 要 

ITU-T SG9 では、次世代セットトップボックス（STB）アーキテクチャの検討を行っており、ケ

ーブルテレビ向け STB、及び、伝送媒体に依存しない IPTV 向け STB の双方の勧告化を実現する

ため、両 STB のコモンコア部分の勧告（J.290; stb-core）、ケーブルテレビ対応部分の勧告（J.291; 

stb-cable）、並びに、汎用 IP 対応部分の勧告（J.292; stb-mi）の 3 勧告の検討を行ってきた。J.290

は、IP／Non-IP といった伝送方式に依存しない上位レイヤを規定し、圧縮方式として MPEG-2 及

び H.264、データ放送 API として J.200 シリーズ、セキュリティとしてダウンローダブル CAS、

等が明記されている。J.291 では、DOCSIS による一部データの IP 伝送、同軸ホームネットワー

クに対するゲートウェイ機能、次世代ケーブルヘッドエンドとの関係などが規定されている。J.292

では、IP マルチキャストにおけるチャンネルザッピング、ジッタ環境下におけるヘッドエンドと

STB との時刻同期、QoS 保証等に関する規定がされている。 

 

イ 審議状況 

前研究会期の平成１６年５月の SG 9 会合において、STB の要求条件（J.193）が AAP コンセン

ト承認されたのを受け、アーキテクチャ勧告の検討が研究課題に加えられた。平成１７年 1 月会

合では、J.stb-arch としてアーキテクチャのスケルトン文書が審議された。これに対して、平成１

７年８月のラポータ会合に向けて、米国から次世代ケーブルテレビシステムに特化した STB アー

キテクチャ勧告案（J.ngna）が新たに提案された。60%以上の世帯がケーブルテレビサービスに加

入している米国とは異なり、日本では、ケーブルテレビに加えて、高速なアクセス回線として FTTH

による IPTV の導入も進められている。このため、国内における度重なる議論を経て、日本として

は米国の提案をそのまま受け入れるのではなく、非 IP テレビ（ケーブルテレビ）と IPTV の両方

を意識して、STB アーキテクチャ勧告は、①トランスポートに依存しないコア部分と、トランス

ポートに依存する②ケーブルテレビ対応と③IPTV 対応の 3 勧告構成とする方針を国内委員会で決

定した。この日本提案を米国と事前に協議するため、平成１７年８月のラポータ会合直前に、日米

二国間の会合を開催し、米国側はこの日本提案を受け入れた。ラポータ会合では、具体的な勧告案

作成作業に着手し、その後、平成１７年１０月の SG 9 会合、平成１８年５月の電話会議、平成１

８年８月のラポータ会合を経て、勧告案を完成させるに至り、最終的に平成１８年１０月の東京会

合で、J.290、J.291、J.292 として AAP コンセント承認され、３勧告を成立させた。 

 

ウ 今後の審議予定 

平成１９年２月に開催された SG9 合同ラポータ会合では、国内委員会での集約に従い、次の課

題として、STB の詳細仕様勧告の作成を開始する旨提案し、了承された。平成１９年６月開催が

計画されている SG９会合で具体的審議が進められ、今会期中に勧告化を実現する予定としている。 



ケーブル網・番組伝送委員会 重要検討項目の審議概要 ～次世代STBアーキテクチャJ.290シリーズ～

昨年10月のSG 9東京会合で、次世代STBアーキテクチャ勧告J.290/J.291/J.292の勧告化が完了した。

概要説明

IP

DSLAM

OLT

Edge QAM

M-CMTS

 

 
Video ケーブル網

光アクセス

メタリック

IP CDN

DSL
modem

ONU HGW

HGW
IP
ホームネットワーク

IP
ホームネットワーク

IP STB
（J.290
+J.292）

IP STB
（J.290
+J.292）

ケーブルSTB （J.290+J.291）ケーブルSTB （J.290+J.291）CM HGW
IP
ホームネットワーク同軸

ホーム
ネットワーク

 

 

 

VODサーバ

ローカル番組

再送信

IP STB
（J.290
+J.292）

IP STB
（J.290
+J.292）

J.290 （コモンコア） J.291 （ケーブル仕様） J.292 （IP仕様）

画像コーデック H.264/MPEG-2/VC-1(op) J.290に従う J.290に従う

CAS，ミドルウエア D-CAS, J.200シリーズ J.290に従う J.290に従う

データ放送の伝送 TSカルーセル/HTTP TSカルーセル TSカルーセル/HTTP

バイナリデータ（Webデータ） HTTP HTTP/DOCSIS HTTP/汎用IP

アクセスQoS CDNのポリシが継承されること QAM周波数多重によるQoS確保 QoS優先度のブリッジング

その他 出力ドメインの規定 同軸ホームネットワーク規定 チャネルスイッチポイントの記述



 

別紙８－２ 

次世代ネットワーク（ＮＧＮ）の標準化関連 

 
（１）概 要 

次世代のオールＩＰ型ネットワークである次世代ネットワーク（ＮＧＮ）の検討について

は、ＳＧ１３を中心とし、ＮＧＮに関連するＳＧ１１及びＳＧ１９が、ＳＧレベル、ＷＰレ

ベル又は課題レベルの会合を同時期同場所で合同開催するＮＧＮ－ＧＳＩ（NGN Global 

Standards Initiative）体制により検討が進められており、電話やデータ通信などをサービス対

象とするリリース１の主要勧告が合意されたところである。 

 
（２）審議状況 

平成１８年 1 月にＮＧＮ－ＧＳＩ活動が開始されて以降、これまで５回のＮＧＮ－ＧＳＩ

会合が開催され、ＮＧＮリリース１の勧告化作業が進められた。平成１８年５月には日本（神

戸）で第２回会合が開催され、日本から多くの寄書を提出するなどして検討が加速化された。 

平成１８年７月のＳＧ１３会合（第３回ＮＧＮ-ＧＳＩ会合）では、ＮＧＮリリース１のス

コープ（標準化対象範囲）、要求条件、アーキテクチャ、セキュリティ要求条件、移行シナリ

オ等の１２件の主要文書について合意された。このうち要求条件及びセキュリティ要求条件

の２件は郵便投票（ＴＡＰ）が適用されている。また、平成１８年１１月のＳＧ１３ＷＰ会

合（第４回ＮＧＮ-ＧＳＩ会合）において、６件のＮＧＮ勧告が合意された。 

リリース１の主要な勧告化作業はＳＧ１１でのプロトコルに移るとともに、ストリーミン

グサービスなどを対象とするリリース２の勧告化が開始されている。 

 
（３）今後の審議予定 

ＮＧＮの性能測定のための管理要求条件などリリース１の残りの勧告が平成１９年４月の

ＳＧ１３会合（第６回ＮＧＮ-ＧＳＩ会合）で合意される予定になっているほか、リリース２

の検討が本格化される見込みである。 

 

NGN R1のセキュリティ要求条件Y.2701

リソース/受付制御機能Y.2111

セッションボーダ制御Y.2012のサプリメント1

NGNでの3GPP IMSの位置づけY.2021

汎用機能アーキテクチャY.2012

NGNリリース１要求条件Y.2201

NGNリリース1スコープY.2000群のサプリメント1

タイトル勧告番号

NGN R1のセキュリティ要求条件Y.2701

リソース/受付制御機能Y.2111

セッションボーダ制御Y.2012のサプリメント1

NGNでの3GPP IMSの位置づけY.2021

汎用機能アーキテクチャY.2012

NGNリリース１要求条件Y.2201

NGNリリース1スコープY.2000群のサプリメント1

タイトル勧告番号

手続きが完了した主なNGN勧告

 



次世代ネットワーク委員会 重要検討項目の審議概要 ～次世代ネットワーク（ＮＧＮ）の標準化～

次世代ネットワーク（NGN）の標準化については、リリース１の主要文書の多くが勧告化され、

リリース２の検討に移っている状況にある。

NGNNGNリリース１の勧告化リリース１の勧告化

SG13会合（2006年7月）においてNGNリ
リース１の主要文書１２件（スコープ、要
求条件、アーキテクチャ、セキュリティ要
求条件、移行シナリオ等）に合意

SG13WP会合（2006年11月）において６
件のNGN勧告に合意

NGNNGN標準化の状況標準化の状況

NGNに関するプロトコルの検討が本格化
しているとともに、リリース２の課題が抽
出され、検討が開始されたところ。

勧告番号 タイトル

Y.2000群のサプリメント1 NGNリリース1スコープ

Y.2201 NGNリリース１要求条件

Y.2012 汎用機能アーキテクチャ

Y.2021 NGNでの3GPP IMSの位置づけ

Y.2012のサプリメント1 セッションボーダ制御

Y.2111 リソース/受付制御機能

Y.2701 NGN R1のセキュリティ要求条件

手続きが完了した主なNGN勧告

リリース１のサービス範囲

リリース２のサービス範囲

リアルタイム音声会話
PSTN/ISDNエミュレーション
PSTN/ISDNシミュレーション
データサービス
ＶＰＮサービス など

課題：フルモビリティ
ＩＰＴＶ
高速無線アクセス
ネットワーク管理

など



別紙８－３ 

 

ＶＤＳＬ２の標準化（ＳＧ１５） 

 

 

（１）概 要 

G.993.2 (VDSL2) は、ADSL の長延化技術と VDSL の高速化技術とを融合し、さらに 30MHz

までの帯域拡張や「同期安定性向上」「雑音耐力向上」といった機能の充実を図った DSL 方式

である。 

VDSL2はこれまでのADSLとVDSL双方にとって後継版と言えるものであり、ADSLやVDSL

との互換性はないものの、ADSL と VDSL 双方のベンダにとって参入しやすい仕様となってい

る。またコマンドによる機能の調整を追加したことにより、キャリアにとってもサービスの要

求条件に応じて各種機能を組み合わせることが可能となっている。 

 

（２）審議状況 

平成１８年２月に開催されたＳＧ１５会合において、従来のVDSLにADSL2で採用された長

延化技術を適用し、利用帯域を最大30MHzにまで拡張したVDSL2勧告（G.993.2）初版が勧告

化合意された。 

平成１８年１１月のＳＧ１５会合においてコンセントされたG.993.2の機能拡張版 

(Amendment1)では、安定した映像配信サービスの提供が可能となるよう、同期安定性や雑音耐

力に対応する仕様が追加され、光サービスと同等の性能が得られるようになった。 

これまでのVDSLは主に、光ファイバーケーブルを構内に新たに敷設することが困難なビルに

光サービスを提供する目的で使用されてきており、初版では、このようなビル内（構内）に設

置するVDSL2の仕様を中心として記述されていた。拡張版ではADSLと同様に局設置や遠隔局

設置に対応できる仕様が追加されており、独立した個々のユーザーが同じケーブルに収容され

る場合でも他の DSL回線への影響を軽減しつつサービスを提供できるようになっている。 

特に遠隔局設置については、遠隔局までは光ファイバーを敷設してそこからユーザー宅（ビ

ルではなく一般住宅）までメタリックケーブルを介して光サービスを提供するFTTCの形態が想

定されており、光ファイバー敷設が困難なユーザー宅への光サービス提供が現在よりも容易に

なることから、VDSL2が光サービスの広範囲な普及に貢献することが期待されている。 

 

（３）今後の審議予定 

平成１９年６月に開催されるＳＧ１５会合では、更に安定かつ高速なサービス提供（主に映

像配信）を実現するためのAmendment 2の作成が予定されている。 

 



通信事業者局舎

宅内装置

遠隔局

局内装置

光ファイバ

メタル線
（VDSL2）光ファイバ

メタル線
（VDSL）

多重化装置
メタル線（ADSL）

長延化技術

高速化技術

局内装置 宅内装置

伝達網・品質委員会 重要検討項目の審議概要 ～ VDSL2適用範囲の拡張～

SG15では、ADSLの長延化技術とVDSLの高速化技術とを融合したDSL方式であるG.993.2(VDSL2)を承

認するとともに、「同期安定性向上」「雑音耐力向上」などの機能拡充も図っている。これにより、光ファイバ
によるサービスの適用範囲の拡大が期待されている。

集合住宅
等



 

 

 
別紙８－４ 

 

セキュリティマネジメント（ＳＧ１７） 

 

（１）概 要 

ＳＧ１７の課題７では、前会期に勧告化した X.1051（通信事業者用の情報セキュリティマネ

ジメントシステム要求事項(ISMS-T)）の改訂作業を行っている。平成１７年６月に改訂発行さ

れた ISO/IEC17799（「情報セキュリティマネジメントの実践のための規範」、平成１９年４月

から ISO/IEC27002 へ改番予定）と同期をとるとともに、情報セキュリティマネジメントに関

する電気通信事業者に特有の事項をより一層充実させるべく審議が継続されている。また、

X.1051 をサポートするガイドラインとして、電気通信事業者用のインシデントマネジメント・

リスクマネジメントに関する勧告の策定を進めている。 
 
（２）審議状況 
  前会期に勧告化された X.1051（通信事業者のためのＩＳＭＳ（情報セキュリティマネジメン

トシステム要求事項）：ISMS-T）の内容のアップデートと拡充を目的とした改訂を行うため、

第 1 回から第 2 回 SG17 会合にてその方向性や位置付けについて検討を行い、「要求事項」か

ら「ガイドライン」へと位置付けを変更することが決定された。 
平成１８年１月の WP2 会合にて総務省主管セキュリティ TF において策定を進めてきた「電

気通信事業における情報セキュリティマネジメント指針」を英訳してベースラインドキュメ

ントとして入力、続く第 3 回 SG 会合において当該指針に対するパブコメ結果を取り纏めた

修正提案を行い、初版ドラフトとして承認された。 
平成１８年９月のラポータ会合において、ドラフトの再修正を行うとともに、新規策定予定

のインシデントマネジメント・リスクマネジメントに関する勧告内容について、各エディタ

から提案されたテキストをベースラインとすることで合意された。 
第 4 回会合では、「重要インフラの情報セキュリティ対策に係る行動計画（平成１７年１２月

情報セキュリティ政策会議決定）」に沿って、電気通信事業における情報セキュリティ対策協

議会において検討を進めてきた「電気通信分野における情報セキュリティ確保に係る安全基

準（平成１８年９月末に公表）」をベースとして、本「安全基準」の内容の一部を X.1051 改

版の付属書とすることを日本寄書として提案し、日本の意見を取り込むことが基本的に合意

された。尚、本合意文書に基づく勧告草案 X.1051 改版は、ISO/IEC JTC1/SC27 との共同規

格化の手続きを踏むため、ISO/IEC JTC1/SC27 における新規課題(NP)のたたき台として採用

された。 
 

（３）今後の審議予定 
  X.1051 改訂版については、平成１８年６月のラポータ会合でも引き続き検討を行い、第 5 回

会合（平成１９年９月）での勧告化合意（Consent）を目指す。また、インシデントハンド

リングおよびリスクマネジメントに関する勧告については、第 6 回会合（平成２０年４月）

での勧告化合意を目指す。 
 



ISO/IEC 27001
一般的なISMSの要求事項

ISO/IEC 27001
一般的なISMSの要求事項

ISO/IECISO/IEC
JTC1/SC27JTC1/SC27

ITUITU--TT
Q.7/SG17Q.7/SG17

ISO/IEC 27031ISO/IEC 27031

ISO/IEC 27002
情報セキュリティマネジメント
実践のための規範

ISO/IEC 27002
情報セキュリティマネジメント
実践のための規範

ISO/IEC 27005ISO/IEC 27005

ISO/IEC TR 18044ISO/IEC TR 18044

ＳＧ１7第3回会合（平成18年4月）
総務省のタスクフォースで検討した「電気通信事業における情報セ
キュリティマネジメント指針」の内容を日本寄書として提出。当該内
容に基づき、勧告草案X.1051改版の初版ドラフト完成。
リスク管理ガイドライン、及びインシデント対応ガイドラインに関する
ドラフティング作業に着手。

ＳＧ１7第3回会合（平成18年4月）
総務省のタスクフォースで検討した「電気通信事業における情報セ
キュリティマネジメント指針」の内容を日本寄書として提出。当該内
容に基づき、勧告草案X.1051改版の初版ドラフト完成。
リスク管理ガイドライン、及びインシデント対応ガイドラインに関する
ドラフティング作業に着手。

ＳＧ17第1回から第2回会合（平成17年3月～9月）
X.1051：2002をISO/IEC17799（Ｈ１９年４月から27002に採番）をベー
スにしてガイドライン化し、改版するよう方針変更。

ＳＧ17第1回から第2回会合（平成17年3月～9月）
X.1051：2002をISO/IEC17799（Ｈ１９年４月から27002に採番）をベー
スにしてガイドライン化し、改版するよう方針変更。

ＳＧ１7第6回会合（平成20年4月）
電気通信事業者のためのリスク管理およびインシデント対応に関す
るガイドラインのコンセントを予定

ＳＧ１7第6回会合（平成20年4月）
電気通信事業者のためのリスク管理およびインシデント対応に関す
るガイドラインのコンセントを予定

セキュリティ・言語委員会 重要検討項目の審議概要 ～電気通信事業者のための情報セキュリティマネジメント～

重要インフラの一つである電気通信事業分野においては、近年、情報セキュリティの確保が強く求められている。ＳＧ１７課題7では、電気通信事
業者のための利活用を目指した「情報セキュリティマネジメントガイドライン」、「リスク管理ガイドライン」、及び「インシデント対応ガイドライン」の勧
告化を推進している。特に、規範となる 「情報セキュリティマネジメントガイドライン（勧告草案X.1051改版）」 はほぼ日本提案によって規格原案化
されており、これら勧告化作業は、 ISO/IEC JTC1/SC27と連携して進めているものである。

X.1051 改版X.1051 改版

電気通信事業者用
リスク管理
ガイドライン

電気通信事業者用
リスク管理
ガイドライン

電気通信事業者用
インシデント対応

ガイドライン

電気通信事業者用
インシデント対応

ガイドライン

「テレコムのための情報セキュリティマネジメント
ガイドライン」として共同発行を予定

ＳＧ１7第5回会合（平成19年9月）
改訂版X.1051のコンセントを予定。

ＳＧ１7第5回会合（平成19年9月）
改訂版X.1051のコンセントを予定。 連

携

連
携

SG１７第4回会合（平成18年12月）
勧告草案X.1051改版の内容充実を図るため、「電気通信事業にお
ける情報セキュリティ確保に係る安全基準」の一部内容を付属書と
することを日本寄書として提案し、採用決定。 ISOとの共同発行文
書とする方向で調整中。

SG１７第4回会合（平成18年12月）
勧告草案X.1051改版の内容充実を図るため、「電気通信事業にお
ける情報セキュリティ確保に係る安全基準」の一部内容を付属書と
することを日本寄書として提案し、採用決定。 ISOとの共同発行文
書とする方向で調整中。

ISMS



 

別紙８－５ 

ＷＴＳＡ－０８に向けたＳＧ再編の審議（ＴＳＡＧ） 

 

（１）概要 

平成２０年１０月にジュネーブで開催予定の世界電気通信標準化総会（ＷＴＳＡ－０８）

に向けての議論がＴＳＡＧ会合において開始されている。具体的にはＳＧ再編の議論、現行

の手続き関係勧告の見直し、勧告の利便性向上のための議論、予算削減への対応策、情報格

差解消に向けての対応策などの議論が始められている。 

 

（２）審議状況 

  ＷＴＳＡ－０８に向けての議論のうち、ＳＧ再編の議論については、第４回ＴＳＡＧ会合

（平成１９年２月）において、仏が複数のＳＧに跨る横断的課題に対応するためのフォーカス

グループの設立を提案、英がコスト削減のためのＳＧ再編を提案した。日本からは、ＳＧ再編

の原則となる得る基本的な考え方を提案した。具体的には、既存のネットワークが NGN へ発

展することを考慮し、NGN の以下の特性が新 SG 構成を考える上での要求条件として考えら

れることを提案した。 
• 異なる物理的伝送手段の上の IP 転送機能が多くのサービス・アプリケーションに

より共用される。 
FMC TV (including IPTV) Networked ID  

IP based transport function 

Metal Optical fibers Wireless  

• NGN において FMC が実現される 
• 通信と放送の融合が行われる（例、IPTV） 
• 品質、セキュリティ、管理などエンド・エンドで考慮・保証するべき事項がある 
• エンド･システム、ホームネットワーク、アドホックネットワークなど NGN に接続

されるものがある。 
また、ＷＴＳＡ－０８後のＳＧ構成に関する考慮として、フォーカスグループ(FG)、ジョ

イント・コーディネーション・アクティビティ(JCA)等の、他グループの必要性を最小化す

ることや、厳しい財政状況を考慮して、SG 数を現行より少なくすることを提案した。さら

に、緊急のニーズを満たすため、TSAG において SG を設立することや、議長、副議長を透

明性の高い手続き（基本的に WTSA におけるものと同じ手続き）により選任することを提

案した。 
   

（３）今後の審議予定 

   第４回ＴＳＡＧ会合での議論の結果、さらなる議論が必要との認識で一致し、ＴＳＡＧ Ｗ

Ｐ２議長（日本）をとりまとめ役としたコレスポンデンス・グループを設置し、第５回ＴＳ

ＡＧ会合（平成１９年１２月開催予定）までの間、検討を進めることとなった。この結果が

第５回ＴＳＡＧ会合で議論され、ＷＴＳＡ－０８（平成２０年１０月）までの間に検討が進

められる予定。 

 

 

 



作業計画委員会 重要検討項目の審議概要～ＷＴＳＡ－０８に向けての検討項目～

主な検討項目 問題の背景と論点 第4回ＴＳＡＧ会合での審議状況

ＳＧ再編 ＳＧ横断的な検討が必要な課題が増加していること、早期標準化のた
めにはより柔軟かつ即応可能な作業方法が求められていること等から、
ＩＴＵ－Ｔでの検討体制及び作業方法の双方についての見直しが必要と
なり、次期研究会期に向けてＳＧ体制を検討。

日本からはＮＧＮ発展を前提として、エンド・エンドのサービスやQoSに
適用可能なレイヤを垂直統合したグループと、サービス共通のシステム
に適用可能なレイヤを水平統合したグループを意識した、ＳＧ再編を検
討するに当たっての基本的な考え方を提案した。

ＴＳＡＧＷＰ２議長である岡村氏をとりまとめ役としたコレスポ

ンデンス・グループが設置され、検討を進めることとなった。

勧告見直し 来会期にむけて、決議の見直しの必要性がある。勧告等策定に係る作
業の効率化及び透明性の確保を目指す必要がある。

現行規定の不備を補完する修正を日本寄書により提案。

勧告承認手続きの選択の変更手続きについての日本提案を
受け、ＷＴＳＡ－０８での決議の修正に向けてコレスポンデン
ス・グループにより検討することとなった。

勧告の無料ダウン
ロードのトライアル

理事会決議５４２に基づき、平成１９年１月～９月まで、勧告の無料ダウ
ンロードのトライアルを実施中。

出版物収入の減少等、財政上の懸念がある一方、ＩＴＵ－Ｔからの情報
発信、活動の拡大の観点から有用である。

勧告の無料ダウンロードの実施状況が紹介された。

議論の結果、ＴＳＢ局長経由でＩＴＵ理事会に対し、勧告の無料
ダウンロードの恒久化を提言することとなった。

勧告の利便性向上 ＩＴＵの作業の効率化をめざし、電子的作業の促進が検討されている。

勧告文書に対してXML等の文書構造メカニズムを適用し利便性の向

上を図ることを日本寄書により提案。

勧告文書に対してXML等の文書構造メカニズムを適用し利

便性の向上を図ることについて日本提案に基づき、検討に着
手することとなった。

予算 平成１８年１１月に開催された全権委員会議（ＰＰ）における決定で、ＩＴＵ
－Ｔの予算が削減されることが決まっている。

ＳＧ再構成や会合開催方法の改善により期待される予算削減効果につ
いて、ＴＳＢ事務局が基礎的資料を用意するように英が提案し、日本は
これを支持。

ＳＧ再構成や会合開催方法の改善により期待される予算削減
効果について、ＴＳＢが基礎資料を用意し、さらに検討を継続
することとなった。

情報格差 ＩＴＵ－Ｔにおいても標準化格差の解消という課題が改めて共有されるこ
とを目指す。

ＷＴＳＡ－０８に向けた議論を開始するよう呼びかける寄書を日本から
提出。

会合において日本の提案は多くの支持を集め、リエゾン文書
をＴＤＡＧ（電気通信開発アドバイザリーグループ）に送付して、
途上国側の具体的な要望を把握するためＩＴＵ－Ｄからのアド
バイスを要請することとなった。



別紙８－６ 

ネットワーク型電子タグ（Ｎ-ＩＤ）の標準化（ＳＧ１６等） 

（１）概 要 
ネットワーク型電子タグ（Ｎ-ＩＤ）は、ビジネスの効率化、生活の利便性向上、さらには

社会インフラの高度化といった、ユビキタスネットワーク社会の実現に向け重要な役割を果

たすものと期待されている。ＩＴＵ－Ｔにおいて、Ｎ-ＩＤは今後のユビキタスネットワーク

の重要な技術として認識され、ＳＧ１１、ＳＧ１３、ＳＧ１６、ＳＧ１７等関連ＳＧの連携

を図りながら、幅広い分野からの検討を本格化している。 

（２）審議状況 
Ｎ-ＩＤについては、まず日本及び韓国からの働きかけにより平成１７年３月にＴＳＡＧ会

合にコレスポンデンスグループが設置され、検討が開始された。 

同グループでの検討により、Ｎ-ＩＤの標準化が多岐に亘ることが認識され、平成１８年７

月のＴＳＡＧ会合においてＩＴＵ－Ｔ内の関連ＳＧや他の標準化機関との間で調整を行う体

制となるＪＣＡ（Joint Coordination Activity）を設置することが決定され、ＳＧ１６がその中

心となることになった。 

平成１８年９月に開催された第１回ＪＣＡ-ＮＩＤ会合では、Ｎ-ＩＤとネットワークの関

連を示す一般モデルやＮ-ＩＤに関する要件などについて関連ＳＧにリエゾンを出すなど調

整が開始された。 

平成１８年１１月に開催されたＳＧ１６会合においては、ＳＧ１６の検討範囲をマルチメ

ディア情報流通サービスで扱うＩＤと定めるとともに今後の作業計画（ロードマップ）が作

成された。 

（３）今後の審議予定 
ＳＧ１３やＳＧ１７等関連ＳＧとの調整をＪＣＡ－ＮＩＤで行いつつ、ＳＧ１６では図の

ように勧告化を計画している。 

 

ＳＧ１６における勧告化ロードマップ

IDコード

ID解決プロトコル

2006 2007 2008

4月7月

コンポーネント

11月

アーキテクチャ

サービス記述
及び要求条件

 



N-ID合同ＷＧ 重要検討項目の審議概要 ～ネットワーク型電子タグ（Ｎ-ＩＤ）の標準化～

ITUでは、今後のユビキタスネットワークの重要な技術としてN-IDを認識し、SG16をはじめとする

関連するＳＧが調整しながら標準化を進めるようにＪＣＡ（共同調整活動）体制を整備。

SG16では、SG16における検討範囲（スコープ）が明確にされるとともに、作業計画（ロードマップ）

が作成された。

Ｆシリーズ勧告

Ｈシリーズ勧告

検討範囲：Ｎ-ＩＤから誘因されるマルチメディア情報やアプリケーション等の流通サービス

ＳＧ１６における勧告化ロードマップ

IDコード

ID解決プロトコル

2006 2007 2008

8月7月

コンポーネント

11月

アーキテクチャ

サービス記述
及び要求条件



ＩＰＴＶ合同ＷＧ 重要検討項目の審議概要 ～FG-IPTVの活動状況～

［ITU-T 060404コンサル会議資料(iptv033e: DVB) 修正］

WG 検討対象 検討状況

WG1 アーキテクチャと要求条件 用語の定義を含め整理中

WG2 QoSとパフォーマンス QoSとQoEの関係を明確化

WG3 サービスセキュリティとコンテンツ保護 セキュリティに関する要求条件等を検討中

WG4 IPTVネットワーク制御 ネットワーク制御の観点からの要求条件を検討中

WG5 エンドシステムとインターオペラビリティ エンド端末とホームネットワークとの連携等について検討中

WG6 ミドルウェア、AP、コンテンツプラットフォーム メタデータ、コーデック等を検討中

Contribution 
Network

Distribution 
Network

Access 
Networks

Home 
Network

Studio
Studio

Mobile
Studio Fixed

Studio

Final
Studio

Primary
Head

End Secondary
Head Ends

Home Gateway

STB

IP IP

IP

IP
Backbone

STB

STB
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FG-IPTVITU-R, ITU-T SG9等 JCA-HN他、民間フォーラム等

１． FG-IPTVの検討範囲

２． FG-IPTVでの検討状況



 
 
 
 
 
 
 
 

２ ＩＴＵ－Ｔ部会各委員会活動状況報告 



 

 

 

サービス・ネットワーク運用委員会の活動状況報告 

 

１ サービス・ネットワーク運用委員会の活動状況 

(1)  はじめに 

サービス・ネットワーク運用委員会は、ＳＧ２（サービス提供、ネットワーク及び性能の

運用側面）を担当している。 

 

(2) 会合の開催状況 

サービス・ネットワーク運用委員会は、平成１８年１月以降、次のとおり４回の会合を開

催した。 

 

・第１６回会合  平成１８年１月２４日

第２回ＳＧ２全体会合（平成１７年１２月６日～１２月１５日）についての結果報告

が行われた。ＴＳＢ回章４３（新規勧告案 E.910 に係る郵便投票）について、国際化ト

ップレベルドメインに関する記述８．２項の削除または適切な修正を求めるため、我が

国から提出した遅延寄書に関し、その内容が反映された上で勧告が承認されたことが情

報提供された。 

・第１７回会合  平成１８年４月１１日

第３回ＳＧ２全体会合（平成１８年５月３日～５月１１日）への対処方針案について

の検討が行われた。ＴＳＢ回章６５（新規勧告案 E.156、改訂勧告案 E.118、E.152、

E.164.1 に係る郵便投票）について、全て支持として対処することとなった。 

・第１８回会合  平成１８年６月２日 

第３回ＳＧ２全体会合についての結果報告が行われた。郵便投票（ＴＳＢ回章６５）

にかかる新規勧告案１件、改訂勧告案３件が承認されたことが情報提供された。子供ヘ

ルプラインへの短桁番号の割り当ての可能性に関するアンケートと番号ポータビリテ

ィに関するアンケートが主管庁に対して行われる旨の照会があった。 

・第１９回会合  平成１９年１月１０日 

第４回ＳＧ２全体会合（平成１９年１月３０日～２月８日）への対処方針案について

の検討が行われた。ＴＳＢ回章１０８（新規勧告案 E.107、E.802、改訂勧告案

E.212-AnnexesB,C and D に係る郵便投票）について、全て支持として対処することと

なった。 

 

２ ＳＧ２会合の状況 

(1)  はじめに 

ＳＧ２は、サービス提供、ネットワーク及び性能の運用側面に関する課題を研究対象とし、

検討を行っている。 

 



 

ＳＧ２には、現在７つの課題が設定され、これらの関連課題を総合的に審議するため、２

つのＷＰが設置されている。ＳＧ２における検討体制を図１－１に示す。 

 

(2)  会合の開催状況 

・第３回全体会合  平成１８年５月３日～５月１１日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：３３か国、９８名（うち日本から３名）  

・第４回全体会合  平成１９年１月３０日～２月８日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：３７か国、１０７名（うち日本から４名）   

 

(3)  検討状況 

    平成１８年１月から平成１９年２月までに、承認された勧告は表１－１に示すとおり、新

規５件、改訂３件となっている。 

    なお、重点項目ごとの検討状況は次のとおりである。 

 

ア 番号の越境利用について 

第２回会合ではＩＭＳＩや国番号等が越境利用されている事例に関して、ＩＭＳＩを

他国で利用する場合の原則を勧告 E.212（移動端末および移動ユーザの国際識別子計画）

に追記するためのオプション案について検討が行われ、越境利用について妥協案を探る

こととし、関係国以外からも寄書を募ることとなった。また、各国の実態を把握するた

め、回章によりアンケートを行うこととなった。 

第３回会合では、ＩＭＳＩの越境利用の事例に関するアンケート結果が照会されたが、

審議に進展はなく、次回会合に向けてコレスポンデンスグループで作業を継続すること

が確認された。 

 

イ 子供ヘルプラインの番号について 

第３回会合において、CHI（Child Helpline International、103 ヶ国に広がる電話による

子供ヘルプラインの国際ネットワーク）からの要望で、全世界共通の 3～4 桁の着信無料

番号の割当について審議が行われることなった（本件は WSIS で CHI と ITU が検討を進

めることについて覚書を結んでいるもの）。各国における子供ヘルプライン実態および 3

～6 桁での着信無料提供の可能性を回章で調査し、その結果をベースに第４回会合で対

応を審議することとされた。 

 

ウ ＥＮＵＭ関連 

第３回会合において、インフラストラクチャーＥＮＵＭ（キャリアＥＮＵＭ）に関し

ての事例の紹介があった。これは事業者間の接続において VoIP ルーティングに用いるこ

とが可能となる仕組みで、第４回会合でも検討を進めることとされた。 

 



 

エ 番号ポータビリティ 

第３回会合において、番号ポータビリティの技術的な方式について E.164（国際公衆

電気通信番号計画）サプリメントを修正する提案がなされ、各国の様々な方式について

含めて修正されるようコレスポンデンスグループで議論をすすめることとされた。あわ

せて、各国の番号ポータビリティの導入状況について回章で調査し、その結果とともに

第４回会合で審議することとされた。 

 

 



 

表１－１ ＳＧ２会合等において承認（削除）された勧告一覧 

   （平成１８年１月～平成１９年２月） 

 

勧告番号 

 

勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 

改訂/ 

削除 

 

備考 

E.910 
(旧 E.int) 

トップレベルドメイン「.int」の登録手続き WP1 

Q.1 

新規 第２回会合 

郵便投票 
E.419 
（旧 E.41KPI） 

ネットワークとサービスの管理のためのビジ

ネス指向の重要な性能指標 
WP2 

Q.5 

新規 AAP 

2006.2.13 
E.861 
（旧 E.41TOC 

metrics） 

運用能力メトリックの定義 WP2 

Q.5 

新規 AAP 

2006.2.13 

E.480 
（旧 E.41SM） 

サービスマネジメント運用要件に関する枠組

み 
WP2 

Q.5 

新規 AAP 

2006.9.6 
E.152 国際フリーフォンサービス WP1 

Q.1 

改訂 第３回会合 

郵便投票 
E.156 
(旧 E.misuse) 

E.164 番号資源の誤用における ITU の対応手

順 
WP1 

Q.1 

新規 第３回会合 

郵便投票 
E.164.1 E.164 番号の確保、割当、再利用に関する基準

および手順 
WP1 

Q.1 

改訂 第３回会合 

郵便投票 

 

 



議　長 ：Ms.Marie-Thérèse Alajouanine(仏)
副議長 ：Ms.Gihane Belhoussain(ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ)

：Mr.Sherif Guinena(ｴｼﾞﾌﾟﾄ)
：Mr.Les Homan(英)
：Mr.Hong-Lim Lee(韓)
：Mr.Mark T. Neibert(米)

ＷＰ１：番号、ネーム、アドレス、ルーチング及びサービスの定義
議　長 ：Mr.Steven D. Lind(米)
副議長 ：Mr.Les Homan(英)

課題１ 電気通信のための番号、ネーム及びアドレス計画の応
用、番号に関するサービス及び運用の側面、サービス

Mr.Gary Richenaker(米)

Mr. P Fouquart(仏）Associate
Mr. Les Homan(英）Associate
Mr. Ken Smith(米）Associate

課題２ 固定網及び移動体網のルーチングと相互接続 （未定）

課題３ Mr. Lutz Groh(独）

Mr. Floris van Nes(蘭）Associate

ＷＰ２：網サービスと評価及びトラヒック工学
議　長 ：Mr.Mark T. Neibert(米)

課題４ 電気通信網のサービス品質の運用側面 Mr.Eric Yam(ｲｽﾗｴﾙ)
Mr. L.S. Cardoso(ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ)　Associate
Mr. Volker Sypli(独)　Associate
Mr. I. S. Lee(韓）Associate

課題５ 網及びサービスの運用 Mr.Milael Ahman(ｽｳｪｰﾃﾞﾝ)
Mr. M. Dadas(仏）Associate
Mr. H. Choi(韓）Associate
Mr. Pansak Arpakajorn(ﾀｲ）Associate
Mr. M. Flory(米）Associate

課題６ 移動体通信のためのトラヒック工学 （未定）

課題７ トラヒック工学 （未定）

ＳＧ２：サービス提供、ネットワーク及び性能の運用側面

国際電気通信を通じた生活向上のためのヒューマン
ファクター関連課題

図１－１　ＳＧ２の構成



 

 

網管理システム・保守委員会の活動状況報告 

 

１ 網管理システム・保守委員会の活動状況 

(1) はじめに 

  網管理システム・保守委員会はＳＧ４（電気通信管理）を担当している。 

 

(2) 会合の開催状況 

網管理システム・保守委員会は、平成１８年１月以降、次のとおり４回の会合を開催した。 

・第１６回会合  平成１８年５月１０日 

第３回ＳＧ４会合への対処について検討を行った。セクターメンバから寄書２件をＳ

Ｇ４会合に提出することになった。 

・第１７回会合  平成１８年７月２５日 

第３回ＳＧ４会合の結果について報告が行われた。ＮＧＮ管理等について質疑応答が

なされた。 

・第１８回会合  平成１９年１月１５日

第４回ＳＧ４会合への対処について検討を行った。セクターメンバから寄書６件をＳ

Ｇ４会合に提出することになった。 

・第１９回会合  平成１９年３月７日

第４回ＳＧ４会合の結果について報告が行われた。測定技術や、中国から多数提出さ

れている寄書について質疑応答がなされた。 

 

２ ＳＧ４会合の状況 

(1) はじめに 

ＳＧ４は、TMNフレームワークを用いた設備およびネットワーク等の管理、保守・運用手

続き及び試験・測定技術について検討を行っている。 

ＳＧ４には、現在、１２の課題が設定され、これらの関連課題を総合的に審議するため３

つのＷＰが設置されている。ＳＧ４における検討体制を図２－１に示す。 

  なお、第３回全体会合で、課題５の課題責任者（ラポータ）として、日本から石部氏が任

命された。 

 

 (2) 会合の開催状況 

・第３回全体会合  平成１８年５月２４日～６月２日 

開催地：北京（中国）  

出席国及び出席者数：１２か国、６４名（うち日本から５名） 

・第４回全体会合  平成１９年２月５日～２月１４日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

 



出席国及び出席者数：１４か国、４６名（うち日本から５名） 

(3) 検討状況 

平成１８年１月から平成１９年２月までに、決議１及び勧告 A.8 の適用により郵便投票又

は代替承認手続き（ＡＡＰ）にて承認された勧告は、表２－１に示すとおり、新規４件、改

訂２件となっている。 

なお、重点項目ごとの検討状況は次のとおりである。  

 

ア 測定技術及び装置に関する検討 

  課題５では通信システム及びその構成部品で使用するジッタ・ワンダ試験、測定の技術及

び装置についての検討が行われている。日本は本課題の課題責任者（ラポータ）を務めてい

る他、毎回寄書を提出する等、積極的に検討に参加している。第４回会合では、日本からの

提案が採用され、O.173(OTN 用ジッタ・ワンダ測定規格)の改訂勧告がコンセントされる等

の成果をあげている。 

 

イ ＮＧＮ管理フォーカスグループ 

  ＮＧＮ管理フォーカスグループでは、各標準化機関が検討しているドキュメント間のオー

バーラップを明確化するための、ＮＧＮ管理仕様ロードマップを作成している。第４回会合

では、２００７年８月を目途に、ＮＧＮ管理仕様ロードマップを完成させるほか、多様な標

準化団体によるＮＧＮ管理関連仕様の整合を精力的に進めることとなった。 

 

ウ 管理インターフェース設計の方法論 

  課題９では管理インターフェース定義のための方法論と基盤的管理情報モデルについての

検討が行われている。第４回会合では、勧告 M.3020（管理インターフェース設計の方法論）

について改訂の検討がなされ、情報定義テンプレートについては３ＧＰＰとの整合性をとる

こととなり、コンセントされた。 

 

 



表２－１ ＳＧ４会合等において承認（削除）された勧告一覧 

（平成１８年１月～平成１９年２月） 

 

勧告番号 

 

勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 

改訂/ 

削除 

 

備考 

O.211 
(O.iptest) 

ＩＰレイヤで試験を実施するための試

験測定器 

WP1 

Q.4 

新規 AAP 

2006.1.13 

M.3060/Y.2401 次世代網管理の原則 WP2 

Q.8 

新規 AAP 

2006.3.22 

M.1400 回線呼称方法 WP1 

Q.2 

改訂 AAP 

2006.7.14 

M.1401 回線呼称のフォーマル化 WP1 

Q.2 

改訂 AAP 

2006.7.14 

M.3342 

(M.gdsrt) 
ＳＬＡテンプレート定義のガイドライ

ン 
WP2 

Q.7 

新規 AAP 

2006.7.14 

M.3343 Ｂ２Ｂ／Ｃ２Ｂインターフェースにおけ

るＮＧＮトラブル管理の要求条件と分析 

WP2 

Q.7 

新規 AAP 

2007.1.13 

 

 



議　長 ：Mr. Dave Sidor(米）
副議長 ：Mr. Baker Baker(ｼﾘｱ)

：Mr. Dmitry Cherkesov（露)
：藤井　伸朗氏(NTT)
：Mr. Qi Feng (中)

課題１ 用語と定義 Mr. Qi Feng（中）

ＷＰ１：回線呼称、性能及び試験装置
議　長 :Mr. Leen Mak(ｵﾗﾝﾀﾞ)

課題２ ネットワークオペレータ間接続における呼称 Mr. Paul Levine（米)

課題３ 性能･故障管理のための伝送網及びサービス運用手順 （不在）

課題４ Mr. Emile Stephan（仏）

課題５ 石部和彦氏（ＣＩＡＪ）

ＷＰ２：テレコミュニケーション管理共通機能
議　長 ：Mr. Geoff Caryer(英)

課題６ 管理の原理及びアーキテクチャ (不在）

課題７ B-B及びC-B管理インタフェースの要求条件 Mr. Ken Smith （米)

課題８ Ms. Leen Mak(ｵﾗﾝﾀﾞ)

課題12 電気通信管理とOAMのプロジェクト Mr. Dmitry Cherkesov（露)

ＷＰ３：テレコミュニケーション管理情報モデルとプロトコル
議　長 ：藤井　伸朗氏(NTT)

課題９ 管理インターフェース方法論と基盤管理情報モデル Mr. Knut Johannessen（ﾉﾙｳｪｰ）

課題10 アプリケーション特化管理情報モデル Mr. Zhili Wang（中）

課題11 管理のためのプロトコルとセキュリティ （不在）

図２－１　ＳＧ４の構成

ＳＧ４：TMN及びネットワーク保守

通信システム及びその構成部品で使用する試験及び
測定のための技術と装置

通信システム及びその構成部品で使用するジッタ･
ワンダ試験、測定の技術及び装置

有線及び無線のための音声、データ、マルチメディア
の融合を含むNGNの管理フレームワーク



 

 
電磁防護・屋外設備委員会の活動状況報告 

 
１ 電磁防護・屋外設備委員会の活動状況 

(1) はじめに 

電磁防護・屋外設備委員会は、ＳＧ５（電磁的環境影響に対する防護）及びＳＧ６（屋外

設備及び関連屋内装置）を担当している。 

 

(2)  委員会の開催状況 

    電磁防護・屋外設備委員会は、平成１８年１月以降、次のとおり３回の委員会を開催した。 

・ 第１８回会合 平成１８年１月２４日 

第３回ＳＧ５全体会合及び第２回ＳＧ６全体会合の結果について報告が行われた。 

・ 第１９回会合 平成１８年７月２７日 

ＳＧ５ワーキングパーティ会合の結果について報告が行われるとともに、第４回ＳＧ

５全体会合及び第３回ＳＧ６全体会合の対処について検討が行われ、併せて、ＩＴＵ－

Ｔ部会開催結果報告が行われた。 

・ 第２０回会合 平成１８年１１月１５日 

第４回ＳＧ５全体会合及び第３回ＳＧ６全体会合の結果について報告が行われた。 

 

２ ＳＧ５の状況 

(1)  はじめに 

ＳＧ５は、「電磁的環境影響に対する防護」を研究対象とし、通信施設の電磁防護に関する

検討を行っている。 

ＳＧ５で扱うＥＭＣ（電磁的両立性）の問題は幅広く、雷防護（試験、対策及びリスクア

セスメント）、電力線誘導（誘導危険電圧等）、エミッション（伝導・放射妨害波）、イミュニ

ティ（電磁波に対する耐力）及び人体安全（電磁暴露、動作電圧等）に及んでいる。 

現在１６の課題が設定されており、これらの関連課題を総合的に審議するため２つのＷＰ

を設置して活動を行っている。ただし、課題１４については、ＷＰではなく全体会合で審議

を行っている。 

   ＳＧ５における検討体制を図３－１に示す。 

 

(2) 会合の開催状況  

・ＳＧ５ワーキングパーティ会合 平成１８年５月２２日～５月２６日 

開催地：大阪（日本） 

出席国及び出席者数：１４か国、３９名（うち日本から１４名） 

・第４回全体会合 平成１８年９月１８日～９月２２日 

    開催地：ジュネーブ（スイス） 

 



    出席国及び出席者数：２１か国、５８名（うち日本から７名） 

 

(3)  検討状況 

平成１８年１月から平成１９年２月までに、勧告Ａ．８の適用により代替承認手続き（Ａ

ＡＰ）にて承認された勧告は、表３－１に示すとおり、新規３件、改訂２件となっている。 

なお、重点項目ごとの検討状況は次のとおりである。 

       

ア 過電圧防護（課題４、５、６、１３） 

    ＳＧ５会合としては、約１７年ぶりに日本におけるＳＧ５ワーキングパーティ会合が大

阪で開催され、それと併せて過電圧試験法に関するテクニカルセッションが開催された。

本テクニカルセッションでは、日本の状況等がＳＧ５関係者に対して広く説明されるとと

もに、各国で異なる配電系・接地系等の状況について多様な国からの参加者との活発な意

見交換が行われた。 

    また、第４回全体会合において新規勧告案 K.mnt (保護対策メンテナンス)が審議され、

ＡＡＰを経て承認された。本勧告は、電力設備の近傍等において通信設備に繰り返し過電

圧が侵入することによる接地・ボンディング・防護素子の劣化に対する防護設備の定期的

検査に関するものである。 

 

イ ＥＭＣ（電磁的両立性）（課題２、７、８、１２関連） 

現在、通信技術の急速な進歩に伴い、無線ＬＡＮや携帯電話、ＲＦＩＤなどの各種無線

装置やＡＤＳＬ、ＶＤＳＬ等の伝送方式が実用化され、また、Ｅｔｈｅｒなどの情報通信

機器の内線設備の利活用が一層進められている。ユビキタス社会を迎えるにあたっては、

これらの新たな方式を狭い空間に多数設置して、かつ相互の干渉を防止しながら通信シス

テムを設置、維持管理していく必要がある。そのため、ＥＭＣに関する測定方法や判断基

準そして、それらの対策手順やガイドラインの勧告化が重要となっている。 

前会期において策定された各種の通信装置の個別のイミュニティ試験方法を定める勧告

K.48 について、本会期おいては、ＡＤＳＬやＶＤＳＬ等の装置に関する試験時の動作条件

と性能判定基準の追加等が審議されるとともに、ＡＤＳＬ等の高速メタル通信のイミュニ

ティ試験及び無線通信機能付き通信機器の分類の追加についても審議され、ＡＡＰを経て

勧告改訂が行われた。 

 

  ウ 電磁波セキュリティ（課題１５関連） 

情報通信に関するセキュリティは、コンピュータウィルスやネットワークを通じたＤｏ

Ｓ攻撃等のアタックへの対応の他に、電磁波によるアタックや意図しない電波の放射によ

る情報漏えいというリスクへの対応が必要となっている。 

第４回全体会合においては、不要電磁波による情報漏えいに関する新規勧告案 K.leakage

の構成が了承されるとともに、日本からの参加者が新たに副課題担当者となって議論が進

められている。 

 



 

３ ＳＧ６の状況 

(1) はじめに 

ＳＧ６は、「屋外設備及び関連屋内装置」を研究対象とし、光ファイバケーブル、メタリッ

クケーブルの設置、接続、終端、損傷防護に関する屋外設備及び関連構造物の建設について

研究を行っている。また、これらの設備の環境への影響（電磁的プロセスを除く）に関して

も検討を行っている。 

現在、９の課題が設定されており、これらの関連課題を総合的に審議するため２つのＷＰ

を設置して活動を行っている。 

ＳＧ６における検討体制を図３－２に示す。 

 

(2)  会合の開催状況 

   ・第３回全体会合 平成１８年９月１９日～９月２２日 

    開催地：ジュネーブ（スイス） 

    出席国及び出席者数：１５か国、１機関、４２名（うち日本から５名） 

 

(3) 検討状況 

平成１８年１月から平成１９年２月までに、勧告 A.8 の適用により代替承認手続き（ＡＡ

Ｐ）にて承認された勧告は、表３－２に示すとおり、新規３件、改訂１件となっている。 

なお、重点項目ごとの検討状況は次のとおりである。 

 

ア 光ファイバケーブル網の保守（課題６関連） 

光サービスの増大に伴い、光ファイバケーブルにかかわる保守や運用の効率化は重要な

課題となっている。今会期においては、保守や運用の一層の効率化のため、光ファイバ網

を保守する際に通信回線に影響を与えずに試験（インサービス試験）を行うための要求条

件等の検討及びハイパワー通信路保守のための安全ガイドライン等の策定を進め    

ている。第３回全体会合においては、日本参加者により、インサービス試験基準に関する

勧告草案 L.omif が提出され、試験波長、試験光遮断フィルタ及び測定器の要求条件等につ

いて審議が行われる等、勧告化に向けた検討において日本参加者が貢献している。 

 

イ 光ファイバケーブルの構造（課題７関連） 

新しい機能や構造を持つ光ファイバケーブルの情報収集及び勧告化と、既存勧告の改訂

を積極的に行っており、前全体会合にて日本参加者より提案された新勧告案 L.scfia （少

心屋内用光ファイバケーブル）が審議され、ＡＡＰを経て勧告化された。 

 

ウ 基盤設備とネットワーク構成品の管理支援システム（課題４関連） 

日本参加者からのＩＤ技術を用いた設備管理支援システムの基本要求条件に関する新規

勧告案とイタリア参加者からの新規勧告案を基に、これら２件の勧告案を組み合わせた新

 



規勧告案 L.idmd（光アクセス網における設備管理支援システムのＩＤタグ要求条件）が

審議され、ＡＡＰを経て勧告化された。 

 

 エ アクセス系光ファイバ網の設計（課題８） 

第２回全体会合において日本参加者より提出した新勧告案 L.ofdistr（アクセス系光ファ

イバ網の配線）が第３回全体会合において継続審議され、ＡＡＰを経て勧告化された。 

 

  オ クロージャ、成端・配線架、屋外設置受動部品（課題９） 

第２回会合にて日本参加者より、光スプリッタの長期信頼性評価に関する情報提供を実

施した。第２回会合での議論に基づき、第３回会合にて日本参加者より、L.37(光スプリ

ッタ（波長無依存））の改訂勧告案を提出し、審議され、ＡＡＰを経て勧告改訂が行われ

た。 

 

 



表３－１ ＳＧ５会合等において承認（削除）された勧告一覧 

（平成１８年１月～平成１９年２月） 

 

勧告番号 

 

勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 

改訂/ 

削除 

 

備考 

K.68 

 (K.w) 
電力系統による通信システムの電磁干渉管理 WP1 

Q.9  

新規 AAP 

2006.2.13 

K.67 

(K.surge) 

雷による通信網とシグナリング網のサージ特

性 

WP1 

Q.5 

新規 AAP 
2006.2.13 

K.12 通信設備保護のためのＧＤＴ（ガス放電管）

特性 

WP1 

Q.13 

改訂 AAP 

2006.2.13 

K.48 

 

個別通信装置のＥＭＣ要求条件 WP2 

Q.12 

改訂 AAP 
2006.９.22 

K.69 

(K.mnt) 

保護対策メンテナンス WP1 

Q.13 

新規 AAP 

2006.10.29 

 

 



表３－２ ＳＧ６会合等において承認（削除）された勧告一覧 

（平成１８年１月～平成１９年２月） 

 

勧告番号 

 

勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 

改訂/ 

削除 

 

備考 

L.67 

(L.scfia) 

少心屋内用光ファイバケーブル WP2 

Q.7  

新規 AAP 

2006.10.29 

L.65 

(L.ofdistr) 

アクセス系光ファイバ網の配線 WP2 

Q.8 

新規 AAP 
2006.12.22 

L.64 

(L.idmd) 

光アクセス網における設備管理支援システム

のＩＤタグ要求条件 

WP1 

Q.4 

新規 AAP 

2007.2.06 

L.37 光スプリッタ（波長無依存） WP2 

Q.9 

改訂 AAP 

2007.2.22 
 

 



ＳＧ５：電磁的環境影響に対する防護
議　長 ：Mr. R. Pomponi(伊)
副議長 ：Mr. A. Zeddam(仏)
副議長 ：Mr. G. Varju(ﾊﾝｶﾞﾘｰ)

課題１４ 用語の定義（全体会合において審議） Mr. M. Maytum(英)

ＷＰ１：被害防止と安全
議　長 ：Mr. A. Zeddam(仏)

課題４ 通信装置の過電圧耐力 Mr. P. Day(ｵｰｽﾄﾗﾘｱ)

課題５ 通信システムの雷防護 Mr. C. F. Barbosa(ﾌﾞﾗｼﾞﾙ)
　

課題６ グローバルな環境における電気通信システムの Mr. L. Zucchelli（伊）
アースとボンディング

課題９ 電気通信網に対する電力及び電鉄からの妨害 Mr. H. G. Ohlin（ｽｳｪｰﾃﾞﾝ）

課題１０ 電気通信設備における電磁問題の解決方法論 馬杉　正男氏(NTT)

課題１１ 電気通信網における安全 Mr. J. Boksiner（米）

課題１３ 防護素子とアセンブリ Mr. G. Ackermann（独）

ＷＰ２：エミッション、イミュニティ及び電磁分野
議　長 ：服部　光男氏(NTT)
副議長 ：Mr. D. CARPENTER（英）

課題１ 電気通信網のコロケーション、アンバンドリング 小林　隆一氏(ＮＴＴ)
及び相互接続

課題２ 広帯域アクセスシステムに関するＥＭＣ Mr. C. Monney(ｽｲｽ)
　

課題３ 移動体通信及び無線システムに関する無線周波の Mr. F. Lewicki(ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ）
電磁環境の分類と健康への影響

課題７ 数学的モデルによるＥＭＣ予測 Mr. D.Carpenter（英）
　 　

課題８ ホームネットワーク 小林　隆一氏(NTT)

課題１２ 既存ＥＭＣ勧告の見直しと改定 Mr. P. Gemma(伊)

課題１５ 電磁環境に関する情報通信装置のセキュリティ 富永　哲欣氏（ＮＴＴ）
関口 秀紀氏（ＮＩＣＴ）

課題１６ 情報社会のＥＭＣ規定 Mr. Li Xiao (中)

図３－１　ＳＧ５の構成



ＳＧ６：屋外設備及び関連屋内装置屋外設備
議　長 ：Mr. F. Montalti(伊)
副議長 ：Mr. C. LAURIA(ブラジル)
副議長 ：Mr. A. TSYM(ロシア)

ＷＰ１：インフラと環境問題
議　長 ：Mr. A. TSYM(ロシア)
副議長 ：Mr. S. METTLER（米国）

課題１ 電気通信設備の環境・安全手順 Mr. R. Arruda(ブラジル)

課題２ 電気通信設備とケーブル装置の建設 Mr. J. L. N. Lozano(スペイン)

課題３ メタル・光網における屋外設備のアンバンドル Mr. C. Lauria（ブラジル）
及び共有に関する技術的見地

課題４ ＮＥ管理のための支援システム Mr. E. Cottino(伊)

ＷＰ２：製品の適用
議　長 ：Mr. A. Reggiani(ブラジル)
副議長 ：Mr. Viktor KATOK（ウクライナ）

課題５ ブロードバンドアクセスにおけるメタルケーブル Mr. Ho-Seok OH(韓)
／網及び光接続機器

課題６ 光ファイバケーブル網の保守 荒木　則幸氏(ＮＴＴ)

課題７ 光ファイバケーブルの構造 冨田　茂氏(ＮＴＴ)

課題８ アクセス系光ファイバ網の設計 保苅　和男氏(ＮＴＴ)

課題９ クロージャ、成端、配線架、屋外設置受動部品 Mr. C Radelet(ベルギー)

図３－２　ＳＧ６の構成



 

 

 

ケーブル網・番組伝送委員会の活動状況報告

 

１ ケーブル網・番組伝送委員会の活動状況

(1) はじめに

ケーブル網・番組伝送委員会は、ＳＧ９（統合型広帯域ケーブルネットワーク及び映像・

音声伝送）を担当している。

 

会合の開催状況(2) 

ケーブル網・番組伝送委員会は、平成１８年１月以降、次のとおり４回の会合を開催した。

・第２２回会合  平成１８年４月２０日

ＩＰＴＶコンサルテーションミーティング（平成１８年４月４日～５日開催）の報告

が行われた。また、国内検討体制を強化すべく各ＷＧに主任代理を１名ずつ増員するこ

とが承認された。 

・第２３回会合  平成１８年８月２日

ＩＰＴＶフォーカスグループ第１回会合（平成１８年７月１０日～１４日開催）の結

果についての報告が行われた。また、各ＷＧの進捗状況の報告が行われた。 
・第２４回会合  平成１８年９月２０日

第３回ＳＧ９全体会合（平成１８年１０月２日～６日開催）に向けた対処方針と提出

する寄与文書について検討を行った。

・第２５回会合  平成１８年１１月２０日

第３回ＳＧ９全体会合（平成１８年１０月２日～６日開催）及びＩＰＴＶフォーカ

スグループ第２回会合（平成１８年１０月１６日～２０日開催）の結果についての報告

が行われた。また、会合の結果を基に今後の国内作業プランについて審議を行った。

 

ワーキング・グループの設置(3) 合同

ケーブル網・番組伝送委員会及び他の関連委員会の下にＩＰＴＶ合同ワーキング・グルー

プ及びホームネットワーク合同ワーキング・グループが設置された。

 

２ ＳＧ９の状況

(1) はじめに

ＳＧ９は、「統合型広帯域ケーブルネットワーク及び映像・音声伝送」に関する課題を研

究対象として検討を行っている。

ＳＧ９の研究対象は、ケーブルテレビ網における映像・音声番組配信からＩＰを用いたサ

ービスや、映像・音声番組の素材伝送等、幅広い標準化作業を行っており、その成果は勧告

Ｊシリーズ（映像及び音声番組その他マルチメディア信号の伝送）、勧告Ｎシリーズ（音声

 



 

P.900シリーズ（会話品質のマルチメディアサービ

スの評価方法）としてまとめられている。なお、無線による放送の標準化を担当するＩＴＵ

－Ｒ ＳＧ６や、ＩＰに関係するＩＴＵ－Ｔ ＳＧ１１、１３、１６等とも互いに連携して

活動を進めている。

ＳＧ９における審議体制を図４－１に示す。

 

会合の開催状況(2) 

   ・第３回全体会合  ２００６年１０月２日～１０月６日 

    開催地：東京（日本） 

    出席国及び出席者数：５カ国、９８名（うち日本から４７名） 

 

検討状況(3) 

平成１８年１月から平成１９年２月までに郵便投票又は代替承認手続き（ＡＡＰ）にて承

認された勧告は、表４－１に示すとおり、新規２１件、改訂１件となっている。

 

IPCablecom ア 

IPCablecom2 に関する勧告案（J.ims シリーズ）及び端末の J.199（端末のバッテリーバ

ックアップ）が合意（コンセント）され、AAP により承認。ただし、J.ims.2,3,4,7 につい

ては、参照の中にインターネット・ドラフトが含まれているため、それらが安定文書化し

てから勧告化手続きを行う予定。 
また、SG13 から NGN 上での IPTV システムの提案があり、その妥当性の評価を依頼さ

れていたが、FG-IPTV 及び SG13 へ SG9 で検討中の IPTV のサービス要求とアーキテクチ

ャに関する勧告草案（J.iptv）を送付した。この J.iptv（J.iptvarch）については、2007 年 2
月 20 日～23 日で開催されたラポータ会合において、FG-IPTV や SG13 でのアーキテクチ

ャ定義活動との重複を避けるために、従来の「IPTV アーキテクチャ」から「二次分配のた

めの IPTV サービス要件及びフレームワーク」（J.iptvfra）に変更された。次回 SG9 会合ま

での間のラポータ会合でさらに検討する予定。 
 

イ ケーブルモデム

ケーブルモデム DOCSIS3.0 関連勧告案（J.dsg、J.dti、J.depi）は勧告タイトルから商標

を削除する等、マイナーな変更を経て合意（コンセント）され、AAP により承認。 
J.83 Annex B（ケーブル分配のためのテレビ音声及びデータサービスのためのデジタル

マルチ番組システムに関する勧告の付録 B）では不要となった技術規定の削除を行うこと

で合意（コンセント）され、AAP により承認。 
 

ウ ネットワーク伝送

日本提案である IP ベース網上の多チャンネル映像信号配信アーキテクチャに関する勧

告 J.282（J.mcvif-arch）、高信頼な IP マルチキャスト映像配信を提供するネットワーク層

経路冗長性を備えた IP ネットワークアーキテクチャに関する勧告 J.283（J.ipresil-ipmulti）、
テレビ番組伝送チェーンにおける運用監視のための要求条件に関する勧告 J.243
（J.moni-tv）は、エディトリアル修正の後、合意（コンセント）され、AAP により承認。 

新たな研究課題として、自由視点映像の伝送方式の研究が開始されることとなった。 

 



 

エ 条件付きアクセスとウェブキャスティング

日本提案であるSIP IPプロトコルによるリアルタイム映像・音声の 伝送方式に関する勧

告案J.rtavは、アクセシビリティ確保のためのリアルタイムテキストもオプションでサポー

トする変更が加えられ合意（コンセント）された。なお、J.rtavはJ.ims4 と同期を取る必要

があるため、J.ims.4 と同時に勧告承認手続きを行う予定。

Q.3 に関しては、より広範に寄書を得られるよう、従来の限定受信に加えて DRM（デジ

タル著作権管理）を含む拡張について、次回会合に向けて議論が進められることとなって

いる。 
 

品質評価 オ 

  受信機からの受信誤り情報を基にした映像の再構築法（J.242）が合意（コンセント）さ

れ、AAP により承認。 
  同期信号なしで受信信号のみから主観品質評価を行う技術骨子の勧告案（J.noref）につ

いては、今後の同勧告の詳細化の道筋を確認し、ケーブルテレビにおける客観映像品質評価

測定の要求条件に関する勧告である J.143 や VQEG における活動との整合性についての確

認を行った。 
  品質評価における較正法（J.cal）については、次回 SG9 会合での勧告化を目指し、継続

審議中。 
  また、客観評価法のフレームワーク（J.bitvqm）として、コーデックやビットレート情

報、パケットロス率等の下位レイヤの品質情報を統合して主観品質を推定する研究が進め

られつつある。 
   
カ API 

として作成されたJ.203（J.ccdvr：勧告案新 デジタルビデオレコーダーのプラットフォ

ームのためのコモンコア）が日本寄書（ARIB作成）の内容を反映し、合意（コンセント）

され、AAPにより承認。

また、今後、DVB-GEM の構造上の欠陥の反映を主眼とする J.202（インタラクティブＴ

Ｖアプリケーションのための手続き型コンテンツフォーマットの調和に関する勧告）の改

訂、ケーブル網上のインタラクティブコンテンツと携帯端末向けのインタラクティブコン

テンツとの連動・調和や上り信号を利用したコンテンツの送信について検討していく予定。 
 

LSDI （ディジタルシネマ伝送）キ

第２回会合で合意（コンセント）され、AAPにて承認されたJ.601（拡張階層LSDIアプ

リケーションの伝送）のNormative ReferenceにITU-R勧告BT.1769（番組制作及び国際間

での番組交換のための拡張階層LSDI画像フォーマットのパラメータに関する勧告）を加え

ることとなった。 
また、KDDI からスケーラブルエンコーダアーキテクチャに関する寄書が入力されたが、

本文書は新しい符号化方式や提案のアーキテクチャに限定するものではないことから、拡

張階層 LSDI のリアルタイム伝送の研究のための 初の文書として扱い、今後、この件に

限らず寄書を募ることとなった。 
 

STB 、ホームネットワークク

次世代のセットトップボックスの３種類のアーキテクチャ勧告（J.290、J.291、J.292）
が合意（コンセント）され、AAP により承認。 

また、ケーブル網とホームネットワークの接続アーキテクチャ勧告 J.190 が勧告成立か

 



 

ら 4 年が過ぎ、改訂の必要があるとの指摘（日本寄書）を受け、今後 J.190 改訂について

寄書を募っていくこととなった。 
 
 

 



 

表４－１ ＳＧ９会合等において承認（削除）された勧告一覧

 

（平成１８年１月～平成１９年２月）

新規
関連

研究

課題

/改

訂

勧告
勧告名

番号 /

削除

備考

J.83 

(1997) 

Amd.1 

ケーブル分配のためのテレビ音声及びデータサービスのため

のデジタルマルチ番組システム 付録 B 
Q.8 改訂 

AAP 
2006.11.29

J.199 ケーブルベースデバイスのためのバッテリーバックアップ Q.9 新規 
AAP 
2006.11.29

J.203 ＤＶＲプラットフォームのための共通コア Q.4,5 新規 
AAP 
2006.11.29

J.210 ケーブルモデム終端システムのためのダウンストリームＲＦイ

ンターフェース 
Q.8 新規 

AAP 
2006.11.29

J.211 ケーブルモデム終端システムのためのタイミングインターフェ

ース 
Q.8 新規 

AAP 
2006.11.29

J.212 モジュラーケーブルモデム終端システムのためのダウンストリ

ーム外部物理インターフェース 
Q.8 新規 

AAP 
2006.11.29

J.213 ＩＰケーブルモデムシステムのための第２層ＶＰＮ Q.8 新規 
AAP 
2006.11.29

J.242 受信側での伝送エラー情報をもとに送信側で受信映像を

再現し品質評価を行う方式
Q.2,14 新規 

AAP 
2006.12.14

J.243 テレビ番組伝送チェーンにおける運用監視のための要求条件 Q.1 新規 
AAP 
2006.11.29

J.282 ＩＰベース網上の多チャンネル映像信号配信アーキテクチャ Q.12 新規 
AAP 
2006.11.29

J.283 高信頼な IP マルチキャスト映像配信を提供するネットワーク層

経路ダイバーシティを備えた IP ネットワークアーキテクチャ 
Q.1,12 新規 

AAP 
2006.11.29

J.290 次世代セットトップボックスのコアアーキテクチャ Q.5,10 新規 
AAP 
2006.11.29

J.291 次世代セットトップボックスのケーブルアーキテクチャ Q.5,10 新規 
AAP 
2006.11.29

J.292 次世代セットトップボックスのメディア非依存アーキテクチャ Q.5,10 新規 
AAP 
2006.11.29

J.360 IP ケーブルコム２ アーキテクチャ構成－主文 Q.9 新規 
AAP 
2006.11.29

J.361 IP ケーブルコム２ コーデックメディア Q.9 新規 
AAP 
2006.11.29

J.362 IP ケーブルコム２ コントロールポイント探索 Q.9 新規 
AAP 
2006.11.29

J.363 IP ケーブルコム２ 課金のためのデータ収集 Q.9 新規 
AAP 
2006.11.29

J.365 IP ケーブルコム２ アプリケーション管理インターフェース Q.9 新規 
AAP 
2006.11.29

J.366.0 IP ケーブルコム２ IMS 規格に対する差分勧告－概要 Q.9 新規 
AAP 
2006.11.29

J.366.8 IP ケーブルコム２ ネットワークドメインセキュリティ仕様 Q.9 新規 
AAP 
2006.11.29

J.366.9 IP ケーブルコム２ 汎用認証アーキテクチャ仕様 Q.9 新規 
AAP 
2006.11.29

 



 

 

 



ＳＧ９：統合型広帯域ケーブルネットワーク及び映像・音声伝送
   議　長：Mr.Richard Green(米)
   副議長：松本　修一氏(KDDI)
   副議長：Mr.Charles Sandbank(英)
   副議長：Mr.Yuriy D. Shavdiya(露)

課題１ デジタルテレビ、音声番組の素材伝送・一次分配・
二次分配

Mr.Yuriy Shavdiya(露)

酒澤　茂之氏(KDDI)

課題２ テレビジョン素材伝送・分配網でのＱｏＳの測定と
制御

Ms.Alina Karwowska-Lamparska
(ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ)
Mr.Andrea Lasagna(伊) Associate

課題３ デジタルケーブルテレビでの視聴制限方法 Mr.Richard Prodan(米)

課題４ ケーブルテレビでの番組インターフェース（ＡＰＩ） Mr.Charles Sandbank(英)

課題５ ケーブルテレビでのＳＴＢの機能要求条件 松本　檀氏(JCL)

課題６ 公衆網等とケーブル網との相互接続の機能特性 Mr.Edward Miller(米)

課題７ ストリームでの番組挿入 松本　修一氏(KDDI)

課題８ ケーブルテレビでのＩＰ／パケットを用いた配信 Mr.Greg White(米)
Mr.Volker Leisse(ﾍﾞﾙｷﾞｰ) Associate

課題９ ケーブルテレビ網でのＩＰ音声・
映像アプリケーション

Mr.Edward Miller(米)

Mr.Jean Francois Mule(米) Associate
Mr.Volker Leisse(ﾍﾞﾙｷﾞｰ) Associate

課題１０ ホームネットワークへのケーブルサービスの拡張 Mr.James Dahl(米)
中村　直義氏(ＮＨＫ) Associate
Mr.Steve Saunders(米) Associate

課題１１ ＩＰネットワークでの音声・テレビ配信の要求条件と
方法（ウェブキャスティング）

宮地　悟史氏(KDDI)

課題１２ 光アクセス系多チャンネル・アナログ／デジタル映像
信号伝送

後藤　良則氏(NTT)

課題１４ マルチメディアサービスの客観的・主観的評価方法 Mr.Arthur Webster(米)
Mr.David Hands(英) Associate
Mr.Chulhee Lee(韓) Associate

課題１５ 大画面ディスプレイ画像の伝送 Mr.Paolo Zaccarian(伊)
Ms.Wendy Aylsworth（米）Associate
松本　修一氏(KDDI) Associate
Mr.Charles Sandbank(英) Associate

図４-１　SG9審議体制





  

 

次世代ネットワーク委員会の活動状況報告 

 

１ 次世代ネットワーク委員会の活動状況 

(1) はじめに 

次世代ネットワーク委員会は、ＳＧ１１（信号要件及びプロトコル）及びＳＧ１３（ＮＧ

Ｎ－アーキテクチャ、展開及び融合）を担当している。 

 

(2) 会合の開催状況 

次世代ネットワーク委員会は、平成１８年１月以降、次のとおり３回の会合を開催した。

（ただし、第６回会合についてＩＴＵ－Ｔ部会に報告を行っていないため、加えて記載する。） 

・第６回会合  平成１７年１２月２１日 

第４回ＳＧ１３全体会合及び第４回ＳＧ１１全体会合の対処方針案及び寄書案につい

て検討が行われた。検討の結果、ＳＧ１１へ４件、ＳＧ１３へ２４件の寄書が提出され

ることとなった。 

・第７回会合  平成１８年３月１６日

第４回ＳＧ１３全体会合及び第４回ＳＧ１１全体会合の結果報告が行われた。ＦＧ-

ＮＧＮ主要文書等に関して、今後の進め方等について議論がなされた。 

・第８回会合  平成１８年６月２９日 

第５回ＳＧ１３全体会合及び第５回ＳＧ１１全体会合の対処方針案及び寄書案につい

て検討が行われた。検討の結果、ＳＧ１１へ５件、ＳＧ１３へ４０件の寄書が提出され

ることとなった。このうち、寄書２件がＳＧ１３へ日本寄書として提出されることが了

承された。 

・第９回会合  平成１８年９月５日 

第５回ＳＧ１３全体会合及び第５回ＳＧ１１全体会合の結果報告が行われた。同会合

で合意されたスコープ、要求条件及びアーキテクチャ等の１２件のＮＧＮリリース１勧

告群について説明があり、今後の課題や進め方等について議論がなされた。 

 

(3) 合同ワーキング・グループの設置 

次世代ネットワーク委員会及び他の関連委員会の下にＮ-ＩＤ合同ワーキング・グループ、

ＩＰＴＶ合同ワーキング・グループ及びホームネットワーク合同ワーキング・グループが

設置された。 

 

２ ＳＧ１１の活動状況 

(1) はじめに 

ＳＧ１１は、「信号要件及びプロトコル」に関する課題を研究対象とし、次世代ネットワー

ク（ＮＧＮ）プロトコル、ベアラ非依存呼制御（ＢＩＣＣ）等について検討を行っている。 

 



ＳＧ１１には、現在８の課題が設定されており、これらの関連課題を総合的に審議するた

め３つのＷＰが設置されている。ＳＧ１１における検討体制を図５－１に示す。 

 

(2) 会合の開催状況 

・第４回全体会合  平成１８年１月２３日～１月２７日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：２１か国、１機関、９３名（うち日本から１７名出席） 

・第５回全体会合  平成１８年７月２４日～７月２８日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：２１か国、８８名（うち日本から１５名出席） 

 

(3) 検討状況 

 平成１８年１月から平成１９年２月までに、郵便投票又は代替承認手続き（ＡＡＰ）にて

承認された勧告は、新規２件、改訂１７件となっている。 

なお、重点項目ごとの検討状況は次のとおりである。 

 

ア 機能アーキテクチャとアプリケーション制御 

課題２の「アプリケーション制御、信号要求、プロトコル」では、第４回会合において、

ＮＧＮユーザプロファイルデータに関する新規勧告を作成することが合意された。第５回

会合においてロケーション情報に関するデータなどの記述が合意され、本年４月に予定さ

れている第６回会合でのコンセントが見込まれている。 

 

イ セッション、ベアラ、リソース制御 

課題３の「セッション制御、信号要求、プロトコル」では、第４回会合において、ＮＧ

Ｎ ＮＮＩシグナリングプロファイル及びＵＮＩシグナリングプロファイルに関する新規

勧告を作成することが合意された。ＮＧＮ ＮＮＩシグナリングプロファイルに関しては

２００６年１０月の中間会合までに内容の完成度が高められ、同１１月のＷＰ２会合でコ

ンセントされた。ＮＧＮ ＵＮＩシグナリングプロファイルに関する勧告草案については

２００８年１月のコンセントを予定している。 

課題４の「ベアラ制御、信号要求、プロトコル」では、ＢＩＣＣ ＩＰ ベアラ制御プ

ロトコルの勧告草案 Q.1970 について、ＢＩＣＣでのＩＰｖ４／ｖ６相互運用を考慮したオ

ルタナティブネットワークアドレスタイプの記述追加など修正を加えた 終版が、第５回

会合においてコンセントされた。 

課題５の「リソース制御、信号要求、プロトコル」では、勧告草案 Q.rcp.1「Ｒｓインタ

ーフェースにおけるリソース制御プロトコル」及び勧告草案 Q.rcp.2「Ｒｐインターフェー

スにおけるリソース制御プロトコル」について、２００６年１１月のＷＰ２会合でコンセ

ントされた。 

 

 



ウ アタッチメント制御、試験及びハンドブック 

課題８の「ＮＧＮのためのプロトコルテスト仕様」では、第５回会合において、ＮＧＮ

におけるテストのモデルと方法に関する「公衆通信網への適用を考慮したＮＧＮ技術手法

試験のための試験手法とモデルネットワーク」が新規勧告 Q.3900 としてコンセントされ

た。 

また、課題７の「ＮＧＮ環境におけるアタッチメントをサポートするシグナリング、制

御要求とプロトコル」では、ネットワークアタッチメントのためのセキュリティ信号方式

が検討されており、第６回会合でのコンセントが予定されている。 

 

３ ＳＧ１３の活動状況 

(1) はじめに 

ＳＧ１３は、「ＮＧＮ－アーキテクチャ、展開及び融合」に関する課題を研究対象とし、４

つのＷＰを設置して検討を行っている。ＳＧ１３における検討体制を図５－２に示す。 

 

(2) 会合の開催状況 

・第４回全体会合  平成１８年１月１６日～１月２７日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：２５か国、１機関、２４０名（うち日本から２１名出席） 

・第５回全体会合  平成１８年７月１７日～７月２８日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：３２か国、１機関、２６１名（うち日本から３５名出席） 

 

(3) 検討状況 

平成１８年１月から平成１９年２月までに、郵便投票又は代替承認手続き（ＡＡＰ）にて

承認された勧告は、新規１９件、改訂１件となっている。 

なお、重点項目ごとの検討状況は次のとおりである。 

 

ア プロジェクト管理（ＷＰ１） 

ＮＧＮリリース１のスコープについては、要求条件文書（Y.2201）など他の勧告文書との

内容の整合を図った上で第４回会合において補助文書（Supplement）として承認された。引

き続きＮＧＮリリース２のスコープの検討が開始されている。 

また、１１月に開催されたＷＰ会合において、ＦＰＢＮ（将来のパケットベースネットワ

ーク）要求条件勧告案 Y.2601 及びＦＰＢＮハイレベルアーキテクチャ勧告案 Y.2611 がコン

セントされている。 

 

イ 機能アーキテクチャとモビリティ（ＷＰ２） 

第４回会合において、機能要求条件及びアーキテクチャを定めた勧告案 Y.2012、ＮＧＮに

おけるＩＭＳ（ＩＰマルチメディア・サブシステム）の位置づけを定めた勧告案 Y.2021、Ｐ

 



ＳＴＮ／ＩＳＤＮ エミュレーションアーキテクチャを定めた勧告案 Y.2031 がコンセントさ

れ、ＡＡＰにより承認された。 

ＮＧＮリリース１のセキュリティ要求条件を規定した勧告 Y.2701 については、日本寄書に

基づき、実装に関わる部分を別文書に移行した上でデターミネーションされた。次回ＳＧ１

３会合で承認される見込みになっている。 

融合サービスの機能要件及びアーキテクチャに関する勧告案 Y.2013 については、１１月の

ＷＰ会合でコンセントされた。 

 

ウ サービス要求条件とシナリオ（ＷＰ３） 

ＮＧＮリリース１の要求条件を定めた勧告案 Y.2201 が第４回会合でデターミネーション

され、次回ＳＧ１３会合で承認される見込みになっている。ＮＧＮリリース２の要求条件の

検討が開始されている。 

また、コールサーバベースのＰＳＴＮ／ＩＳＤＮエミュレーション勧告案 Y.2271 及びＰＳ

ＴＮ／ＩＳＤＮの移行勧告案 Y.2261 がコンセントされ、ＡＡＰにより承認された。 

１１月に開催されたＷＰ会合においては、ＰＳＴＮ／ＩＳＤＮエミュレーションとシミュ

レーションに関する勧告案 Y.2262 のほか２件の勧告案がコンセントされた。 

 

エ ＱｏＳ及びＯＡＭ（ＷＰ４） 

ＮＧＮにおけるリソース／受付制御機能を定めた勧告案Y.2111及び受付制御優先レベルの

規定勧告案 Y.2171 が第４回会合でコンセントされ、ＡＡＰにより承認された。 

また、ＯＡＭに関する勧告として、イーサネットにおけるＯＡＭメカニズムを規定する勧

告案 Y.1731、ＭＰＬＳマネジメント及びＯＡＭフレームワークを規定する勧告案 Y.1714 の

２件の勧告案が、ＡＡＰにより承認された。 

 



表５－１ ＳＧ１１会合等において承認（削除）された勧告一覧 

（平成１８年１月～平成１９年２月） 

勧告番号 勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 

改訂/ 

削除 

備考 

Q.761 Amd.3 ISUP の国際緊急呼支援のための信号方式 
WP2 

Q.3 
改訂 

第３回会合

郵便投票 

Q.762 Amd.3 ISUP の国際緊急呼支援のための信号方式 WP2 

Q.3 
改訂 

第３回会合

郵便投票 

Q.763 Amd.4 ISUPの国際緊急呼支援のための信号方式 WP2 

Q.3 
改訂 

第３回会合

郵便投票 

Q.764 Amd.4 ISUPの国際緊急呼支援のための信号方式 WP2 

Q.3 
改訂 

第３回会合

郵便投票 

Q.1902.1 Amd.2 BICCの国際緊急呼支援のための信号方式 WP2 

Q.3 
改訂 

第３回会合

郵便投票 

Q.1902.2 Amd.3 BICCの国際緊急呼支援のための信号方式 WP2 

Q.3 
改訂 

第３回会合

郵便投票 

Q.1902.3 Amd.3 BICCの国際緊急呼支援のための信号方式 WP2 

Q.3 
改訂 

第３回会合

郵便投票 

Q.1902.4 Amd.3 BICCの国際緊急呼支援のための信号方式 WP2 

Q.3 
改訂 

第３回会合

郵便投票 

Q.2931 Amd.5 DSS2の国際緊急呼支援のための信号方式 WP2 

Q.3 
改訂 

第３回会合

郵便投票 

Q.2630.3 Amd.1 AAL2の国際緊急呼支援のための信号方式 WP2 

Q.3 
改訂 

第３回会合

郵便投票 

Q.1950 Annex G CBCの国際緊急呼支援のための信号方式 WP2 

Q.3 
改訂 

第３回会合

郵便投票 

Q.762 Amd.4 SS7(信号方式No.7)ISDNユーザパートの 

メッセージ及び信号の一般機能 

WP2 

Q.3 
改訂 

AAP 

2006.9.13 

Q.763 Amd.5 SS7(信号方式No.7)ISDNユーザパートの 

フォーマットとコード 

WP2 

Q.3 
改訂 

AAP 

2006.9.13 

Q.764 Amd.5 SS7(信号方式No.7)ISDNユーザパートの 

信号手順 

WP2 

Q.3 
改訂 

AAP 

2006.9.13 

Q.1902.2 Amd.4 BICC CS2(能力セット2)及びSS7(No.7信 

号方式)のISDNユーザパート: メッセージ 

とパラメータの一般機能 

 

WP2 

Q.3 
改訂 

AAP 

2006.9.13 

 



Q.1902.3 Amd.4 BICC CS2(能力セット2)及びSS7(No.7信 

号方式)のISDNユーザパート: フォーマッ 

ト及びコード 

WP2 

Q.3 
改訂 

AAP 

2006.9.13 

Q.1902.4 Amd.4 BICC CS2(能力セット2)及びSS7(No.7信 

号方式)のISDNユーザパート: 基本呼手順 

WP2 

Q.3 
改訂 

AAP 

2006.9.13 

Q.1970 BICC IP ベアラ制御プロトコル WP2 

Q.4 
新規 

AAP 

2006.9.13 

Q.3900 公衆通信網への適用を考慮したＮＧＮ技術

手法試験のための試験手法とモデルネット

ワーク 

WP3 

Q.8 
新規 

AAP 

2006.9.29 

 

 



表５－２ ＳＧ１３会合等において承認（削除）された勧告一覧 

（平成１８年１月～平成１９年２月） 

勧告番号 勧告名 

関連ＷＰ 

関連研究

課題 

新規/ 

改訂/ 

削除 

備考 

Y.1452 IP 網上の音声サービストラッキング 
WP3 

Q.7 
新規 

AAP 

2006.3.1 

Y.1453 TDM 網と IP 網間のインタワーキング WP3 

Q.7 
新規 

AAP 

2006.3.29 

Y.1731 イーサOAMメカニズム WP4 

Q.5 
新規 

AAP 

2006.5.22 

Y.1315 VPNにおけるQoS確保手段 WP3 

Q.2 
新規 

AAP 

2006.9.13 

Y.2012 汎用アーキテクチャ WP2 

Q.3 
新規 

AAP 

2006.9.13 

Y.2021 NGNにおける3GPP IMSの位置づけ WP2 

Q.3 
新規 

AAP 

2006.9.13 

Y.2031 PSTN/ISDN Emulation アーキテクチャ WP2 

Q.3 
新規 

AAP 

2006.9.13 

Y.2111 リソース/受付制御機能 WP4 

Q.4 
新規 

AAP 

2006.9.13 

Y.2171 受付制御優先レベルの規定 WP4 

Q.4 
新規 

AAP 

2006.9.13 

Y.2261 電話網がNGNに移行する際の留意事項 WP3 

Q.7 
新規 

AAP 

2006.9.13 

Y.2271 コールサーバ型電話網シミュレーション WP3 

Q.7 
新規 

AAP 

2006.9.13 

Y.1454 タンデムフリーオペレーションのIPネット

ワークインターワーキング 

WP3 

Q.7 
新規 

AAP 

2006.12.14

Y.2013 融合サービスのための複数のサービスコン

ポーネントを活用した機能アーキテクチャ 

WP2 

Q.3 
新規 

AAP 

2006.12.14

Y.2262 PSTN/ISDNエミュレーションとシミュレー

ション 

WP3 

Q.7 
新規 

AAP 

2006.12.14

Y.2601 FPBN(Future Packet Based Networks)要求

条件 

WP1 

Q.13 
新規 

AAP 

2006.12.14

 



Y.2611 FPBNハイレベルアーキテクチャ WP1 

Q.13 
新規 

AAP 

2006.12.14

Y.2901 キャリアグレードなオープン環境参照モデ

ル 

WP3 

Q.16 
新規 

AAP 

2006.12.14

Y.2902 キャリアグレードなオープン環境コンポー

ネント 

WP3 

Q.16 
新規 

AAP 

2006.12.14

I.610 Amd.2 ATM OAMのメカニズム WP4 

Q.5 
改訂 

AAP 

2006.12.22

Y.1714 MPLSマネジメント及びOAMフレームワー

ク 

WP4 

Q.5 
新規 

AAP 

2007.1.13 

 

 

 

 



ＳＧ１１：信号要件及びプロトコル
議　長 ：平松　幸男氏（大阪工大）
副議長 ：Mr. A. Le Roux (仏)
副議長 ：Mr. L. Graf (豪)
副議長 ：Ms. J. Humphrey（英）
副議長 ：Mr. A. Koucheriavy（露）
副議長 ：Mr. H-H. Lee（韓）
副議長 ：Mr. F. Wei（中）

ＷＰ１：機能アーキテクチャとアプリケーション制御
議　長 ：Ms. J. Humphrey（英）
副議長 ：Mr. H-H. Lee（韓）

課題1 NGN環境におけるネットワークシグナリングと制御機能 Mr. B. Chatras(仏)
アーキテクチャ Ms. D. Qian(中)Associate

課題2 アプリケーションの制御とシグナリング要求条件及び Mr. S. Norreys(英)
プロトコル Mr. R. Munch(独)Associate

ＷＰ２：セッション、ベアラ、リソース制御
議　長 ：Mr. A. Le Roux (仏)
副議長 ：Mr. F. Wei（中）

課題3 セッションの制御とシグナリング要求条件とプロトコル Mr. S. Norreys(英)
Mr. R. Munch(独)Associate

課題4 ベアラの制御とシグナリング要求条件とプロトコル -
Mr. T. Walsh(米)Associate

課題5 リソースの制御とシグナリング要求条件とプロトコル Ms. T. Tsou(中)

ＷＰ３：ハンドブック、アタッチメント制御、試験
議　長 ：Mr. L. Graf (豪)
副議長 ：Mr. A. Koucheriavy（露）

課題6 パケットベースのネットワーク導入のためのハンド Mr. K. Mainwaring(米)
ブックの準備

課題7 NGN環境におけるネットワーク接続手順をサポートする Mr. A. Jae-Yong(韓)
シグナリング要求条件とプロトコル

課題8 NGNのためのプロトコル試験仕様 Mr. D. Tarasov(露)

図５－１　ＳＧ１１の構成



ＳＧ１３：ＮＧＮ－アーキテクチャ、展開及び融合
議　長 ：Mr. B. W. Moore (英）
副議長 ：Mr. H. Chedyak(シリア)、Mr. L. Jiang (中)
副議長 ：Mr. C.-S. Lee（韓）、Mr. O. Le Grand（仏）
副議長 ：森田　直孝氏（NTT）、Mr. H. Schink（独）
副議長 ：Mr. N. Seitz（米）、Mr. J. Zebarth（加）

ＷＰ１：プロジェクト管理と連携
議　長 ：Mr. H. Schink（独）

課題1 NGNのプロジェクト連携とリリース計画 今中 秀郎氏（ＮＴＴ）
Mr. L. Mo （米）Associate
Mr. S. Alexander
　　　　（英）Associate

Ms. X. Chang(中)Associate

課題11 一般的ネットワーク用語 （不在）

課題13 公衆データネットワーク Mr. L. Jiang(中)
Mr. B. He（中）Associate

ＷＰ２：機能アーキテクチャとモビリティ
議　長 ：Mr. C.-S. Lee（韓）

課題3 NGNの原則と機能アーキテクチャ Mr. K. Knightson(加)
Mr. S. Brim（米）Associate
Mr. Z. Luo （中）Associate

課題6 NGNのモビリティ及び固定と移動連携 Mr. B. Zhang (中)
Mr. T. J. Hock
　　　（米）Associate

課題9 NGNに与えるIPv6の影響 Mr. H. J. Kim (韓)
Mr. E. Liu（中）Associate

課題10 地上網並びにNGNと衛星網との相互接続性 Mr. T. Ors(米)
Mr. M. Neibert

　　（米）Associate
課題15 NGNセキュリティ Mr. I. Faynberg(米)

ＷＰ３：サービス要求要件とシナリオ
議　長 ：森田　直孝氏（NTT）

課題2 NGNにおける早期実現サービスの要求条件と Mr. M. Carugi(仏)
インプリメント

課題7 NGN環境でのネットワークインタワーキングとサービス Mr. G. Koleyni（加）
インタワーキング

課題8 NGNのサービスシナリオと展開モデル Mr. H. Chung(韓)
Mr. J. Tu（中）Associate

課題12 フレームリレー Mr. R. Cherukuri(米)

課題14 マルチサービスデータネットワーク（MSDN)のための Mr. S. Yu （中）
プロトコルとサービスメカニズム Mr.M. Ji (中）Associate

課題16 オープン環境におけるCOTSコンポーネントの Mr. J. Prade（独）
要求条件とフレームワーク

ＷＰ４：QoS及びOAM
議　長 ：Mr. N. Seitz（米）

課題4 NGNのためのQoSの要求条件とフレームワーク Ms. H-L Lu（米）
Mr. D. Chen 
                （中）Associate
Mr. H. Kim (韓）Associate

課題5 NGNのOAMと網管理 Mr. Gilles Joncour(仏)

図５－２　ＳＧ１３の構成



 

 

 

伝達網・品質委員会の活動状況報告 

 

１ 伝達網・品質委員会の活動状況 

(1) はじめに 

伝達網・品質委員会は、ＳＧ１２（性能及びサービス品質）及びＳＧ１５（光及びその他

の伝達網）を担当している。 

 

(2) 会合の開催状況 

伝達網・品質委員会は、平成１８年１月以降、次のとおり７回の会合を開催した。 

・第２３回会合  平成１８年１月３日 

第３回ＳＧ１５全体会合への対処方針案及び寄書案について検討が行われた。検討の

結果、４０件の寄書が提出されることとなった。このうち、10GbE-LANPHY 転送方式

に関する寄書１件について、日本寄書として提出されることが承認された。 

・第２４回会合  平成１８年４月１２日 

第３回ＳＧ１５全体会合の結果報告が行われた。Ｇ－ＰＯＮ、Ｂ－ＰＯＮ等について

質疑応答がなされた。 

・第２５回会合  平成１８年５月１２日 

第３回ＳＧ１２全体会合への対処方針案及び寄書案について検討が行われた。検討の

結果、９件の寄書が提出されることとなった。このうち、寄書３件が日本寄書として提

出されることが承認された。 

・第２６回会合  平成１８年８月２９日

第３回ＳＧ１２全体会合の結果報告が行われた。 

・第２７回会合  平成１８年１０月２日

第４回ＳＧ１５全体会合への対処方針案及び寄書案について検討が行われた。検討の

結果、３３件の寄書が提出されることとなった。このうち、10GbE-LANPHY 転送方式

に関する寄書２件について、日本寄書として提出されることが承認された。 

・第２８回会合  平成１８年１２月２１日 

第４回ＳＧ１５全体会合の結果報告及び第４回ＳＧ１２全体会合への対処方針案及び

寄書案について検討が行われた。検討の結果、８件の寄書がＳＧ１２へ提出されること

となった。このうち、遅延品質評価に関する寄書３件について、ＳＧ１２へ日本寄書と

して提出されることが承認された。 

・第２９回会合  平成１９年２月２０日 

第４回ＳＧ１２全体会合の結果報告が行われた。G.OMVS 等に関する質疑応答がなさ

れた。 

 

 

 



 

(3) 合同ワーキング・グループの設置 

伝達網・品質委員会及び他の関連委員会の下にホームネットワーク合同ワーキング・グル

ープが設置された。 

 

２ ＳＧ１２の活動状況 

(1) はじめに 

ＳＧ１２は、「性能及びサービス品質」に関する課題を研究対象とし、研究をおこなってい

る。 

ＳＧ１２は、サービス品質検討に関するリードＳＧとして現在１９の課題が設定されてお

り、これらの関連課題を総合的に審議するため３つのＷＰを設置して検討を行っている。Ｓ

Ｇ１２における検討体制を図６－１に示す。 

 

(2) 会合の開催状況 

・第３回全体会合  平成１８年６月５日～６月１３日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：２７か国、１機関、７７名（うち日本から７名） 

・第４回全体会合  平成１９年１月１６日～１月２５日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：２５か国、１機関、７８名（うち日本から７名） 

 

(3) 検討状況 

平成１８年１月から平成１９年２月までに、郵便投票又は代替承認手続き（ＡＡＰ）にて

承認された勧告は、新規３件、改訂５件となっている。なお、主な項目ごとの検討状況は次

のとおりである。 

 

ア 音声品質評価技術 

音声信号の総合品質評価技術として勧告化されている勧告 G.107 “E-model”について、現状

の対象範囲（300Hz～3.4kHz）を拡大し、広帯域に対応できるよう検討され、勧告 G.107 

Appendix II などとして標準化された。 

また、ＰＥＳＱ（Perceptual Evaluation of Speech Quality）などの客観品質評価技術は、

標準的なハンドセットを対象にしたものであるが、これをパソコンにマイクとスピーカをセ

ットして通話するハンズフリーなどにも適用範囲を広げるために新たな客観品質評価技術

（P.OLQA）の検討も進められている。 

また、自動車におけるハンズフリー通話等に関する品質評価技術の開発について、ＩＴＵ

－Ｔ以外の技術者とも協力して推進するため、From/In/To Car Communication Focus Group 

を新たに設立した。 

 

 



 

イ ＩＰ上のＱｏＳとリソース管理 

 （ア）テレビ電話に対応するオピニオンモデル 

ＳＧ１２では、ＴＶ電話サービスの総合通信品質推定技術を検討してきており、マルチメ

ディア品質を「音声品質」、「映像品質」、「遅延・同期品質」に分けて推定し、それらを統合

することにより総合品質指標を算出する技術が新勧告 G.1070 として標準化された。 

 

 （イ）ＩＰ網品質目標値 

ＩＰパケット転送品質パラメータの目標値は、勧告 Y.1541 で規定されおり、ＵＮＩ－ＵＮ

Ｉ間についてクラス０～クラス５までの品質目標クラスを設け、遅延時間、遅延変動、パケ

ットロス率、パケットエラー率に対する上限値が示されている。ＩＰ網で提供されるサービ

スの多様化に伴い、クラス６、７という新品質クラスの必要性が認識され、現在、その検討

が進められている。 

 

３ ＳＧ１５の活動状況 

(1) はじめに 

ＳＧ１５は、「光及びその他の伝達網」に関する課題を研究対象とし、光その他の伝送網、

システム及び設備に関する研究を行っている。 

ＳＧ１５は、アクセス網及び光技術のリードＳＧとして、現在１４の課題が設定されてお

り、これらの関連課題を総合的に審議するため３つのＷＰが設定されている。 

ＳＧ１５における検討体制を図６－２に示す。 

 

(2) 会合の開催状況 

・第３回全体会合  平成１８年２月６日～２月１７日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：２３か国、１機関、２７７名（うち日本から４４名出席） 

・第４回全体会合  平成１８年１０月３０日～１１月１０日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：２４か国、１機関、２７６名（うち日本から４１名出席） 

 

(3) 検討状況 

平成１８年１月から平成１９年２月までに、郵便投票又は代替承認手続き（ＡＡＰ）にて

承認された勧告は新規１６件、改訂５４件、削除された勧告は７件となっている。主な項目

の検討状況は次のとおりである。 

 

ア 光アクセスシステム関連 

Ｂ－ＰＯＮ、Ｇ－ＰＯＮ、ＧＥ－ＰＯＮ等、G.983.3 で規定された波長配置を適用するＰ

ＯＮシステム（以下現行ＰＯＮシステム）について、将来のサービス拡張や次世代ＰＯＮシ

ステムへの移行を容易にする波長配置に関する要求条件を、G.984.enh として勧告化するこ

 



 

とが合意された。具体的には、現在の波長フィルタの性能に基づき現行ＰＯＮシステム信号

光強度と干渉光強度との比が所定の値（例えば 13dB 以上）となるよう、追加されるＰＯＮ

信号の波長配置や光強度を規定することとしている。勧告化時期としては、次回ＳＧ１５会

合でのコンセントを目指している。 

 

イ メタリックアクセスシステム関連 

ＡＤＳＬの長延化技術とＶＤＳＬの高速化技術とを融合し、さらに 30MHz までの帯域拡張

や「同期安定性向上」「雑音耐力向上」といった機能の充実を図ったＶＤＳＬ２の検討が進め

られている。 

平成１８年２月に開催されたＳＧ１５会合において、ＶＤＳＬ２勧告（G.993.2）初版がコ

ンセントされた。続いて平成１８年１１月のＳＧ１５会合においてコンセントされた G.993.2

の機能拡張版 (Amendment1)では、安定した映像配信サービスの提供が可能となるよう、同

期安定性や雑音耐力に対応する仕様が追加され、光サービスと同等の性能が得られるように

なっている。 

今後は更に安定かつ高速なサービス提供（主に映像配信）を目指した Amendment 2 の作

成が予定されている。 

 

ウ アクセスネットワーク用光ファイバ関連 

ブロードバンドサービスの普及に伴い、ビル内・宅内等における光化が進展していること

から、アクセス系光配線の汎用性を向上するために、曲げ損失性能を向上させた単一モード

光ファイバ（ＳＭＦ）の勧告化が進められている。 

 

エ イーサネット上のリングプロテクション 

新規のワークアイテムとして、イーサネット上でのリングプロテクション（障害検出・切

り替え）に関する勧告の作成が第４回会合で合意された。保護切り替え時間の明確化など要

求条件の検討が開始されており、今後、中間会合等での詳細検討を経て、２００７年６月の

次回ＳＧ１５会合でコンセントされる予定となっている。 

 

オ 10GbE LANPHY 転送方式 

10GbE LANPHY 信号をＯＴＮ（Optical Transport Network）に直接収容する転送方式 に

関して、勧告化が検討されていたが、第４回会合においてサプリメント（補助文書）とする

ことで合意され、G.Sup43 として承認された。同サプリメントには、日本寄書から提案して

いたダイレクトマッピング方式も含められることとなった。 

 



 

表６－１ ＳＧ１２会合等において承認（削除）された勧告一覧 

（平成１８年１月～平成１９年２月） 

勧告番号 勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 

改訂/ 

削除 

備考 

G.1040 伝送時間へのネットワーク品質の影響 WP3 

Q.13 
新規 

AAP 

2006.2.22 

Y.1541 ＩＰ網品質目標値 
WP3 

Q.17 
改訂 

AAP 

2006.2.22 

G.100/P.10 実測とサービス品質に関する用語の定義 Q.1 改訂 
AAP 

2006.7.14 

G.1020 

ＩＰネットワークを用いた音声及び音声帯

域アプリケーション品質の性能パラメータ

定義 

WP2 

Q.10 
改訂 

AAP 

2006.7.14 

P.360 
電話受話装置による過大音圧の発生防止デ

バイスの効果 

WP1 

Q.5 
改訂 

AAP 

2006.7.14 

P.564 非侵入型ＩＰプロトコル分析による音声

伝送品質の導出 
WP2 

Q.14 
新規 

AAP 

2006.7.14 

P.800.1 平均オピニオン評点（ＭＯＳ）の定義 Q.1 改訂 
AAP 

2006.7.14 

Y.1542 End to EndのＩＰ網品質目標値達成に向

けたフレームワーク 
WP3 

Q.11 
新規 

AAP 

2006.7.14 

 



 

表６－２ ＳＧ１５会合等において承認（削除）された勧告一覧 

（平成１８年１月～平成１９年２月） 

勧告番号 勧告名 

関連ＷＰ 

関連研究

課題 

新規/ 

改訂/ 

削除 

備考 

G.994.1 

Amd.4 

デジタル加入者線（DSL）送受信機のためのハン

ドシェーク手順 

WP1 

Q.4 
改訂 

AAP 

2006.1.13 

G.983.6 保護特性を持つ B-PON システムのための ONT 管

理及び制御インターフェース（OMCI）仕様 

WP1 

Q.2 
削除 

回章 78 

2006.2.22 

G.983.7 DBA 方式追加のための OMCI の規定 WP1 

Q.2 
削除 

回章 78 

2006.2.22 

G.983.8 IP、ISDN、ビデオ、VLAN タグ、VC 交換接続等

の新サービスをサポートするための B-PON OMCI

仕様 

WP1 

Q.2 
削除 

回章 78 

2006.2.22 

G.983.9 無線LANユーザインタフェースに関するB-PON 

OMCI 規定 

WP1 

Q.2 
削除 

回章 78 

2006.2.22 

G.983.10 xDSL ユーザインタフェースに関するB-PON 

OMCI 規定 

WP1 

Q.2 
削除 

回章 78 

2006.2.22 

G.807 自動切替伝送網（ＡＳＴＮ）の要求条件 WP3 

Q.12 
削除 

回章 101 

2006.6.30 

G.993.2 B-PON における ONT マネージメントと制御イン

ターフェース規定 

WP1 

Q.2 
新規 

AAP 

2006.2.17 

G.640 二つの自由空間光システムインターフェースの共

用条件 

WP1 

Q.6 
新規 

AAP 

2006.3.29 

G.655 ノンｾﾞﾛ分散シフトシングルモード光ファイバ及

びケーブルの特性 

WP2 

Q.5 
改訂 

AAP 

2006.3.29 

G.661 適応型分散補償器 WP2 

Q.7 
改訂 

AAP 

2006.3.29 

G.664 光伝送システムの安全性機能と要求条件 WP2 

Q.6 
改訂 

AAP 

2006.3.29 

G.671 

Amd.1 

光部品の伝送特性 WP2 

Q.7 
改訂 

AAP 

2006.3.29 

G.691 STM-64、STM-256 システム及び光アンプを用い

る SDH システムにおけるシングルチャネル光イ

ンターフェース 

WP2 

Q.6 
改訂 

AAP 

2006.3.29 

G.783 SDH 装置の機能的ブロック特性 WP3 

Q.9 
改訂 

AAP 

2006.3.29 

 



 

勧告番号 勧告名 

関連ＷＰ 

関連研究

課題 

新規/ 

改訂/ 

削除 

備考 

G.806 伝送装置の特性－手法及び－一般機能記述 WP3 

Q.9 
改訂 

AAP 

2006.3.29 

G.808.1 一般的なプロテクション交換－リニアトレイ及び

サブネットワークプロテクション 

WP3 

Q.9 
改訂 

AAP 

2006.3.29 

G.873.1 ONT リニアプロテクション WP3 

Q.9 
改訂 

AAP 

2006.3.29 

G.957 SDHに関する装置及びシステムの光インターフェ

ース 

WP2 

Q.6 
改訂 

AAP 

2006.3.29 

G.959.1 OTN の物理レイヤーインターフェース WP2 

Q.6 
改訂 

AAP 

2006.3.29 

G.983.2 

Amd.1 

B-PON OMCI 規定の改定 WP1 

Q.2 
改訂 

AAP 

2006.3.29 

G.984.3 

Amd.2 

G-PON 伝送収束層仕様 WP1 

Q.2 
改訂 

AAP 

2006.3.29 

G.984.4 

Amd.2 

G-PON OMCI 規定の改定 WP1 

Q.2 
改訂 

AAP 

2006.3.29 

G.992.3 

Amd.2 

ADSL 送受信機２ 

 

WP1 

Q.4 
改訂 

AAP 

2006.3.29 

G.7041/Y.

1303 

Amd.1 

ジェネリックフレーミング手順 
WP3 

Q.11 
改訂 

AAP 

2006.3.29 

G.7042/Y.

1305 

バーチャルコンカチネーション信号を用いたリン

ク量調整方法の改訂 

WP3 

Q.11 
改訂 

AAP 

2006.3.29 

G.8121/Y.

1381 

T-MPLS 機器 WP3 

Q.9 
新規 

AAP 

2006.3.29 

G.7713/Y.

1704 

分散型接続呼及び接続管理 WP3 

Q.14 
改訂 

AAP 

2006.5.7 

G.8012/Y.

1308 

Amd.1 

イーサネットＵＮＩとイーサネットＮＮＩ 
WP3 

Q.11 
改訂 

AAP 

2006.5.7 

G.693 イントラオフィスシステムの光インターフェース WP2 

Q.6 
改訂 

AAP 

2006.5.22 

 



 

勧告番号 勧告名 

関連ＷＰ 

関連研究

課題 

新規/ 

改訂/ 

削除 

備考 

G.8010/Y.

1306 

Amd.1 

イーサネットレイヤネットワークのアーキテクチ

ャ 
WP3 

Q.12 
改訂 

AAP 

2006.5.22 

G.8261/Y.

1361 

パケット網のタイミング及び同期 WP3 

Q.13 
新規 

AAP 

2006.5.22 

G.992.5 

Amd.2 

ADSL 送受信機－モアトーンズ WP1 

Q.4 
改訂 

AAP 

2006.6.6 

G.997.1 DSL 送受信機の物理層での管理手法 WP1 

Q.4 
改訂 

AAP 

2006.6.6 

G.8001/Y.

1354 

トランスポートレイヤにおけるイーサネットフレ

ームのための用語及び定義 

WP3 

Q.3 
新規 

AAP 

2006.6.6 

G.8021/Y.

1341 

Amd.1 

イーサネット伝送設備の特性 
WP3 

Q.11 
改訂 

AAP 

2006.6.6 

G.8031/Y.

1342 

イーサネットプロテクション切替 WP3 

Q.9 
新規 

AAP 

2006.6.6 

G.8080/Y.

1304 

ASON のアーキテクチャ WP3 

Q.12 
改訂 

AAP 

2006.6.6 

G.8081/Y.

1353 

Amd.1 

ASON の用語と定義 
WP3 

Q.3 
改訂 

AAP 

2006.6.6 

G.8601/Y.

1391 

サービス管理アーキテクチャ WP3 

Q.12 
新規 

AAP 

2006.6.6 

G.8112/Y.

1371 

T-MPLS ハイアラーキのインターフェース WP3 

Q.11 
新規 2006-10-07

G.8110.1/

Y.1370.1 

T-MPLS レイヤネットワークのアーキテクチャ WP3 

Q.12 
新規 

AAP 

2006.11.10

G.653 分散シフトシングルモード光ファイバ及びケーブ

ル特性 

WP2 

Q.5 

改訂 

 

AAP 

2006.12.14

G.654 カットオフシングルモード光ファイバ及びケーブ

ル特性 

WP2 

Q.5 
改訂 

AAP 

2006.12.14

G.656 広波長非零分散光ファイバ及びケーブル特性 WP2 

Q.5 
改訂 

AAP 

2006.12.14

 



 

勧告番号 勧告名 

関連ＷＰ 

関連研究

課題 

新規/ 

改訂/ 

削除 

備考 

G.657 低曲げ損失 SM ファイバ WP2 

Q.10 
新規 

AAP 

2006.12.14

G.667 適応型分散補償の特性 WP2 

Q.7 
新規 

AAP 

2006.12.14

G.671 

Amd.2 

光部品の伝送特性 WP2 

Q.7 
改訂 

AAP 

2006.12.14

G.695 
低密度波長分割多重(CWDM)アプリケーションの

ための光インターフェース 

WP2 

Q.6 
改訂 

AAP 

2006.12.14

G.698.1 単一チャネルインターフェースを有する DMDM

アプリケーション 

WP2 

Q.6 
改訂 

AAP 

2006.12.14

G.709/Y.1

331 Cor.1 

OTN のインタフェース WP3 

Q.11 
改訂 

AAP 

2006.12.14

G.798 OTN ハイアラーキ装置の機能的ブロック特性 WP3 

Q.9 
改訂 

AAP 

2006.12.14

G.977 光学的に増幅した光ファイバ海底ケーブルシステ

ム特性 

WP2 

Q.8 
改訂 

AAP 

2006.12.14

G.978 光海底ケーブルの特性 WP2 

Q.8 
新規 

AAP 

2006.12.14

G.984.3 

Amd.3 

G-PON 伝送収束層仕様 WP1 

Q.2 
改訂 

AAP 

2006.12.14

G.984.4 

Amd.3 

G-PON OMCI 規定 WP1 

Q.2 
改訂 

AAP 

2006.12.14

G.992.3 

Amd.3 

ADSL2 送受信機 WP1 

Q.4 
改訂 

AAP 

2006.12.14

G.992.5 

Amd.3 

ADSL 送 受 信 機 － ADSL2 の 帯 域 幅 の 拡 張

（ADSL2+） 

WP1 

Q.4 
改訂 

AAP 

2006.12.14

G.993.2 

Cor.1 

B-PON における ONT マネージメントと制御イン

ターフェース規定 

WP1 

Q.4 
改訂 

AAP 

2006.12.14

G.997.1  

Amd.1 

DSL 送受信機の物理層での管理手法 WP1 

Q.4 
改訂 

AAP 

2006.12.14

G.997.1 

Cor.1 

DSL 送受信機の物理層での管理手法 WP1 

Q.4 
改訂 

AAP 

2006.12.14

G.998.2 

Amd.1 

イーサネット上のマルチペア接続 WP1 

Q.4 
改訂 

AAP 

2006.12.14

 



 

勧告番号 勧告名 

関連ＷＰ 

関連研究

課題 

新規/ 

改訂/ 

削除 

備考 

G.7041/Y.

1303 

Cor.1 

GFP（ジェネリック・フレイミング・プロシージ

ャ）の追加規定 
WP3 

Q.11 
改訂 

AAP 

2006.12.14

G.7043/Y.

1343 

Cor.1 

PDH(Plesiochronous Digital Hierarchy)信号の仮想

連結 
WP3 

Q.11 
改訂 

AAP 

2006.12.14

G.7718.1/

Y.1709.1 

ASON プロトコルニュートラル情報管理モデル WP3 

Q.14 
新規 

AAP 

2006.12.14

G.8101/Y.

1355 

T-MPLS の用語 WP3 

Q.3 
新規 

AAP 

2006.12.14

G.8121/Y.

1381 

Cor.1 

T-MPLS 装置機能特性 
WP3 

Q.9 
改訂 

AAP 

2006.12.14

G.8261/Y.

1361 

Cor.1 

パケット網のタイミング及び同期 
WP3 

Q.13 
改訂 

AAP 

2006.12.14

Y.1720 MPLS ネットワークのプロテクションスイッチン

グ 

WP3 

Q.9 
改訂 

AAP 

2006.12.14

G.707/Y.1

322 

SDH ネットワークノードインタフェースの改訂 WP3 

Q.11 
改訂 

AAP 

2007.1.9 

G.8112/Y.

1371 

Cor.1 

T-MPLS ハイアラーキのインターフェース 
WP3 

Q.11 
改訂 

AAP 

2007.1.9 

G.9954 電話網用トランシーバ WP1 

Q.4 
改訂 

AAP 

2007.1.9 

G.983.2 

Amd.2 

ATM PON のための光伝達網管理及び制御インタ

ーフェース仕様 

WP1 

Q.2 
改訂 

AAP 

2007.1.13 

G.7715/Y.

1706 

Amd.1 

ASON ネットワークにおけるルーティングに対す

るアーキテクチャ及び要求条件 
WP3 

Q.14 
改訂 

AAP 

2007.2.6 

G.7715.2/

Y.1706.2 

リモートルート検索のための ASON のアーキテク

チャ及び要求条件 

WP3 

Q.14 
新規 

AAP 

2007.2.6 

G.8131/Y.

1382 

T-MPLS リニアプロテクションスイッチング WP 

Q.9 
新規 

AAP 

2007.2.6 

 



ＳＧ１２：性能及びサービス品質
議　長 ：Mr. J-Y. Monfort  (仏）
副議長 ：Mr. K. P. F. Adler(独)、Mr. P. Coverdale(加)
副議長 ：Mr. C. A. Dvorak (米)、Mr. J-J. Massima Landji(ガボン)

ＷＰ１：電話端末と主観評価
議　長 ：Ms. C. Quinquis(仏)
副議長 ：Mr. G. Lecucq（仏)

課題３ 固定回線交換網、移動網及びパケット交換(IP)網の音声端末の Mr. D. Shi(中)
音声伝送特性

課題４ 自動車内ハンズフリー通信 Ms. H-W. Gierlich(独)
Mr. M. Rung（ﾃﾞﾝﾏｰｸ）

課題５ ハンドセット及びハンドセット端末の通話品質測定法 Mr. L. Madec(ﾃﾞﾝﾏｰｸ)

課題６ 音声強調技術及びハンズフリー電話に対するアプリケーション Mr. H-W. Gierlich(独)
を含んだ複雑な測定信号を用いた分析手法

課題７ 音声及び音響品質の主観評価のための手法、ツール、実験計画 Mr. P. Usai（ETSI）
Ms. C. Quinquis（仏）

ＷＰ２：性能、伝送計画とツール
議　長 ：Mr. K. P. F. Adler(独)

課題８ Eモデルの拡張 Mr. U. Jekosch(独)
Mr. S. Moeller（独）

課題９ 音声、オーディオ、ビデオ通信サービスのための知覚ベース Mr. J. Berger(ｽｲｽ)
客観品質評価法

課題10 音声帯域、データ及びマルチメディアサービスの伝送計画 Mr. V. Sypli(独)
と性能

課題12 音声技術に基づいたサービスの性能評価 Mr. S. Moellerl(独)
Mr. A. Raake(独)

課題14 音声伝送性能に関するインサービス非侵入型評価 Mr. V.Barriac(仏)

課題20 ネットワーク上での会話音声品質の客観評価 Mr. J. Pomy(独)

ＷＰ３：IP-QoSとリソース管理
議　長 ：Mr. P. Coverdale(加)

課題２ パケット交換（IP）網と接続する端末及びゲートウェイ Mr. U. Brunner(独)
の音声伝送特性及び測定方法

課題11 網間のQoSインターワーキング及び性能パラメータ値の割り当て Mr. J. Pomy(独)

課題13 IPTVを含むマルチメディアQoS/QoE性能の要求条件と評価手法 高橋 玲氏（NTT)
Mr. P. Coverdale(加)

課題16 ブロードバンド及びIPに関連したリソース管理 Mr. D. Mustill(英)

課題17 IP網の性能 Mr. A. Morton(米)
Mr. H. Kim(韓)Associate

課題19 呼処理性能 Mr. P. Coverdale（ｶﾅﾀﾞ）Acting

課題１ 作業計画、定義、ハンドブック、ガイド及びチュートリアル Mr. J-Y. Monfort  (仏）
Mr. J. Pomy (独）
Mr. J-J. Massima Landji(ガボン)

課題15 QoSと性能の調和 Mr. C. Dvorak (米)

図６－１　ＳＧ１２の構成



ＳＧ１５：光及びその他の伝達網
議　長 ：前田　洋一氏(NTT)
副議長 ：Mr. G. Bonaventura (伊)
副議長 ：Mr. A. Nunn (英)
副議長 ：Mr. S. J. Trowbridge(米)
副議長 ：Mr. S. Yu(中)

ＷＰ１：光及びメタリックアクセス網
議　長 ：Mr. A. Nunn (英)

課題１ アクセス網標準化の調整 Mr. J. A. Jay (米）

課題２ ファイバアクセス網における光システム Mr. D. Faulkne(独)

課題４ メタリック導体によるアクセス伝送装置(xDSL)及び宅内 Mr. R. L. Stuart(米)
ネットワーク用送受信器(PNT)

ＷＰ２：光伝送網（OTN）の技術
議　長 ：Mr. G. Bonaventura (伊)

課題５ 光ファイバ及びケーブルの特性と試験法 Mr. T. Hanson(米)

課題６ 陸上伝達網における光システムの特性 Mr. P. Stassar(米)

課題７ 光部品とサブシステムの特性 Mr. A. Mattheus (独)

課題８ 光ファイバ海底ケーブルシステムの特性 大橋 正治氏（NTT）

課題10 ビル、家庭内アクセス網用光ファイバ Mr. P. Matthijsse(ｵﾗﾝﾀﾞ)

ＷＰ３：光伝達網（OTN ）の構造
議　長 ：Mr. S. J. Trowbridge  (米)

課題３ 光伝達網の一般的特性 太田 宏氏（NTT）

課題９ 伝達装置と網の切替／復旧 Mr. G. Abbas(独）

課題11 伝達網の信号構造、インタフェース及びインタワーキング Mr. M. L. Jones(米)

課題12 伝達網アーキテクチャ Mr. M.Betts(加)

課題13 網同期及び時刻配信の品質 Mr. J-L. Ferrant(仏)

課題14 伝送システム及び装置の管理と制御 Mr. H. K. Lam(米)

図６－２　ＳＧ１５の構成



 

 

 

マルチメディア委員会の活動状況報告 

 

１ マルチメディア委員会の活動状況 

(1) はじめに 

マルチメディア委員会は、ＳＧ１６（マルチメディア端末、システム及びアプリケーショ

ン）を担当している。 

 

(2) 会合の開催状況 

マルチメディア委員会は、平成１８年１月以降、次のとおり４回の会合を開催した。 

・第１６回会合  平成１８年３月１６日 

第３回ＳＧ１６全体会合への対処方針案及び寄書案について検討が行われた。この結

果、７件の寄書が提出されることとなった。そのうち、Networked ID に関する審議提案

寄書１件、電気通信アクセシビリティガイドラインに関する寄書１件について日本寄書

として提出することが了承された。 

・第１７回会合  平成１８年５月３０日 

第３回ＳＧ１６全体会合の結果報告が行われた。 

・第１８回会合  平成１８年１０月３１日

第４回ＳＧ１６全体会合への対処方針案及び寄書案について検討が行われた。この結

果、９件の寄書が提出されることとなった。そのうち、エコーキャンセラーに関する寄

書及び電気通信アクセシビリティガイドライン案の修正提案の寄書２件について日本寄

書として提出されることが了承された。 

・第１９会合  平成１８年１２月２６日 

第４回ＳＧ１６全体会合の結果報告が行われた。同会合で勧告化された電気通信アク

セシビリティガイドライン等について質疑応答がなされた。 

 

(3) 合同ワーキング・グループの設置 

マルチメディア委員会及び他の関連委員会の下にＮ-ＩＤ合同ワーキング・グループ、ＩＰ

ＴＶ合同ワーキング・グループ及びホームネットワーク合同ワーキング・グループが設置

された。 

 

２ ＳＧ１６の活動状況 

(1) はじめに 

ＳＧ１６は、「マルチメディア端末、システム及びアプリケーション」に関する課題を研究

対象とし、現在２３の課題が設定されており、これらの関連課題を総合的に審議するため３

つのＷＰを設置して検討を行っている。また、ＳＧ１６は、ＩＴＵ－Ｔにおける「マルチメ

ディア端末、システム及びアプリケーション」及び「ユビキタスアプリケーション」の審議

 



 

に関するリードＳＧでもある。 

ＳＧ１６における検討体制を図７－１に示す。 

 

(2) 会合の開催状況 

・第３回全体会合  平成１８年４月３日～４月１３日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：１６か国、１４６名（うち日本から１４名出席） 

・第４回全体会合  平成１８年１１月１４日～１１月２４日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：２１か国、１３２名（うち日本から１３名出席） 

 

 (3) 検討状況 

平成１８年１月から平成１９年２月までに、郵便投票又は代替承認手続き（ＡＡＰ）にて

承認された勧告は、新規２３件、改訂３７件となっている。 

なお、重点項目ごとの検討状況は次のとおりである。 

 

ア Ｎ-ＩＤ（Networked-ID：ネットワーク型電子タグ） 

ユビキタスネットワーク社会の実現に向け重要な役割を果たすものと期待されているネ

ットワーク型電子タグ（Ｎ-ＩＤ）については、その標準化範囲が多岐に亘ることから、２

００６年７月のＴＳＡＧ会合においてＳＧ１６を中心としたＪＣＡ（Joint Coordination 

Activity）を設置し、ＩＴＵ－Ｔ内の関連ＳＧや他の標準化機関との間で調整を行うことと

なった。 

９月に開催された第１回ＪＣＡ－ＮＩＤ会合では、Ｎ-ＩＤとネットワークの関連を示す

一般モデルやＮ-ＩＤに関する要件などについて関連ＳＧにリエゾンを出すなど調整が開

始されている。 

ＳＧ１６においては、第４回会合において、日本からの提案に基づき、Ｎ-ＩＤに関する

ＳＧ１６の検討範囲をＮ-ＩＤから誘因されるマルチメディア情報やアプリケーション等

の流通サービスと定めるとともに一連の勧告（サービス記述、アーキテクチャ、ＩＤコー

ド、ＩＤ解決プロトコル、その他コンポーネント）の今後の作業計画（ロードマップ）を

作成し、承認された。 

 

イ 電気通信アクセシビリティ 

高齢者や障害者が、固定電話、携帯電話、ＦＡＸなどの電気通信機器やサービスを円滑

に利用できるよう、日本からの提案により、電気通信機器・サービスの提供者が企画・開

発・設計・提供等を行う際に配慮すべき事項を示した電気通信アクセシビリティガイドラ

インの作成が検討されてきた。第４回会合において、日本提案及び日本提案に一部追加修

正を図ったＡＰＴ（アジア・太平洋電気通信共同体）共同提案が合意され、ＡＡＰ手続き

を経て F.790 として勧告化された。今後の課題として、緊急時のアクセシビリティ等が取

 



 

り上げられることになっている。 

 

ウ マルチメディアシステム  

移動網など低ビットレート網上のマルチメディア通信端末勧告H.324について、呼設定の

高速化が検討されてきた。ＭＯＮＡ（Media-Oriented Negotiation Acceleration）方式の採

用が２００６年６月に開催されたＷＰ２会合で合意され、H.324 Annex Kとして承認された。

これにより、従来は数秒かかっていた呼設定開始から音声・映像メディアが得られるまで

の時間が１秒以下に短縮されることになる。 

 

エ モデム、ファクシミリ及び装置間伝送 

V.34ファクシミリ（スーパーＧ３ファクシミリ）において、エコーキャンセラーがオフ

のまま通信ができなくなるケースがあることが第３回会合で指摘された。ファクシミリの

伝送手順を定めた勧告T.30を改正し、エコーキャンセラーを再有効化させることを第４回

会合において日本から提案し、合意された。 

 

 



 

表７－１ ＳＧ１６会合等において承認（削除）された勧告一覧 

（平成１８年１月～平成１９年２月） 

勧告番号 勧告名 

関連ＷＰ 

関連研究

課題 

新規/ 

改訂/ 

削除 

備考 

G.723.1 
5.3 及び 6.3kbit/s のマルチメディア通信伝送のデュ

アルレートスピーチコーダー 

WP3 

Q.10 
改訂 AAP 

2006.5.29 

G.728 (1992) 

Amd.1 

低遅延符号励振線形予測 (LD-CELP) を用いた

16kbit/s 音声符号化方式 

WP3 

Q.10 
改訂 AAP 

2006.5.29 

G.729.1 
G.729 とビットストリーム互換の 8-32kbit/s スケー

ラブル広帯域コーダー 

WP3 

Q.10 
新規 AAP 

2006.5.29 

G.767 (1998) 

Cor.1 

16kbps の LD-CELP、デジタル音声挿入及びファク

シミリ復調・再変調を用いたデジタル回線多重化装

置（DCME） 

WP1 

Q.15 
改訂 

AAP 

2006.5.29 

H.222.0 

(2000) Cor.5 

情報技術－動画像及び付属した音声情報の汎用符号

化システム 

WP2 

Q.1 
新規 AAP 

2006.5.29 

H.225.0 v6 
パケットマルチメディア通信システムの呼出信号プ

ロトコル及びメディアストリームパケット 

WP2 

Q.2 
改訂 AAP 

2006.5.29 

H.241 
勧告 H.300 シリーズ端末のための拡張された画像手

順及び制御信号 

WP2 

Q.1 
改訂 AAP 

2006.5.29 

H.245 v13 マルチメディア通信のための制御プロトコル 
WP2 

Q.2 
改訂 AAP 

2006.5.29 

H.246 

ゲートウェイ経由でのHシリーズマルチメディア端

末間及びGSTNや ISDN上の音声／音声帯域上の端

末との相互接続 

WP2 

Q.2 
改訂 

AAP 

2006.5.29 

H.248.19 

(2004) 

Amd.1 

ゲートウェイ制御プロトコル：分解したマルチポイ

ント制御単位、音声、画像、データ会議用パッケー

ジ 

WP2 

Q.3 
改訂 AAP 

2006.5.29 

H.248.23 

(2005) Cor.1 

ゲートウェイ制御プロトコル：機能強化した警戒パ

ッケージ 

WP2 

Q.3 
改訂 AAP 

2006.5.29 

H.248.38 
ゲートウェイ制御プロトコル：ベースコンテキスト

パッケージ 

WP2 

Q.3 
新規 AAP 

2006.5.29 

H.248.39 
ゲートウェイ制御プロトコル：H.248 SDP パラメー

タ識別及びワイルドカード 

WP2 

Q.3 
新規 AAP 

2006.5.29 

H.248.41 
ゲートウェイ制御プロトコル：IP ドメイン接続パッ

ケージ 

WP2 

Q.3 
新規 AAP 

2006.5.29 

 



 

勧告番号 勧告名 

関連ＷＰ 

関連研究

課題 

新規/ 

改訂/ 

削除 

備考 

H.248.42 
ゲートウェイ制御プロトコル：DCME 相互動作パッ

ケージ 

WP2 

Q.3 
新規 

AAP 

2006.5.29 

H.248.45 
ゲートウェイ制御プロトコル：MGC 情報パッケー

ジ 

WP2 

Q.3 
新規 

AAP 

2006.5.29 

H.249 User Input Indications の拡張 
WP2 

Q.2 
新規 

AAP 

2006.5.29 

H.262 (2000) 

Cor.2 
汎用映像符号化方式 

WP3 

Q.6 
改訂 AAP 

2006.5.29 

H.271 

映像伝送における受信者から送信者へのステータス

情報及びリクエストの伝達のための映像バックチャ

ネルメッセージ 

WP3 

Q.6 
新規 AAP 

2006.5.29 

H.324 (2005) 

Cor.1 
低ビットレートマルチメディア通信端末 

WP2 

Q.1 
改訂 AAP 

2006.5.29 

H.361 
勧告 H.323 における End-to-End QoS 及びサービス

プライオリティシグナリング 

WP2 

Q.24 
新規 AAP 

2006.5.29 

H.460.21 H.323 システムのメッセージ一斉同報 
WP2 

Q.2 
新規 AAP 

2006.5.29 

T.801 (2002) 

Cor.4 
JPEG2000 画像符号化システム：拡張 

WP3 

Q.23 
改訂 

AAP 

2006.5.29 

T.807 
JPEG2000 画像符号化システム：セキュリティ

JPEG 2000 

WP3 

Q.23 
新規 AAP 

2006.5.29 

T.808 (2005) 

Amd.1 

JPEG2000 画像符号化システム：インタラクティ

ブ・ツール、API 及びプロトコル 

WP3 

Q.23 
改訂 AAP 

2006.5.29 

T.810 JPEG2000 画像符号化システム：ワイヤレス 
WP3 

Q.23 
新規 AAP 

2006.5.29 

T.851 (2005) 

Cor.1 

勧告 T.81(JPEG-1)における代替算術符号化を使用

する静止画符号化方式 

WP3 

Q.23 
改訂 AAP 

2006.5.29 

V.150.1 

(2003) 

Amd.2 

IP 網上での V シリーズにもとづく DCE 間でのエン

ド-エンド接続のための手順 

WP1 

Q.11 
改訂 AAP 

2006.5.29 

V.151 

Text Relay技術を使用する IPネットワーク上のアナ

ログテキスト電話端末のエンド・トゥ・エンド接続

の手順 

 

WP1 

Q.11 
新規 

AAP 

2006.5.29 

 



 

勧告番号 勧告名 

関連ＷＰ 

関連研究

課題 

新規/ 

改訂/ 

削除 

備考 

V.152 (2005) 

Cor.2 
IP 網における音声帯域データのサポート手続き 

WP1 

Q.11 
改訂 AAP 

2006.5.29 

H.264 (2005) 

Amd.1 
汎用視聴覚サービスのための次世代映像符号化 

WP3 

Q.6 
改訂 

AAP 

2006.6.13 

H.323 v6 パケットベースのマルチメディア通信システム 
WP2 

Q.2 
改訂 AAP 

2006.6.13 

H.324 (2005) 

Amd.1 
低ビットレートマルチメディア通信端末 

WP2 

Q.1 
改訂 AAP 

2006.8.22 

F.790 アクセシビリティのためのガイドライン Q.26 新規 AAP 

2007.1.13 

G.168 デジタルネットワークエコーキャンセラー 
WP1 

Q.16 
改訂 AAP 

2007.1.13 

G.722.2 

(2003) Cor.2 
AMR帯域を用いた16 kbps程度の広帯域音声符号化

WP3 

Q.10 
改訂 

AAP 

2007.1.13 

G.729 CS-ACELP を用いた音声符号化 
WP3 

Q.10 
改訂 

AAP 

2007.1.13 

G.729.1 

(AAP 2006/) 

Amd.1 

G.729 とビットストリーム互換の 8-32kbit/s スケー

ラブル広帯域コーダー 

WP3 

Q.10 改訂 
AAP 

2007.1.13 

H.222.0 

(AAP 2006/) 

Amd.1 

MPEG-4 ストリーミングテキスト及び非圧縮オー

ディオの MPEG-2 システムでの伝送 

WP2 

Q.1 改訂 
AAP 

2007.1.13 

H.225.0 

(AAP 2006/) 

Amd.1 

パケットマルチメディア通信システムの呼出信号プ

ロトコル及びメディアストリームパケット 

WP2 

Q.2 改訂 
AAP 

2007.1.13 

H.246 (AAP 

2006/) 

Amd.1 

ゲートウェイ経由でのHシリーズマルチメディア端

末間及びGSTNや ISDN上の音声／音声帯域上の端

末との相互接続ISDNユーザパート機能 

WP2 

Q.2 
改訂 

AAP 

2007.1.13 

H.248.2 

(2005) 

Amd.1 

ゲートウェイ制御プロトコル：ファクシミリ、文字

会話及び電話の識別パッケージ 

WP2 

Q.3 
改訂 AAP 

2007.1.13 

H.248.25 
ゲートウェイ制御プロトコル：ベーシックCASパッ

ケージ 

WP2 

Q.3 
改訂 AAP 

2007.1.13 

 



 

勧告番号 勧告名 

関連ＷＰ 

関連研究

課題 

新規/ 

改訂/ 

削除 

備考 

H.248.28 
ゲートウェイ制御プロトコル：国際的な CAS パッケ

ージ 

WP2 

Q.3 
改訂 

AAP 

2007.1.13 

H.248.30 
ゲートウェイ制御プロトコル：RTCP拡張した性能

メトリックパッケージ 

WP2 

Q.3 
改訂 AAP 

2007.1.13 

H.248.40 
ゲートウェイ制御プロトコル：アプリケーションデ

ータのインアクティブ状態検出パッケージ 

WP2 

Q.3 
新規 AAP 

2007.1.13 

H.248.44 
ゲートウェイ制御プロトコル：複数レベルの優先制

御パッケージ 

WP2 

Q.3 
新規 AAP 

2007.1.13 

H.248.46 
ゲートウェイ制御プロトコル：接続許容制御パッケ

ージ 

WP2 

Q.3 
新規 AAP 

2007.1.13 

H.248.47 
ゲートウェイ制御プロトコル：統計状態報告パッケ

ージ 

WP2 

Q.3 
新規 AAP 

2007.1.13 

H.262 (2000) 

Amd.2 
汎用映像符号化方式（MPEG2） 

WP3 

Q.6 
改訂 AAP 

2007.1.13 

H.272 
マルチメディア通信における、映像信号のガンマ修

正の手順及び数値 

WP2 

Q.1 
新規 AAP 

2007.1.13 

H.324 (2005) 

Cor.2 
低ビットレートマルチメディア通信端末 

WP2 

Q.1 
改訂 

AAP 

2007.1.13 

H.350.7 XMPPのディレクトリーサービスアーキテクチャ 
WP2 

Q.4 
新規 AAP 

2007.1.13 

H.460.4 H.323でのサービスクラスの指定 
WP2 

Q.2 
改訂 AAP 

2007.1.13 

H.460.22 
H.225.0呼制御メッセージを保護するためのセキュ

リティプロトコルのネゴシエーション 

WP2 

Q.25 
新規 AAP 

2007.1.13 

Q.115.2 音声品質制御デバイスの制御論理 
WP1 

Q.18 
新規 AAP 

2007.1.13 

T.30 (2005) 

Amd.1 
一般交換電話網における文書ファクシミリ伝送手順

WP1 

Q.14 
改訂 AAP 

2007.1.13 

T.120 

マルチメディア・データ会議のための通信プロトコ

ル 

 

WP2 

Q.1 
改訂 AAP 

2007.1.13 

 



 

勧告番号 勧告名 

関連ＷＰ 

関連研究

課題 

新規/ 

改訂/ 

削除 

備考 

T.123 
マルチメディア・データ会議のためのネットワーク

特別データプロトコルスタック 

WP2 

Q.1 
改訂 

AAP 

2007.1.13 

T.124 汎用会議制御プロトコル 
WP2 

Q.1 
改訂 AAP 

2007.1.13 

T.800 (2002) 

Cor.1 

JPEG2000画像符号化システム：コア符号化システ

ム 

WP3 

Q.23 
改訂 AAP 

2007.1.13 

T.808 (2005) 

Cor.1 

JPEG2000画像符号化システム：インタラクティ

ブ・ツール、API及びプロトコル 

WP3 

Q.23 
改訂 AAP 

2007.1.13 

G.729.1 

(AAP 2006/) 

Amd.2 

G.729とビットストリーム互換の8-32kbit/sスケーラ

ブル広帯域コーダー 

WP3 

Q.10 
改訂 AAP 

2007.1.13 

G.776.1 

(1998) Cor.1 

信号処理ネットワークエレメントに対する管理オブ

ジェクト 

WP1 

Q.18 
改訂 AAP 

2007.1.13 

 

 



ＳＧ１６：マルチメディア端末、システム及びアプリケーション
議　長 ：Mr. P. A.Probst (スイス）
副議長 ：内藤 悠史氏（三菱電機）
副議長 ：Mr.P.Barrett（英）
副議長 ：Ms.C.Lamblin（仏）

ＷＰ１：モデム、ファクシミリ及び通信装置
議　長 ：内藤 悠史氏（三菱電機）
課題11 音声帯域モデム及びプロトコル：仕様及び特性評価 Mr. K. Chu(米)
課題14 ファクシミリ端末：仕様及び特性評価 田村 博氏（リコー）
課題15 回線多重化装置及びシステム 内藤 悠史氏（三菱電機）
課題16 信号処理ネットワーク装置における音声制御 Mr. B. Reeves（英）
課題17 音声ゲートウェイ装置 未定
課題18 信号処理ネットワーク装置の相互作用アスペクト Mr. H. Kullmann（独）

ＷＰ２：マルチメディアシステム及び端末
議　長 ：大久保　榮氏(早大)
議　長 ：Mr.I.Sebestyen（独）
課題1 マルチメディアシステム、端末及びデータ会議 Mr. P. Luthi(ﾉﾙｳｴｰ)
課題2 パケット網上のリアルタイム音響、ビデオ及びデータ通信 Mr. P. Jones(米)
課題3 マルチメディアゲートウェイ制御アーキテクチャ及びプロトコル Mr. C. Groves(豪)
課題4 ITU-Tが規定するマルチメディアシステムプラットフォーム 大久保　榮氏（早大）

上の高度サービス機能
課題5 H.300シリーズマルチメディアシステムのためのNAT/ Mr. P. Jones(米)

ファイアウォール越え制御
課題21 マルチメディアのアーキテクチャ Mr. L. Lehmann（ｽｲｽ）

Mrs. S. Mingjun（中）
                    Associate

課題22 マルチメディアのアプリケーションとサービス Mr. N. Luo（中）
課題24 マルチメディアシステムにおけるQoS及びエンド・エンド特性 Mr. S. Jeong（韓）

課題25 NGNにおけるマルチメディアセキュリティ 未定
課題28 e-healthアプリケーションのためのマルチメディアフレームワーク Mr. V. Traver（西）
課題29 マルチメディアシステム及びサービスのモビリティ Mr. L Lehmann(ｽｲｽ)

ＷＰ３：メディア符号化
議　長 ：Mr.P.Barrett（英）
議　長 ：Ms.C.Lamblin（仏）
課題6 映像符号化 Mr. G. Sullivan(米)

Mr. T. Wiegand(独)Associate
課題9 音声信号の可変ビットレート符号化 Mr. J. Gibbs（英）
課題10 信号処理標準化活動のためのソフトウェアツール及び Ms. C. Lamblin（仏）

既存の符号化標準のメンテナンス
課題23 メディア符号化 未定

課題20 メディアコム 未定

課題26 マルチメディアシステム及びサービスのアクセシビリティ Mr. P. Jones（米）

図７－１　ＳＧ１６の構成



 

 

セキュリティ・言語委員会の活動状況報告 

 

１ セキュリティ・言語委員会の活動状況 

(1) はじめに 

セキュリティ・言語委員会は、ＳＧ１７（セキュリティ、言語及び電気通信ソフトウェア）

を担当している。 

 

(2) 会合の開催状況 

セキュリティ・言語委員会は、平成１８年１月以降、次のとおり４回の会合を開催した。 

・第５回会合  平成１８年３月２７日 

平成１８年１月に開催されたＳＧ１７ＷＰ２会合の結果が報告された。また、第３回

ＳＧ１７会合の対処方針が審議された。審議の結果、日本寄書７件をＳＧ１７会合へ提

出することとなった。 

・第６回会合  平成１８年６月２８日 

  第３回ＳＧ１７会合の結果が報告された。ＮＧＮ、ホームネットワーク等のセキュリ

ティの他ＳＧとの連携について質疑応答がなされた。 

・第７回会合  平成１８年１１月２２日 

第４回ＳＧ１７会合の対処方針が審議された。審議の結果、日本寄書５件をＳＧ１７

会合へ提出することとなった。 

・第８回会合  平成１９年１月２２日 

  第４回ＳＧ１７会合の結果が報告された。ID 管理に関するフォーカスグループ(FG 

IdM)等に関して質疑応答がなされた。 

 

(3) 合同ワーキング・グループの設置 

セキュリティ委員会及び他の関連委員会の下にＮ-ＩＤ合同ワーキング・グループが設置さ

れた。 

 

２ ＳＧ１７の状況 

(1) はじめに 

ＳＧ１７は、電気通信セキュリティ並びに言語及び記述技術に関する課題について検討を

行っている。 

ＳＧ１７には、現在１７の課題が設定されており、これらの関連課題を総合的に審議する

ため３つのＷＰが設置されている。ＳＧ１７における検討体制を図８－１に示す。 

 

(2) 会合の開催状況 

・第３回全体会合  平成１７年４月１９日～４月２８日 

 



開催地：済州島（韓国） 

出席国及び出席者数：１３か国、１機関、１１２名（うち日本から１５名） 

・第４回全体会合  平成１８年１２月６日～１２月１５日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：１２か国、３機関、１２９名（うち日本から１２名） 

 

(3) 検討状況 

平成１８年１月から平成１９年２月までに、決議１及び勧告 A.8 の適用により郵便投票又

はＡＡＰにて承認された勧告は、表８－１に示すとおり、新規１１件、改訂１７件となって

いる。 

なお、主な重点項目は次のとおりである。 

 

ア ID 管理に関するフォーカスグループ（課題６） 

第４回会合において、ＳＧ１７課題６の課題責任者（ラポータ）を議長とした ID 管理に関す

るフォーカスグループの設置が合意された。フォーカスグループの期間は、第５回のＳＧ１７

会合が開催される平成１９年９月までとし、要求条件、機能、利用ケース、フレームワーク、

プライバシー情報の取り扱い等について検討されることとなっている。第１回 ID 管理フォーカ

スグループは平成１９年２月に開催され、検討が開始された。平成１９年４月、５月、７月に

開催し検討を進める予定である。 

 

イ セキュリティマネジメント（課題７） 

  「重要インフラの情報セキュリティ対策に係る行動計画（平成１７年１２月情報セキュリテ

ィ政策会議決定）」を受け、電気通信事業における情報セキュリティ対策協議会において検討を

進めてきた「電気通信分野における情報セキュリティ確保に係る安全基準」が平成１８年９月

末に公表された。第４回会合では、当該「安全基準」の策定中に行われた検討結果をとりまと

め、勧告 X.1051 改版ドラフトへのコメントとして寄書を提出することにより日本の意見をＩＴ

Ｕ－Ｔ勧告に取り込むことが基本的に合意された。 

 

ウ テレバイオメトリクス（課題８） 

  課題８では、テレバイオメトリクスに関する検討が行われている。第１回会合からの継続検

討項目である、スイスからの提案であるＴＭＭＦ（バイオメトリクスの遠隔からの計測単位）

及び日本からの提案であるＴＳＭ（遠隔通信におけるバイオメトリクスを利用した本人認証シ

ステムの機構）、第２回会合からの継続検討項目である韓国からの提案であるＴＰＰ（遠隔通信

におけるバイオメトリクスデータの保護仕様）及び中国からの提案であるＴＡＩ（テレバイオ

メトリクス認証基盤）を引き続き検討するとともに、第３回会合からは ISO/IEC JTC1 SC37

合意文書である BioAPI ベースの遠隔制御プロトコルの勧告化、第４回会合からは、韓国からの

提案であるＴＤＫ（テレバイオメトリクスデジタル鍵フレームワーク）についての検討が開始

された。全体として、未成熟な内容も多いものの、韓国、中国の動きが活発となっている。 

 



 

エ アプリケーション・サービスに関わるセキュリティ技術（課題９） 

  課題９においては、安全な通信サービスの構築を目指して、ホームネットワークセキュリテ

ィ、モバイルセキュリティ、ＲＦＩＤに関するセキュリティ、Ｐ２Ｐネットワークにおけるセ

キュリティ、Ｗｅｂセキュリティ等の検討が行われている。 

 

オ 国際化ドメイン名（課題１６） 

ＷＴＳＡ－０４の決議４８に基づき、平成１７年３月会合よりＳＧ１７において当課題に

ついて検討が行われている。第３回会合では提案課題の承認が行われ、関連組織と協力しな

がら、具体的に国際化ドメイン名実施に向けた技術的側面の研究、リスク並びに課題の明確

化等が行われていくことになった。また、第３回会合においては日本から当課題に対して寄

書を提出し、インターネットで使用されるトップレベルドメイン（ＴＬＤ）のうち、分野別

トップレベルドメイン（ｇＴＬＤ）において国際化ドメイン名を実施する際には、フィッシ

ング等ドメイン名の不正使用による社会的混乱を防ぐため予約語を導入する必要がある旨の

説明を行った。 

 

 



表８－１ ＳＧ１７会合等において承認（削除）された勧告一覧 

（平成１８年１月～平成１９年２月） 

 

勧告番号 

 

勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 

改訂/ 

削除 

 

備考 

E.115 自動ディレクトリアシスタンス WP1 

Q.2 
改訂 

AAP 

2006.2.6 

Z.140 TTCN-3: コア言語 WP1 

Q.14 
改訂 

AAP 

2006.3.16 

Z.141 TTCN-3: 表による表現フォーマット WP1 

Q.14 
改訂 

AAP 

2006.3.16 

Z.142 TTCN-3: グラフィカルな表現フォーマ

ット 

WP1 

Q.14 
改訂 

AAP 

2006.3.16 

Z.143 TTCN-3: オペレーショナル・セマンテ

ック 

WP1 

Q.14 
新規 

AAP 

2006.3.16 

Z.144 TTCN-3: ランタイム・インターフェー

ス(TRI) 

 

WP1 

Q.14 
新規 

AAP 

2006.3.16 

Z.145 TTCN-3: コントロール・インターフェ

ース(TCI) 

WP1 

Q.14 
新規 

AAP 

2006.3.16 

Z.146 TTCN-3: TTCN-3とASN.1標記の使用 WP1 

Q.14 
新規 

AAP 

2006.3.16 

E.115 (2006) 

Cor.1 

自動ディレクトリアシスタンス: 

Cor.1 

WP1 

Q.2 
改訂 

AAP 

2006.6.13 

X.680 (2002) 

Amd.3 
ASN.1: 基本表記詳細 –補遺３: 時間型

サポート 

WP3 

Q.10 
改訂 

AAP 

2006.6.13 

X.681 (2002) 

Cor.1 
ASN.1: 情報オブジェクト仕様 Cor.1 WP3 

Q.10 
改訂 

AAP 

2006.6.13 

X.690 (2002) 

Amd.2 
ASN.1符号化規則： 基本符号化規則

(BER), 正規符号化規則(CER) 、 上級

符号化規則 (DER) – 補遺2:時間型サポ

ート 

WP3 

Q.10 
改訂 

AAP 

2006.6.13 

X.691 (2002) 

Amd.2 
ASN.1符号化規則: PER仕様 – 補遺2: 

時間型サポート 

WP3 

Q.10 
改訂 

AAP 

2006.6.13 

 



 

勧告番号 

 

勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 

改訂/ 

削除 

 

備考 

X.692 (2002) 

Amd.2 
ASN.1 符号化規則– 符号化制御記法

(ECN)仕様 – 補遺2: 時間型サポート 

WP3 

Q.10 
改訂 

AAP 

2006.6.13 

X.693 (2001) 

Amd.2 
ASN.1 符号化規則: XML 符号化規則 – 

補遺2: 時間型サポート 

WP3 

Q.10 
改訂 

AAP 

2006.6.13 

X.891 (2005) 

Cor.1 

情報技術 – ASN.1 の一般的なアプリケ

ーション – fast infoset, 補遺 1 

WP3 

Q.10 
改訂 

AAP 

2006.6.13 

X.1141 

(X.websec-1) 

セキュリティ・アサーション マークア

ップ言語 (SAML) 
WP2 

Q.9 
新規 

AAP 

2006.6.13 

X.1142 

(X.websec-2) 

拡張アクセスコントロール マークアッ

プ言語 (XACML) 

WP2 

Q.9 
新規 

AAP 

2006.6.13 

Z.130 (2003) 

Amendment 1 

CIDL への eODL のマッピング 改訂 1 

– 新 Annex E  

WP3 

Q.11 
改訂 

AAP 

2006.6.13 

X.509(2000) 

Cor.4 

情報技術 – OSI – ディレクトリ: 公開

鍵及び属性証明書 補遺 4 

WP1 

Q.2 
改訂 

AAP 

2007.1.13 

X.509(2000) 

Cor.5 

情報技術 – OSI – ディレクトリ: 公開

鍵及び属性証明書 補遺 5 

WP1 

Q.2 
改訂 

AAP 

2007.1.13 

X.509(2005) 

Cor.1 

情報技術– OSI – ディレクトリ: 公開鍵

及び属性証明書 補遺 1 

WP1 

Q.2 
改訂 

AAP 

2007.1.13 

X.603.1 

情報通信技術 – 中継型マルチキャスト

プロトコル: simplex group アプリケー

ション用 

WP1 

Q.1 
新規 

AAP 

2007.2.13 

X.607 

情報通信技術 – 拡張型トランスポート

プロトコル: duplex マルチキャスト通

信 

WP1 

Q.1 
新規 

AAP 

2007.2.13 

X.608 

情報通信技術 – 拡張型トランスポート

プロトコル：N-plex マルチキャスト通

信 

WP1 

Q.1 
新規 

AAP 

2007.2.13 

X.1035 
パスワード認証された鍵交換方式

(PAK) プロトコル 

WP2 

Q.5 
新規 

AAP 

2007.2.13 

X.1081 Cor.1 生体認証モデル 補遺１ 
WP2 

Q.8 
改訂 

AAP 

2007.2.13 

X.1111 
ホームネットワークのセキュリティ技

術に関するフレームワーク 

WP2 

Q.9 
新規 

AAP 

2007.2.13 

 

 



ＳＧ１７：セキュリティ、言語及び電気通信ソフトウェア
議　長 ：Mr. Herbert Bertine (米)
副議長 ：Mr. Byoung-Moon Chin (韓)、Mr. Jianyong Chen(中)、

　Mr. Ostap Monkewich (加)、Mr. Arve Meisingset (ﾉﾙｳｪｰ)、
　Mr. A Kremer(露)、渡辺 裕氏（宇都宮大学/KDDI)

ＷＰ１：オープンシステム技術
議　長 ：Mr. Byoung-Moon Chin(韓)

課題１ QoS管理機能を持つエンドツーエンドでの Mr.Shin-Gak Kang(韓)
マルチキャスト通信

課題２ ディレクトリサービス、ディレクトリシステム Mr.Erik Andersen(ﾃﾞﾝﾏｰｸ)
及び公開鍵/属性証明書

課題３ OSI (不在)

課題16 国際化ドメイン Mr. Andrzej Bartosiewicz(ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ）

ＷＰ２：電気通信セキュリティ
議　長 ：渡辺　裕氏(宇都宮大学/KDDI）

課題４ 通信システムセキュリティプロジェクト Mr. Mike Harrop(加)

課題５ セキュリティ体系及びフレームワーク Mr. Zachary Zelstan(米)

課題６ サイバーセキュリティ Mr. Abbie Barbir(加)
武智 洋氏(横河電機）Associate
Mr. KangMeng Chow(ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ)Associate

課題７ セキュリティマネジメント 中尾　康二氏（KDDI)
Mr. Jungduk Kim(韓)

課題８ テレバイオメトリクス Mr. Hakil Kim(韓）
磯部 義明氏（日立)Associate
Mr.Jean-Paul Lemaire（仏）Associate

課題９ セキュア通信サービス Mr. Heung-Youl Youm(韓)
Mr. Jiwei Wei(中)Associate

課題17 スパム対策 Mr. Jianyong Chen(中)

ＷＰ３：言語及び電気通信ソフトウェア
議　長 ：Mr. Ostap Monkewich(加)

課題10 ASN.1及び他のデータ言語 Mr. John Larmouth(英)

課題11 仕様及び実装言語 Mr. Rick Reed(英)
Mr. Joachim Fischer（独）Associate

課題12 要求言語 Mr. Daniel Amyot (加)

課題13 システム技術言語のフレームワーク及びＵＭＬ Mr. Thomas Weigert(米)

課題14 テスト言語、方法論及びフレームワーク Mr. Dieter Hogrefe(独)
Mr. Sungwon Kang（韓）Associate

課題15 開放型分散処理（ODP） Mr. Arve Meisingset(ﾉﾙｳｪｰ)

図８－１　ＳＧ１７の構成



 

 

 

移動通信ネットワーク委員会の活動状況報告 

 

１ 移動通信ネットワーク委員会の活動状況 

 (1) はじめに 

移動通信ネットワーク委員会は、ＳＧ１９（移動通信ネットワーク）を担当している。 

 

(2) 会合の開催状況 

移動通信ネットワーク委員会は、平成１８年１月から平成１９年２月までに、次のとおり

３回の会合を開催した。 

・第２２回会合  平成１８年３月６日 

        第４回ＳＧ１９会合の結果が報告された。IMT-2000 の後継システムのハイレベルネ

ットワークアーキテクチャに関する勧告案（Q.FNAB）やＦＭＣ (Fixed Mobile 

Convergence)に関する勧告案についての質疑応答がなされた。 

・第２３回会合  平成１８年６月３０日 

     第５回ＳＧ１９会合においてコンセント予定の勧告草案に関する質疑応答や対処に

ついての審議が行われた。 

    ・第２４回会合  平成１８年９月１日 

       第５回ＳＧ１９会合の結果が報告された。ＦＭＣに関する勧告案や移動性管理に関

する勧告案についての質疑応答がなされた。 

 

２ ＳＧ１９会合の状況 

(1) はじめに 

ＳＧ１９は、ＩＴＵ電気通信標準化部門（ＩＴＵ－Ｔ）において「ＩＭＴ-２０００及び

将来の移動通信並びにモビリティ」に関する課題を研究対象としている。 

ＳＧ１９には、現在５つの課題が設定されている。ＳＧ１９における検討体制を図９－１

に示す。 

 

(2) 会合の開催状況 

  ・第４回全体会合  平成１８年１月２３日～２７日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：１８か国、３９名（うち日本から３名） 

   ・第５回全体会合  平成１８年７月１９日～２７日 

    開催地：ジュネーブ（スイス） 

    出席国及び出席者数：２０か国、５６名（うち日本から４名） 

 

 

 



 

(3) 検討状況 

平成１８年１月から平成１９年２月までに、決議１及び勧告 A.8 の適用により郵便投票又

は代替承認手続き（ＡＡＰ）にて承認された勧告は、表９－１に示すとおり、新規２件とな

っている。 

なお、重点項目の検討状況は次のとおりである。 

 

ア 移動性管理 

   移動性管理については、主にＳＧ１９課題２とＳＧ１３課題６が合同で検討を行っている。

そのうち、ＮＧＮを含む一般的な移動性管理の要求条件に関する勧告案は、第５回会合で承

認された。ＮＧＮを含む移動性管理の一般的なフレームワークに関する勧告案、ＮＧＮを含

む位置管理のフレームワークに関する勧告案、ＮＧＮを含むハンドオーバー管理のフレーム

ワークに関する勧告案の３案を平成１９年後半に完成させることを目標に引き続き検討を

行っている。 

 

イ ＦＭＣ  

ＦＭＣについては、主にＳＧ１９課題５とＳＧ１３課題６が合同で検討を行っている。

一般的なＦＭＣのハイレベル要求条件と能力を規定する勧告案、ＰＳＴＮ網とＧＳＭ/ＵＭ

ＴＳ網を接続するＦＭＣシナリオに関する勧告案、ＩＭＳにスコープを限定した勧告案の

３案を、今会期中に完成させることを目標に検討を行っている。 

    

 

 

 



 

表９－１ ＳＧ１９会合等において承認（削除）された勧告一覧 

（平成１８年１月～平成１９年２月） 

 

勧告番号 

 

勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 

改訂/ 

削除 

 

備考 

Q.1742.5 ANSI-41 発展形コア網＋CDMA2000 ア

クセス網への IMT-2000 参照(2005 年 12

月 31 日承認) 

Q.3 新規 
AAP 

2006.9.12 

Q.1706 

(Rec.MMR) 
 NGNを含む一般的な移動性管理に関

する要求条件 
Q.2 新規 

AAP 

2006.11.6 

 

 

 



ＳＧ１９：ＩＭＴ－２０００及び将来の移動通信並びにモビリティ研究関連
議　長 ：Mr. John Visser (加)
副議長 ：Mr. Maurice Ghazal(ﾚﾊﾞﾉﾝ)

：Mr. Kiritkumar Lathia(伊)
：Mr. Young Kyun Kim（韓)
：田村　基（NTTﾄﾞｺﾓ)
：Mr. Bruno Ramos（ﾌﾞﾗｼﾞﾙ）
：Mr. Konstantin Trofimov(露)
：Mr. Patrick F. Masambu(ｳｶﾞﾝﾀﾞ）

課題１ サービス及びネットワーク能力の要求条件並びに Mr. Bruno Ramos(ﾌﾞﾗｼﾞﾙ)
ネットワークアーキテクチャ

課題２ 移動性管理 Mr. Farrokh Khatibi(米)

課題３ 既存及び発展するIMT-2000システムの確認 Mr. Ilkka Hyvarinen(ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ)

課題４ IMT-2000ハンドブックの準備 Mr. Maurice Ghazal(ﾚﾊﾞﾉﾝ)

課題５ 発展する固定網と発展するIMT-2000システムの融合Mr.Kees den Hollander(韓)

図９－１　ＳＧ１９の構成



 

 

作業計画委員会の活動状況報告 

 

１ 作業計画委員会の活動状況 

(1) はじめに 

作業計画委員会は、ＴＳＡＧ（電気通信標準化アドバイザリグループ）を担当している。 

 

(2) 会合の開催状況 

作業計画委員会は、平成１８年１月以降、次のとおり４回の会合を開催した。 

・第１８回会合  平成１８年６月７日 

第３回ＴＳＡＧ会合及びＩＰＲアドホック会合への対処方針について審議が行われた。 

審議の結果、日本からの寄書１件をＴＳＡＧ会合へ、３件をＩＰＲアドホック会合へ提

出することとなった。 

・第１９回会合  平成１８年９月１日 

第３回ＴＳＡＧ会合及びＩＰＲアドホック会合の結果報告が行われ、作業計画と構成

についてのコレスポンデンスグループやＩＴＵ－Ｔ勧告のオンライン無料公開のトライ

アルに関する質疑応答が行われた。 

・第２０回会合  平成１９年２月８日 

第４回ＴＳＡＧ会合及びＩＰＲアドホック会合への対処方針について審議が行われた。 

審議の結果、日本寄書６件をＴＳＡＧ会合へ提出することとなった。 

   ・第２１回会合  平成１９年３月２２日 

     第４回ＴＳＡＧ会合及びＩＰＲアドホック会合への結果報告が行われ、補遺の合意プ

ロセスの修正やＳＧ再編のコレスポンデンスグループに関する質疑応答が行われた。 

 

２ ＴＳＡＧ会合の状況 

(1) はじめに 

ＴＳＡＧは、ＩＴＵ電気通信標準化部門（ＩＴＵ－Ｔ）における標準化活動の優先事項、

計画、運営、財政及び戦略について検討し、ＩＴＵ電気通信標準化局長に助言を行うグルー

プである。 

ＴＳＡＧには課題が設置されていないが、４分野のテーマについて検討を行うために４つ

のＷＰが設置されているほか、必要に応じアドホックグループを設置して審議を行っている。 

また、ＴＳＢ局長主催のＩＰＲ（知的財産権）アドホックグループを設置して、ＴＳＡＧ

会合に先立ち、特許関係、ソフトウェア著作権関係等について検討を行っている。ＴＳＡＧ

及びＩＰＲアドホックグループの検討体制を図１０－１に示す。 

 

 (2) 会合の開催状況 

・第３回全体会合  平成１８年７月７日～１１日 

 



開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：３２か国、２機関、１２９名（うち日本から１５名） 

・第４回全体会合  平成１９年２月２６日～３月１日 

    開催地：ジュネーブ（スイス） 

    出席国及び出席者数：３７カ国、４機関、１３７名（うち日本から１７名） 

 

 (3) 検討状況 

平成１８年１月から平成１９年２月までに、決議１及び勧告 A.8 の適用により郵便投票又

はＡＡＰにて承認された勧告は、表１０－１に示すとおり、改訂６件、削除された勧告は１

件となっている。 

重点項目ごとの検討状況は次のとおりである。 

 

ア 作業組織に関する勧告（Ａシリーズ勧告）の改訂 

第２回会合においてデターミネーションされた、Ａシリーズ勧告の改訂が第３回会合に

おいて承認された。このうち、新規及び改訂勧告のための代替承認手続きに関する勧告

（A.8）においては、勧告案に規制・政策的意味合いが含まれる疑いがあると加盟国が１カ

国でも判断した場合には、承認手続きのやり直しに移る仕組みを追加した。そのほか、Ｉ

ＴＵ－Ｔ ＳＧの作業方法に関する勧告(A.1)では、寄書と遅延寄書の区別をなくすことや、

寄書締切について会合の７開庁日前から、１０歴日前という表現方法とする改訂が行われ

た。 

 

イ Ｎ-ＩＤの検討体制 

  Ｎ-ＩＤの検討体制については、ＴＳＡＧ会合において、日本と韓国がとりまとめ役とな

って検討してきた。Ｎ-ＩＤは技術が広範囲にわたり、多くのＳＧが関連するため、ＪＣＡ

(Joint Coordination Activity)を構成すること、ＪＣＡの取りまとめ役はＳＧ１６議長が務め

ることが第３回会合において合意された。 

 

ウ ＩＰＴＶの検討体制 

  ＩＰＴＶ ＦＧは、平成１８年４月にＴＳＢ局長主導により設置が決定された。ＩＰＴ

Ｖについては関連するＳＧが多数あるが、ＳＧ１３をＦＧでの検討の取りまとめ役を果た

す親ＳＧ（parent SG）とすることが第３回会合で合意された。 

 

エ 次期研究会期（平成２０年-平成２４年）に向けた研究委員会（ＳＧ）再編の議論 

ＳＧ横断的な検討が必要な課題が増加していること、早期標準化のためにはより柔軟か

つ即応可能な作業方法が求められていること等から、ＩＴＵ－Ｔでの検討体制及び作業方

法の見直しについて議論が行われた。 

ＷＴＳＡ－０４では、今研究会期の前半である今年までを期限として、ＴＳＡＧにおい

て必要に応じてＮＧＮに関連するＳＧ構成の見直しについて検討を行うこととされていた。

平成１８年７月に開催された第３回会合では、今研究会期中については現状のＳＧ構成を

 



維持することが確認された一方で、平成２０年に開催予定であるＷＴＳＡ－０８での議論

に向けて来研究会期のＳＧ構成についての検討をすぐに開始することが合意され、コレス

ポンデンスグループが設置された。このコレスポンデンスグループにおいて、仏は、ＳＧ

横断的な課題を取り扱うための新たなＦＧの設置を提案した。 

第４回会合で、日本は、ＮＧＮの発展を前提として、エンド・エンドのサービスやＱｏ

Ｓに適用可能なレイヤを垂直統合したグループとサービス共通のシステムに適用可能なレ

イヤを水平統合したグループを意識した、ＳＧ再編を検討するに当たっての基本的な考え

方を提案した。 

これらの提案を踏まえ、ＳＧ再編の結論をすぐに得ることは困難であるため、ＷＰ２議

長（日本）をとりまとめ役としたコレスポンデンスグループが設置され、検討を進めるこ

ととなった。 

 

オ 勧告等出力文書の策定手続、審議手順の見直し 

外部機関との連携における知的財産取り扱いの明確化及び勧告補助文書（サプリメント）

に対する承認手続きの見直しについては、第４回会合で、日本提案を基にして勧告修正案

が作成され、承認手続きに掛けられることになった。また、勧告承認手続きの選択の変更

手続きについては、日本提案を受け、ＷＴＳＡ－０８での決議の修正に向けてコレスポン

デンスグループにより検討することとなった。 

 

カ 予算削減策についての検討 

平成１８年１１月に開催された全権委員会議（PP-06）で予算削減が指示されたことを

受け、第４回会合での議論の結果、SG 再構成や会合開催方法の改善により期待される予

算削減効果について、TSB が基礎資料を用意し、さらに検討を継続することとなった。 

 

   キ PP-06 決議１２２に基づくラウンドテーブルに関する検討 

他の標準化機関等との連携について議論する場の設置に関するPP-06決議 122に基づき、

第４回会合では、ラウンドテーブルの組織委員会及びその準備のためのコレスポンデンス

グループを設置することが合意された。ラウンドテーブルの目的及び開催の可否等につい

てメール等電子的手段により検討を行う予定である。 

 

ク 情報格差の解消に向けての検討 

第４回会合では日本寄書により、ＩＴＵ－Ｔにおいて実施可能な情報格差の解消方策に

ついて議論を開始することを提案した。会合において日本の提案は多くの支持を集め、リ

エゾン文書を TDAG（電気通信開発アドバイザリーグループ）に送付して、途上国側の具

体的な要望を把握するため ITU-D からのアドバイスを要請することとなった。 

 

ケ 勧告の無料ダウンロードトライアルに関する検討 

昨年の理事会決定を受けて、本年１月から勧告の無料ダウンロードが開始された。第４

 



回会合において実施状況が紹介された。出版物収入の減少等の財政上の懸念がある一方、

ＩＴＵ－Ｔからの情報発信、活動の拡大の観点から有用であるという意見が出され、議論

の結果、ＴＳＢ局長経由でＩＴＵ理事会に対し、勧告の無料ダウンロードの恒久化を提言

することとなった。 

 

  コ ITU-T/ITU-R/ISO/IEC 共通の特許ポリシー、宣言書フォーム、ガイドラインの共通化 

        ITU-T/ITU-R/ISO/IEC 共通の特許ポリシー、特許宣言書フォーム、特許ガイドラインの

検討がＩＰＲアドホック会合を中心に行われている。ＩＴＵ－Ｔにおいては、勧告 A.4（Ｉ

ＴＵ－Ｔとフォーラム、コンソーシアム間の交流）、 A.6（ＩＴＵ－Ｔとメンバ以外の国内

及び地域標準化期間とＩＴＵ－Ｔとの協力及び情報交換）に基づいて、外部標準化組織と

の協力関係を樹立しているが、その際 IPR ポリシーの整合性をとることが必要となってい

る。現行の A.4 及び A.6 ではその具体的な記述に不明確な点があったため、日本寄書によ

りその点を指摘し、修正されることとなった。 

 



表１０－１ ＴＳＡＧ会合等において承認（削除）された勧告一覧 

（平成１８年１月～平成１９年２月） 

 

勧告番号 

 

勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/

改訂/

削除 

 

備考 

A.9 IMT-2000 を含む将来の移動通信に関

するＳＳＧの暫定作業手順 
WP1 削除 

回章 79 

2006.2.21 

A.1 ＩＴＵ－Ｔ ＳＧの作業方法 
WP1 改訂 

第３回会合 

郵便投票 

A.2 ＩＴＵ－Ｔに割り当てられた研究課題

に関する寄書の発表方法 
WP1 改訂 

第３回会合 

郵便投票 

A.4 ＩＴＵ－Ｔとフォーラム、コンソーシ

アム間の交流 
WP1 改訂 

第３回会合 

郵便投票 

A.6 ＩＴＵ－Ｔとメンバ以外の国内及び地

域標準化機関とＩＴＵ－Ｔとの協力及

び情報交換 

WP1 改訂 
第３回会合 

郵便投票 

A.7 フォーカスグループの作業方法及び手

続き 
WP1 改訂 

第３回会合 

郵便投票 

A.8 新規及び改訂勧告のための代替承認手

続き 
WP1 改訂 

第３回会合 

郵便投票 

 

 

 



ＴＳＡＧ：電気通信標準化アドバイザリグループ
議　長 ：Mr. Gary Fishman(米)
副議長 ：Mr. Jacques Boulvin(仏)

：Mr. Nabil Kisrawi(ｼﾘｱ)
：Mr. Andrea Macchioni(伊)
：Mr. Oleg Mironnikov(露)
：岡村　治男氏（SCAT）
：Mr. Aboubakar Zourmba(ｶﾒﾙｰﾝ)

ＷＰ１：作業方法
議　長 ：Mr. Jacques Boulvin(仏)

ＷＰ２：作業計画、計画管理及び戦略
議　長 ：岡村　治男氏（SCAT）

ＷＰ３：電子的作業方法、公開方針
議　長 :Mr. Stephen J.Trowbridge(米)

ＷＰ４：外部機関との標準化協力、先端技術調査
議　長 ：Mr. Andrea Macchioni(伊)

ＩＰＲ Ad Hoc Group：知的財産権アドホックグループ
議　長 ：Mr. Malcolm Johnson電気通信標準化局長(英)

図１０－１　ＴＳＡＧ及びＩＰＲアドホックグループの構成



 

 

Ｎ-ＩＤ合同ワーキング・グループの活動状況報告 
 

１ Ｎ-ＩＤ合同ワーキング・グループの活動状況 

(1) はじめに 

ＩＴＵ－Ｔでは、ネットワーク型電子タグ（Ｎ-ＩＤ）を今後のユビキタスネットワークの

重要な技術として認識し、関連ＳＧ間の連携を図りながら、幅広い分野からの検討を本格化

している。 

我が国としても、ユビキタスネット社会の実現に向けて、ＩＴＵ－ＴにおけるＮ-ＩＤの標

準化に積極的に貢献していくことが重要であるとともに、Ｎ-ＩＤの標準化項目は多岐にわた

ることから、平成１８年７月に関係するＳＧを所掌する次世代ネットワーク委員会、マルチ

メディア委員会及びセキュリティ・言語委員会の下に「Ｎ-ＩＤ合同ワーキング・グループ」

を設置し、対処を検討している。 

 

(2) 会合の開催状況 

Ｎ-ＩＤ合同ワーキング・グループは、次のとおり４回の会合を開催した。 

・第１回会合  平成１８年８月３日 

今後のＮ-ＩＤに関する取り組みについて、情報交換が行われた。 

・第２回会合  平成１８年９月４日 

第１回ＪＣＡ－ＮＩＤ会合の対処方針について検討された。 

・第３回会合  平成１８年１１月２１日 

第１回ＪＣＡ－ＮＩＤ会合及びad-hoc meetingの結果報告並びにＳＧ１７会合の対処

方針の検討が行われた。 

・第４回会合  平成１９年２月１９日 

ＳＧ１６会合及びＳＧ１７会合の結果報告並びに第２回ＪＣＡ－ＮＩＤ会合の対処方

針の検討が行われた。 

 

２ ＩＴＵ-ＴにおけるＮ-ＩＤ関連会合の状況 

これまでのＮ-ＩＤ関連会合の開催状況は、以下のとおり。 

 

(1) ＴＳＡＧ会合 

ア 第３回会合（平成１８年７月３日～７日 ジュネーブ） 

Ｎ-ＩＤについては、日本と韓国がとりまとめ役となってコレスポンデンス・グループで

検討してきたが、関係ＳＧが連携しつつ標準化を進める体制が必要との提言がされ、ＪＣ

Ａ（Joint Coordination Activity ：ＪＣＡ－ＮＩＤ）を構成すること、また、取りまとめ役

は Mr. Probst（ＳＧ１６議長）とすることが決定された。 



イ 第４回会合（平成１９年２月２６日～３月１日 ジュネーブ） 

ＪＣＡ－ＮＩＤについて、平成１９年も維持することとされ、Ｎ-ＩＤに関するＳＧ１３

とＳＧ１６の合同ラポータグループ（ＪＲＧ）をＪＣＡ－ＮＩＤと同時開催するようにＳ

Ｇ１３、ＳＧ１６にリエゾンが作成された。 

 

 (2) ＪＣＡ－ＮＩＤ会合 

ア 第１回会合（平成１８年９月１９日～２１日 ジュネーブ） 

ＴＳＡＧ内に設置されたコレスポンデンス・グループからの報告は、当会合のインプ

ットとして活用して行く事で合意された。また、関連ＳＧに対し、ネットワークとの関

連を示す Generic Model（ＧＭ）に対する意見やＮ -ＩＤに対する High Level 

Requirements （ＨＬＲ）に対する意見などについてコメントを求めるリエゾンが出さ

れた。 

 

イ 第２回会合（平成１８年２月２５日 ジュネーブ） 

ＨＬＲ、ＧＭ等について、日本からの提案をもとに日本がエディタとなってとりまと

めることとなった。韓国から、ＳＧ１６とＳＧ１３におけるＮ-ＩＤの検討においてアプ

リケーション・サービスの観点から調整を行うべきとの提案があり、合同ラポータグル

ープ（ＪＲＧ）会合を開催することとなった。 

 

ウ ad-hoc meeting 

ア） 平成１８年１０月２５日（ＮＧＮ－ＧＳＩ会合期間中 ジュネーブ） 

イ） 平成１９年２月１日（ＳＧ２会合期間中 ジュネーブ） 

Ｎ-ＩＤの議論のこれまでの経緯とＪＣＡ－ＮＩＤからのリエゾン文書の概要の説

明が行われた。 

 

(3) ＳＧ１６会合（平成１８年１１月１４日～２４日 ジュネーブ） 

マルチメディアのアプリケーションとサービスについての課題を扱う Q.22 において、Ｎ

-ＩＤ関連の議論が行われ、ＹＲＰユビキタスネットワーキング研究所からの提案（３件）

を基に活発な議論が行われた。その結果、ＳＧ１６におけるＮ-ＩＤの検討範囲及びロード

マップが以下のとおりまとめられた。 

ア 検討範囲：“Networked-ID Triggered Multimedia Information Delivery Services” 

ＳＧ１６では、Ｎ-ＩＤの扱う膨大な領域とマルチメディアが扱う膨大な領域の共通部

分を扱うことが合意され、今後は上記のタイトルで作業を進めることとなった。 

イ ロードマップ 

［フェーズ１］ 短期課題、緊急課題 

1. サービスシナリオ及び要件 ： F シリーズ勧告（２００７年７月） 

2. アーキテクチャ ： H シリーズ勧告（２００７年７月） 

3. コンポーネント（ＩＤ コード等） ： H シリーズ勧告（２００８年８月） 



［フェーズ２］ 長期課題、基本問題 

ＮＧＮ等と他ＳＧや標準化機関と協調しながら進める。 

 

(4) ＳＧ１７会合（平成１８年１２月６日～１５日 ジュネーブ） 

韓国よりＮ-ＩＤをＵＲＩで書き下す標準形式を提案する寄書が提出され、平成２０年４

月を目処に勧告化を進めることとなった。また、韓国提案のＲＦＩＤに関わるプライバシ

ーガイドラインについても勧告化を進めることとなった。 

 

(5) ＮＧＮ－ＧＳＩ会合 

 ア 平成１８年７月１７日～２８日 ジュネーブ 

 イ 平成１９年１月８日～１２日 北京 

平成１８年１０月に開催されたＮＧＮ－ＧＳＩ会合において、今後のＮＧＮに関する検

討において、セッションでない（Ｎ-ＩＤのような）トランザクション型の通信をどのよう

に扱うかが今後の議論に重要であることが指摘された。また、Ｎ-ＩＤ関連勧告に関し、

Q.2/13 で作成されている勧告草案 Y.idserv-reqts（ＮＧＮにおけるＩＤベースサービス）に

ついては、今後 Q.2、Q.15/13 が連携していく必要が指摘された。 



 

 

ＩＰＴＶ合同ワーキング・グループの活動状況報告 
 

１ ＩＰＴＶ合同ワーキング・グループの活動状況 

(1) はじめに 

ＩＴＵ－Ｔでは、動画像をＩＰベースで送受信する技術（いわゆるＩＰＴＶ）への関心の

高まりを受け、平成１８年４月にＴＳＢ局長主導の下、ジュネーブにおいてＩＰＴＶコンサ

ルテーションミーティングを開催した結果、IPTV Focus Group（ＦＧ－ＩＰＴＶ）を設立し

た。 

我が国としても、こうした動きに対応して関係者間での情報共有を図るため、平成１８年

１２月にＩＰＴＶに関連するケーブル網・番組伝送委員会、次世代ネットワーク委員会及び

マルチメディア委員会の各委員会の下に「ＩＰＴＶ合同ワーキング・グループ」を設置し、

対処の検討を行っている。 

 

(2) 会合の開催状況 

ＩＰＴＶ合同ワーキング・グループは、次のとおり２回の会合を開催した。 

・第１回会合  平成１９年１月１８日 

第３回ＦＧ－ＩＰＴＶに向けた出席メンバーの対応方針や各社のＩＰＴＶの標準化に

関する取り組み方針について、情報交換が行われた。 

・第２回会合  平成１９年３月１日 

第３回ＦＧ－ＩＰＴＶ会合の結果報告が行われた。 

 

２ ＦＧ－ＩＰＴＶの状況 

 (1) 会合の開催状況 

・第１回会合  平成１８年７月１０日～７月１４日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

・第２回会合  平成１８年１０月１６日～１０月２０日 

開催地：釜山（韓国） 

・第３回会合  平成１９年１月２２日～１月２６日 

開催地：マウンテンビュー（米国） 

 

(2) 検討状況 

ＦＧ－ＩＰＴＶにおける主な検討状況は次のとおりである。 

 

ア ＩＰＴＶの定義 

第２回会合において、ＩＰＴＶの定義を「管理されたＩＰ網上で提供されるＴＶ、画像、

音声、データ等のマルチメディアサービス」とすることで合意された。 



 

イ アーキテクチャ及び要求条件 

アーキテクチャの検討に関し、①ＮＧＮ上でのＩＭＳベースのＩＰＴＶ、②ＮＧＮ上で

の非ＩＭＳベースのＩＰＴＶ、③ＮＧＮを用いないＩＰＴＶ、の３つのアーキテクチャを

並行して検討することで合意された。 

 

ウ ＩＰＴＶサービス品質と性能 

ＱｏＳ（Quality of Service）とＱｏＥ（Quality of Experience）の関係の明確化の整理を

行うとともにＩＰＴＶサービスと要求品質レベルの関連づけが議論されている。第３回会

合では、ＱｏＳをネットワーク・パフォーマンスに関する品質と定義することが合意され

た。 

 

エ 端末と相互接続性 

ＩＰＴＶエンド端末とホームネットワークとの連携、端末の相互接続性に関する検証方

法、端末の遠隔管理について検討がされている。セットトップボックスのアーキテクチャ、

各種インターフェースの規定がされつつある。 

 

オ ミドルウェア、アプリケーション、コンテンツプラットフォーム 

メタデータ、コーデック、アクセシビリティなどが検討されている。 

中国は、独自の画像圧縮技術（ＡＶＳ）をＩＰＴＶの標準コーデックとして提案しよう

としているものの、第２回会合で求められた英語での寄書提出を依然として行っていない

ことから審議ができない状態となっている。 

 

カ サービス要件とアーキテクチャ 

ハイレベルの要求条件と個々の要求条件との整合が不十分で詳細な議論まで進んでいな

いため、用語の定義を含めて整理することが急務となっている。 

 

(3) 今後の予定 

ＩＴＵ-Ｔのフォーカスグループは、原則として設立１年以内に活動を終えることとされて

おり、ＦＧ-ＩＰＴＶは本年７月までに第４回会合（５月 スロベニア）及び第５回会合（７

月 ジュネーブ）が予定されている。一方、現在の審議状況を踏まえると活動の継続が必要

との意見があり、４月のＳＧ１３会合において活動延長が審議される見込みである。 



 

  

 

ホームネットワーク合同ワーキング・グループの活動状況報告 

  

１ ホームネットワーク合同ワーキンググループの活動状況 

(1) はじめに 

ユビキタスネットワーク社会の実現に向け次世代ネットワーク（ＮＧＮ）の構築が進展し

つつある。その中でホームネットワーク（ＨＮ）は、利用者とユビキタスネットワークを結

びつける重要な役割を果たすものとして期待されている。 

我が国としても、今後の利用拡大が予想されるホームネットワークに関し、ＩＴＵ－Ｔに

おける標準化に積極的に関与していくことが重要であるとともに、ホームネットワークの標

準化項目は多岐にわたることから、平成１８年１２月に関係するＳＧを所掌するケーブル

網・番組伝送委員会、次世代ネットワーク委員会、伝達網・品質委員会及びマルチメディア

委員会の下に「ホームネットワーク合同ワーキング・グループ」を設置し、対処を検討して

いる。 

 

(2) 会合の開催状況 

ホームネットワーク合同ワーキング・グループは、以下のとおり会合を開催した。 

・第１回会合  平成１９年２月９日 

ＳＧ９、ＳＧ１５、ＳＧ１６におけるホームネットワークの検討状況の報告及びＳＧ

９ラポータ会合への対処方針案及び寄書案について検討が行われた。 

 

２ ＩＴＵ-ＴにおけるＨＮ関連の活動状況 

これまでの、ホームネットワーク関連会合の開催状況は、以下のとおり。 

 

（1）ＪＣＡ-ＨＮ会合 

ア 第２回会合（平成１８年７月３日（第３回ＴＳＡＧ会合期間中） ジュネーブ） 

イ テレビ会議（平成１９年２月２３日） 

ＪＣＡ-ＨＮ、タスクフォースの活動状況及び今後の活動について議論が行われ、本議論に

基づきＴＳＡＧに活動報告が行われた。第４回ＴＳＡＧ会合ではＪＣＡ-ＨＮの ToR の改訂が

行われた。なお、次回ＴＳＡＧ会合までＪＣＡ-ＨＮの活動継続が決定された。 

 

(2) ＳＧ９会合 

ア 第３回全体会合（平成１８年１０月２日～６日 東京） 

日本提案によりケーブルテレビサービスをサポートするホームネットワークアーキテク

チャ（J.190）改訂の審議開始が合意された。 

イ 合同ラポータ会合（平成１９年２月２０日～２３日 米国） 

J.190 改訂提案の検討、SG15 及び SG16 からの入力リエゾンに基づき、ホームネットワ

 



 

ークアーキテクチャに関する G.sup42（SG 15）及び H.ghna（SG 16）の内容確認を行な

い、その結果を各 SG に対しリエゾンへの返答を返した。 

 

（3）ＳＧ１５会合 

  第４回全体会合(平成１８年１０月３０日～１１月１０日 ジュネーブ） 

我が国の提案に基づき、課題１において、アクセス回線との分岐点、伝送機能などを中

心に議論がなされ、ホームネットワークアーキテクチャに関する補足文書 G.Sup42 の作成

方針を決定した。 

 

(4) ＳＧ１６会合 

ア 第４回全体会合（平成１８年１１月１４日～２４日 ジュネーブ） 

我が国の提案に基づき、課題２１において、マルチメディアサービスをサポートするホ

ームネットワークアーキテクチャ H.ghna を作成することとなった。本提案に基づき、QoS

などのサービス支援機能を中心に議論がなされた。 

  イ ラポータ会合（平成１９年３月１２日～１６日 中国） 

FG-IPTV より IPTV 向けホームネットワークについてのリエゾン文書が入力され、課題

２１、課題２２を中心に議論がなされた。サービスレベルのアーキテクチャの汎用化、DLNA

の適用について SG16 からの意見をまとめ、同 FG にリエゾン文書を返した。また課題２４

のラポータよりホームネットワークに関する QoS について同課題で取り上げていく旨発言

があった。 

 

（5）ＮＧＮ-ＧＳＩ会合（平成１９年１月８日～１２日 中国） 

 課題３において、韓国より、ＮＧＮリリース２の機能要求条件及びアーキテクチャの範囲

で、ホームネットワークアーキテクチャに関する検討を開始したいとの提案があった。 

 




